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内容梗概

本論文は、筆者が NTT アクセスサービスシステム研究所在職中、ならびに大阪大学大学院工学研究

科電気電子情報工学専攻博士後期課程在学中に行った、光ヘテロダイン技術を用いたミリ波帯光ファイ

パ無線アクセスに関する研究の成果をまとめたもので、あり、以下の6章で構成される。

第1章は序論であり、本研究の背景として、アクセスネットワークにおいて今後のキーワードになるであ

ろう光ファイバ通信及び無線通信についてそれぞれ技術動向を述べ、さらに、これらの特徴を組み合わ

せた光一無線融合通信について述べることで、本研究の位置付けと研究目的を明らかにする。

第2章では、ミリ波帯光ファイバ無線方式の概要について、まず、 60GHz ミリ波の特徴と、光ファイバ無

線方式の技術概要と研究動向を述べる。また、ミリ波帯光ファイバ無線方式の適用領域として、下り方向

にのみデータを伝送し、多チャネノレの高品質映像分配などのアフ。リケーションが想定される放送型アクセ

スネットワークと、双方向のデータ伝送を行い、現状の光アクセス回線と同等の Gb/s 級のインターネットア

クセスに利用される通信型アクセスネットワークがあることを示し、それぞ、れのネットワーク構成における特

徴を述べる。さらに、放送型、通信型それぞれにおける技術課題と、これらの課題に対する外部研究機関

の動向についても述べ、本研究の位置付けを述べる。

第3章は、放送型アクセスネットワークに適用する下り伝送方式に関する章で、ある。放送型アクセスネット

ワークでは、 1つのセンタ局、すなわち光送信器が収容する無線端末の数が非常に多いため、無線端末

の構成の簡素化が重要な課題である。本章では、無線端末において、ミリ波帯局部発振器が不要な光/

電気 2 段ヘテロタeイン方式を提案する。まず、センタ局からの光信号の送信方法におけるキャリヤ対雑音

電力比 (Carrier-to-Noise Ratio 、 CNR) および波長分散耐力について理論解析を行い、 CNR に対する光

信号の波長数、波長配置、ならびに光電力比の影響を明らかにする。尚、この解析では、従来の、電力

を供給する無線基地局に加えて、無給電基地局に提案方式を適用した場合の特性も明らかにする。さら

に、以上の解析結果からアクセスにおける有効性が高い光送信方法について、具体的な光送信器の構

成を提案し、アクセス区間を想定した 10km シングルモードファイパ (Single Mode Fiber、 SMF) のl.OGb/s

伝送実験により、有用性を検証する。

第4章は、通信型アクセスネットワークに適用する上り伝送方式に関する章である。光ファイバ無線方式

では、無線信号波形の光アナログ伝送を行うため、光区間で発生する雑音が無線区間の伝送品質を劣

化させる。この劣化を最小限に抑えるためには、光伝送区間において十分なリンクパジェットを確保する

必要がある。本章では、光リンクのロスバジェットを拡大可能な、ノレーフ。パック型光ヘテロダFイン方式を光

受信器として用いることを提案する。本方式では、システムの経済性を実現するために、従来、光受信器

で、行っていた光源の周波数安定化と偏波無依存化の機能を送信側に集約し、複数の光ファイバ無線リン

クで共用する。最初に、上り伝送において本方式の原理を述べ、次に、l.OGb/s 伝送実験によりその有用

性を検証し、無線基地局において光源および光アンプを用いることなく、 10dB 以上の光リンクパジェットを

確保できることを示す。さらに、 1 心の光ファイバで、ルーフ。パック伝送を行う場合に、受信品質の劣化要因



となる光伝送路における反射光の影響についても理論解析による定量化を行い、合わせて伝送実験で

検証する。

第5章では、第4章で述べたループρパック型光ヘテロダイン方式を拡張した、双方向伝送方式を提案す

る。上り伝送に用いる、センタ局の光源の1っと無線基地局の電界吸収型変調器を下り伝送にも用いるこ

とで、上り伝送単体とほぼ同じ構成でシンブρノレなシステムを実現で、きることを示す。本提案方式では、伝

送品質の劣化要因として上り光信号と下り光信号の間で発生するクロストークが問題となるが、それを抑

圧するための波長配置設計法を導出するとともに、1.0Gb/s 伝送実験により、光リンクにおいて BER が

10-9 以下の高品質な受信特性を得ながら、 10dB 以上のリンクパジェットを確保で、きることを示す。

第6章では、以上の研究によって得られた成果を総括し、本論文の結論を述べる。
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第1章序論

1. 1 背景

1. 1. 1 ネットワーク利用のトレンド

近年、一般世帯および事業者、企業におけるインターネットの利用が広く浸透し(図1. 1[1])、今日では日常

の生活や企業活動において無くてはならない社会インフラ基盤の1つになっている。ネットワーク上で、やりとりさ

れるデータの内容も、従来の容量の小さなテキストベースのものが大半だったが、映像や動画といった大容量

のデータが占める割合が増加しており、総務省の調査報告[2]によると、国内の総トラフィック量は 2009 年 5 月

現在で、 1Tb/s を超えている。また、図1. 2を見ると、トラフィック量はおよそ 5 年で 10 倍のベースで成長が継

続していることが分かる。今後、データの大部分を映像コンテンツが占めるようになり、さらにその高画質化が進

むことが予想されている(例えば、 HD(High Definition) 画質の動画を安定して送受信するには、圧縮時に~

10Mb/s のスルーフ。ットが必要)。さらに、 SaaS (So武ware As A Service) といった、ネットワークを介して集中設置

されたコンピュータリソースを利用する新たなアプリケーションが登場していることを鑑みると、上記のようなトラ

フィック量の増加傾向は続くものと考えられる。
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図1. 1 インターネット普及率(総務省発表資料より[1])
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図1. 2 トラフィック総量の推移(総務省発表資料より[2])

1. 1. 2 ネットワークの構成

本節では、今後も伸び続ける膨大なトラフィックを支えるためのネットワーク構成と伝送技術のトレンドについ

て述べる。図1. 3に、ネットワーク全体の構成の概念図を示す。ネットワーク全体は大きく2つの階層構造、す

なわちコアネットワーク(基幹系)およびメトロネットワークと、アクセスネットワーク(加入者系)に分けることができ

る。各ネットワークにおける伝送技術は、求められる仕様およびその様態がそれぞれ異なる。

\一一一一----y-一一一一ーノ
Metro network Access network 

図1. 3 ネットワーク構成の概念図
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コア/メトロネットワークで、は、多数のネットワーク利用ユーザのトラフィックを多重した大容量のデータを伝送し

ている。現行のネットワークにおいては、伝送路に広帯域かつ低損失という特長を有する光ファイバを用いて、

1波当り1O~40Gb/s の光信号を 50GHz もしくは 100GHz 間隔で波長多重する DWDM(Dense Wavelength 

Division Multiplexing) システムが用いられている。コア/メトロネットワークにおいて主に要求される仕様は、高

速性と長距離伝送特性であり、現在、各国の研究機関において1波当り 100Gb/s で 100km 以上の長距離伝送

を実現するための伝送方式が精力的に検討されている。

具体的な技術トレンドとしては、周波数利用効率が高く、分散耐力に優れる変復調方式と、使用する波長資

源の拡大の2つが挙げられる。前者に関しては、 4値変調の一種である DQPSK(Differential Quadrature Phase 

Shift Keying) が、既に 40Gb/s システムとして実用化されているが[3J、さらなる周波数利用効率の向上を目指し

て、 QAM(Quadrature Amplitude Modulation) [4Jや OFDM(Orthogonal Frequency Division Multiplexing) [5J 

の適用が検討されている。また、これらの高度な変復調技術の実現には、近年、コヒーレント受信技術[6Jと、数

10G サンブρル/s 級の超高速のアナログ/デ、ジタノレ変換技術の出現と共に著しい進展を見せているデ、ジタル信

号処理 (Digital Signal Processing, DSP) を組み合わせた、いわゆるデジタルコヒーレント技術[7Jが適用されて

いる点も特徴である。一方で、後者については、従来、主に用いられてきた波長域 (C バンド、: 1535~1565nm) に

加え、より長波帯の L バンド、に拡大するために、光アンプの動作波長域を拡大する検討が進められている[8J。

これらの方向性をもっ2つの技術を併用することで、光ファイバ 1 心当りの伝送速度は 10Tb/s 以上にも達した

との報告もある[9J。尚、後述するように、これらの2つの方向性は、無線アクセス技術が進展してきたトレンド

[10Jと同様であり、伝送技術の進展の基本的なトレンドであることにも注目されたい。最近では、さらに光ファイ

パの伝送容量の極限を追求するため、光ファイバ伝送中に発生する非線形現象による信号品質劣化の抑圧

技術として、送信側で WDM 信号間の位相を制御する手法[l1Jや、受信側で、デ、ジタルコヒーレント受信すること

で得られた振幅と位相情報を基に補償する手法口2Jが検討されている。その他、より多くの波長の光信号を入

力した際に問題となるファイバーヒューズT13Jなどの高ノfワー耐力に関する検討も進められている。

一方、アクセスネットワークは、加入者系ネットワークとも呼ばれ、全体のネットワークのうち末端の部分の収容

局舎とユーザ聞の 10km 程度の区間を指す。実際にユーザがネットワークを利用する際のインタフェースになる

部分であり、コアネットワークと比べて伝送装置の数が膨大で、かっその伝送媒体およびトポロジーも多種多様

である。また、要求される主な仕様も、コアネットワークとは異なり、まずは経済性と利便性であり、アクセスに特

化した技術が必要になる。次節から、アクセスネットワークのトレンドと技術について概説する。

1. 2 アクセスネットワーク

1. 2. 1 アクセスネットワークの状況

近年、アクセスネットワークにおいて、数 Mb/s~数十 Mb/s 級のピーク速度が得られるブロードバンド、回線の

普及が急速に拡大している。図1. 41こ総務省の発表資料[14Jを基に作成した我が国のブロードバンドアクセス

の加入者数の推移を示す。この図から、 2000 年辺りからブロード、バンド回線の総加入者数が増加し始め、 2009

年 6 月末には、 3 ，000 万回線を超えるまでに成長していることが分かる。回線の媒体の内訳に注目すると、当初

は、既設の電話回線を用いて数 Mb/s~数十 Mb/s の回線速度が得られる ADSL(Asymmetric Digital 
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図1. 4 ブロード、バンドアクセス回線契約数の推移(総務省発表資料より[14])

Subscriber Line) を中心とした DSL がブロードバンドアクセス回線の普及を牽引していたが、 2004 年辺りを境に、

光通信機器の低コスト化と、映像情報の普及に伴ってユーザの帯域需要が高まったことがあいまって、光ファ

イパをユーザ宅まで引き込んで 100Mb/s 以上の高速通信する FTTH (Fiber-to-the-Home) の普及が進んだこ

とが分かる。 2007 年には加入者数において FTTH が ADSL を超え、最大数のブロードバンド、回線となった。そ

の後も、加入者数が減少する DSL を横目に、 FTTH の加入者は伸び続け、 2008 年 6 月末には DSL 契約数を

抜き去り、さらに 2009 年 6 月末には、ブロードバンド、回線の総加入者数の半数を超えた (1 ， 589 万件)。将来的

にも、 FTTH 回線の最大シェアを有する NTT が、 FTTH の更なる加入促進をその事業計画の中心に据えるな

ど日5J、より一層の普及が予想され、更に、アジアや欧米を中心に、世界各国でも、 FTTH の普及が進み始め

ている口6Jことから、今後、アクセス区間においても光ファイバを媒体としたネットワークが中心となって行くのは

疑いないと考えられる。

一方で、アクセス回線としての利用はまだ、一部にとどまっているが、ユーザの利便性とし、う点では、電話線や

光ファイバ等の有線媒体の配線工事が不要な無線伝送を用いた通信が優れている。後述するように、無線通

信においても、伝送速度は既に 100Mb/s に達しており、近い将来に現在の FTTH に匹敵する伝送能力を達成

すべく、各種伝送方式の開発および標準化、規格化が進められている[10J。

以下、これらの今後のアクセスのキーワード、になる光ファイバ通信と無線通信、さらにこれらを融合させた技術

について述べる。
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1. 2. 2 光アクセスネットワーク

本節では、 FTTH 回線のインフラ基盤で、ある光アクセスネットワークについて、そのネットワークトポロジーと伝

送技術について述べる。

まず、光アクセスネットワークのトポロジーについては、収容局舎に設置する収容装置に複数のユーザ宅内

装置がスター型で、接続された構成になっている。すなわち、コア/メトロネットワークのように両端の伝送装置が

1:1の関係にあるわけではなく、 1対多数の関係にあるので、通信に必要な機能をなるだけ収容局舎側に集約

し、複数のユーザで、共用することによる割り勘効果を得ることで、システム全体の低コスト化を図ることができる。

図1. 5に、実際の FTTH 回線で用いられている光アクセスネットワークのトポロジを示す。収容局舎とユーザ宅

との間で、光伝送路の分岐をしないシングルスター (Single Star 、 SS) と、途中でパワースプリッタを用いて複数

のユーザを接続する PON(Passive Optical Network) がある。近年は、プレナ一光波回路 (Planar Lightwave 

Circuit 、 PLC) 型のパワースプリッタの低コスト化および量産化が進んだ、こともあって口7]、主に後者の PON が

採用されている。

Customer premise equipment 

8ingle star (88) 

Office equipment 

Optical splitter 
OL T: Optical Line Terminal ONU : Optical Network Unit 

Passive Optical Network (PON) 

図1. 5 光アクセスネットワークのトポロジー

次に、図1. 61こ示す光アクセスネットワークで用いられる伝送方式のトレンドについて説明する。これまでに

実用化されている光アクセスシステムでは、上り伝送 (1310nm 帯)および下り伝送 (1490nm 帯)に1波ずつ用い

て、それぞれ最大 32 ユーザのデータを時間軸上で、多重 (Time Division Multiplexing、 TDM) する方式が用いら

れており、現在は、 GE-PON(Gigabit Ethernet PON) や G-PON(Gigabit PON) といった Gb/s 級の伝送速度の

システムが最も普及している。これらのシステムでは、ユーザ当り平均で数 10Mb/s の伝送速度が実現されるが、

前述のような今後の更なる帯域需要を鑑みると、より一層の高速通信が求められる。そこで現在、次世代の光

アクセスネットワークの伝送技術として、同じ TDM 方式で、パルス幅を狭めて 10G 級の伝送速度を実現する

10G-EPON[18]等のシステムの研究開発が進められている。また、将来の更なる帯域増加にも対応できるよう、
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ユーザ当り 1Gb/s 以上の伝送速度を実現するため、ユーザに波長を割り当てる WDM-PON 技術[19Jや、ユー

ザにそれぞれ特有の符号を割り当てて多重する CDM(Code Division Multiplexing) 技術[20Jのほか、前述のよ

うに、コアネットワークのための伝送技術として検討されている多値変復調技術[21Jやコヒーレント技術[22Jのア

クセスネットワークへの適用も研究が進められている。

総伝送容量

100Gb/s 

10Gb/s 

1Gb/s 

100Mb/s 

2000 2005 

B-PON: Broadband Passive Optical Network 

GE-PON: Gigabit Ethernet Passive Optical Network 

G-PON: Gigabit Passive Optical Network 

WDM: Wavelength Division Multiplexing 

CDM: Code Division Multiplexing 

2010 2015 

図1. 6 光アクセスネットワークで用いられる伝送方式

また、 ss 型トポロジーにおいては、既に伝送速度 1Gb/s の伝送装置(メデ、イアコンパータ)を用いたシステム

が主にビジネスユーザ向けに提供されている。本トポロジーにおいても、システム全体の低コスト化を図るため、

収容装置内で

1. 2. 3 無線通信

本節では、今後のアクセスネットワークにおいて、光ファイバ通信と並び、もう1つのキーワードになる無線通

信について述べる。

無線通信は、光ファイバや電話線等の有線媒体を用いた通信とは異なり、配線工事が不要で、、移動通信も

可能であるため、ユーザから見て利便性の面で、大きな魅力があり、既に IEEE802.11 系の無線LANや、携帯電

話をはじめ様々なシステムが社会に広く浸透している。主な無線通信方式について、これらの適用領域と伝送

速度を図1. 7にまとめた。 LAN(Local Area Network) 、 MAN(Metropolitan Area Network) およひや携帯電話ネッ

トワークのいずれにおいても、現時点で通信速度が1O~100Mb/s に達しており、また次世代の通信方式の規

格である IEEE802.11ac/ad(VHT:Very High Throughput) や第 4 世代 (4G)携帯では 1Gb/s 以上に達する見

込みで、無線通信でも現在の FTTH と匹敵する広帯域サービスが利用できるようになると予想される。

ここで、このような無線通信の更なる性能向上のため技術開発における2つの方向性について述べる[10J。ま

ず、搬送波の周波数が 10GHz 以下のマイクロ波帯においては、周波数利用効率向上と周波数共用化技術が

挙げられる。前者については、 OFDM や QAM としりた変復調技術と、複数の送受信アンテナを用いて、その
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伝送速度
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: L TE Advanced (4G) : 
: 3.5GHz : 
L 国土1Gb/s -J 

: L TE (3.9G) : 
: 2GHzなど 1 
: -326Mb/s } 

WAN 

図1. 7 主な無線通信方式(適用エリアと伝送速度)

エリア

アンテナ数だけ通信速度を向上させる MIMO (Multi-!nput Multi-Output) などの空間多重 (Space Division 

Multiple Access 、 SDMA) 技術の活用である。また、後者については、既存の周波数配置の無線システム(ヘテ

ロジニアス型)、もしくは空き時間帯/周波数帯(周波数共用型もしくはダpイナミックスペクトルアクセス型)を認

識し、利用状況に応じてこれらのリソースを柔軟に用いるコグニティブ無線方式が検討されている[24]。

一方、既に複数の無線方式が使われ、周波数資源が相当逼迫しているマイクロ波帯を避け、ミリ波帯やそれ

より高い周波数帯の新しい電波利用の開拓を行おうとしち方向性がある。このような新帯域としては、 60GHz 帯

[25]、さらに高周波の 70GHz 帯[26]や 120GHz 帯[27]、さらには数 100GHz 以上のテラヘノレツ波を用いる検討

[28 , 29]も進められている。この方向性においては、システムの低コスト化が課題であり、量産化が可能な電子

デバイスの開発が求められている。また、これらの帯域は、周波数が非常に高し、ことから、前述のマイクロ波帯

と比べて酸素吸収や降雨減衰による伝搬損失が大きく、指向性が高いため、利用シーンは限られるが、マイク

ロ波帯と比べて非常に広い GHz 級の帯域を利用できるため、 FTTH と同等の数 Gb/s'"" 10Gb/ s の伝送速度を

実現できるものと期待されている。

中でも、60GHz 帯は、既に日本を含めた世界各国で、数GHzの広い帯域が免許不要バンドとして割り当てられ

ており [30]、上記の高周波帯のうちで有望な帯域として精力的に研究開発が進められている。後述のように、

本稿では、この広帯域性に注目し、特に 60GHz 帯の電波を無線アクセスに用しも通信方式について検討を進

める。
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1. 2.4 光一無線融合技術

1.2.4.1 光一無線融合通信

広義には、光ファイバのような有線と無線との融合と言うと、ユーザ視点で、固定回線でも無線回線で、も同一の

料金体系および窓口で通信サービスを受けられる、いわゆるワンストップサービスのようなものを指す場合もあ

るが、本論文では伝送方式の観点で光無線融合という言葉を用いる。

前述のように、いまや無線通信においても光アクセスネットワークに迫る伝送速度に達しようとしており、ユー

ザの利便性を考えると、今後、無線伝送もアクセス回線の有力候補になってゆくことが予想される。現在でも既

に、固定無線アクセスとして WiMAX[31]や 26GHz 帯準ミリ波[32]等を用いた FWA(Fixed Wireless Access) シ

ステムが実用化されている。このような無線アクセス回線を実現するには、今後、無線通信の速度がセル当り

Gb/s 級に達する見込みがあることを鑑みると、無線基地局と収容局舎とを接続するエントランス回線の媒体に

光ファイバを用いる必要があり、光一無線融合システムに適した光伝送方式の確立が求められる。

1.2.4.2 デ、ジタノレ・ベースバンド伝送方式とアナログ伝送方式 (RoF:Radio

on Fiber) 

上記のような無線基地局の光エントランス回線における伝送方式としては、図1. 81こ示すようにデジタル・ベ

ースパンド方式とアナログ、方式が考えられる。

~
町

↑ n」 Am判ilude

湘
デジタル・ベースバンド伝送方式

糊~Tim 鵬Time
Qplical carrier 

アナログ伝送方式
(光ファイバ無線方式、 RoF(Radio on Fiber)) 

図1. 8 デジタノレ・ベースバンド、伝送方式とアナログ伝送方式(光ファイバ無線方式、RoF(Radio on Fiber)) 
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デジタル・ベースバンド伝送方式では、伝送するデータを、現状の FTTH と同様にベースパンドで、伝送し、各

無線基地局で一旦データを受信、再生した後に、あらためて無線伝送用の送信器において無線搬送波にデ

ータを乗せ換える。この方式では、光伝送区間において、既に FTTH で用いられている伝送方式をそのまま転

用できるとしち特長がある。また、無線基地局内では、光送受信器と無線送受信器との聞で、一旦ネットワーク

が終端されているため、システム設計の際には、従来通り、光区間および無線区間それぞれで回線設計をす

ればよく、ネットワーク全体の回線設計が容易であるとしづ特徴がある。しかし、データの送受信処理と無線信

号の生成、受信の機能が各無線基地局に分散し、前述のようなアクセスネットワークの特徴で、ある機能集約に

よるシステムの経済化効果が活用されていないとしちデメリットがある。この点は、上記のネットワークの回線設

計の容易性とのトレードオフの関係にあると言える。

一方、アナログ伝送方式では、所望の信号波形を副搬送波として伝送する SCM(Sub-Carrier Multiplexing) 

方式を用いて、電波の信号形式を保ったまま、無線信号を光ファイバで、伝送する。尚、 SCM 方式の詳細につ

いては2.3. 1項で述べることとし、ここでは簡潔に概要を説明する。まず、収容装置においては、伝送データ

を搬送する無線信号を生成した後に光信号に変換し、無線信号波形を光強度包絡線として光ファイバ伝送す

る。無線基地局では、受光素子で受信光強度を検出することで、直接、無線信号を得ることができる。このよう

な無線信号の光伝送方式を総じて、光ファイバ無線方式もしくは Radio on(もしくは over) Fiber (RoF) 方式と

呼ぶことが多い。無線基地局では光信号を受光素子で電気信号に変換(上り伝送においては、光変調を用い

て電気信号を光信号に変換)するだけで無線信号を生成することができるため、前述のデ、ジタル・ベースパン

ド伝送方式と異なり、無線基地局にデータの送受信処理および無線信号の生成、受信の機能が不要である。

すなわち収容装置への機能集約が可能であり、その分、各無線基地局の構成がシンフ。ルになっている。この

特徴によりシステム全体の経済化が可能で、特に、部品コストが高いミリ波帯などの高周波帯を用いる場合や、

セノレサイズの小型化により無線基地局数が膨大になった場合に効果的で、ある。実際に実用化されたシステム

の例としては、屋内のエリアカバーや地下、トンネル内などの不感地対策における小型基地局[33]において用

いられており、最近では、台湾新幹線において実用化検討が進んでいる WiMAX サ}ピスの光バックブρレーン

にも用いられている[34]。

一方、光ファイバ無線方式は、いわば、光ファイバ伝送を用いた中継回線と考えることがで、き、無線基地局に

おける光信号から無線信号への変換の際にデータを再生して終端しないため、光区間と無線区間両方を含め

た全体で回線設計をする必要があり、システム設計が複雑になる。具体的には、中継回線の設計[35]と同様に、

収容装置からユーザ宅の装置までのシステム全体の CNR(CNRROρ が、光伝送区間単体における CNR

(CNRopt) と、無線伝送区間単体における CNR(CNRRF) との聞に成立する下記の式で表される関係を考慮して

設計する必要がある。

一一一一一一=一一一一一一+一一一一一一
CNR

RoF 
CNR

opt 
CNRRF (1. 1) 

上記の(1. 1) 式は、光伝送区間の雑音(光受信器の雑音など)の影響により、無線伝送区間における CNR

が過剰に必要になる、いわゆる伝送ペナノレティが発生してしまうことを示唆している。従って、このようなペナル

ティを抑圧して、無線伝送区間における信号品質を担保するために、光伝送区間で、BER が 10-9 以下品、った

エラーフリーを保ちつつ、マージンを確保した十分なリンクパジェットを持つ光ファイバ無線システムを構築する

課題が生じる。
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1. 3 本研究の目的

前節までで述べてきた研究背景に基づき、本論文では、広帯域のスペクトル利用が可能な 60GHz ミリ波を用

いて、ギガピット級の伝送速度を達成する無線アクセスを実現するため、導入が進む光アクセスネットワークへ

の適用性が高いミリ波帯光ファイバ無線方式を提案し、その実用性を検証することを目的とする。

提案方式のアクセスネットワークにおける高い実用性として次の2点の両立を目指す。

(1) 無線基地局および無線端末の構成を簡素化することによる経済的なシステム構成の実現

(2) 無線伝送区間へ影響を与えない高品質な光伝送区間の実現

(1) については、図1. 5で示したように、アクセスネットワークにはスター型トポロジーが用いられることが多く、

光ファイバ無線方式を適用した場合、 1つのセンタ局内収容装置に多数の無線基地局、ならびにミリ波無線ア

クセスを介して無線端末が収容される構成になることが想定される。すなわち、個々の無線基地局および無線

端末の構成のコストがシステム全体に与える影響が大きいため、これらを簡素化することが重要である。具体的

には、高価な光部品およびミリ波帯部品の点数を必要最小限に抑えたシステム構成を実現することを目標とす

る。

(2) については、1. 2.4項で、述べたように、光ファイバ無線システムにおいては、無線信号波形を光アナロ

グ伝送し、無線基地局では無線信号を復調するのみで、再生中継を行わないため、光伝送区間における雑音

が無線伝送区間における無線信号に重畳し、伝送品質を劣化させる。この劣化を抑えるためには、光伝送区

間において高い品質の伝送特性が求められる。具体的には、本論文では、光伝送区間では BER が 10-9 以下

とし、うほぼエラーフリーの高受信品質を保ちつつ、 10dB 以上の十分な光リンクパジェットを確保することを目標

とする。

次に、上記の目的を達成するための具体的な課題と提案技術について概説する。尚、これらの詳細につい

ては、 2章で説明する。ミリ波帯光ファイバ無線アクセスの適用領域を考えると、下り方向のみデータ伝送を行う

放送型アクセスネットワークと、双方向のデータ伝送を行う通信型アクセスネットワークの2つがある。ここで、そ

れぞ、れのネットワーク構成において上記の2つの目的、 (1) 経済的なシステム構成と、 (2) 高品質な光伝送区

間、を満たすための主な課題について述べる。

まず、放送型アクセスネットワークについては、センタ局で光アンプを用いて十分な光電力で光信号を送信

することで、 (2) の高品質な光伝送区間は比較的容易に達成できるため、 (1) システムの経済化が主な課題で

ある。システム全体の構成を考えると、センタ局から無線基地局、無線端末の順に装置の数が乗算的に増えて

ゆくため、無線端末の装置コストがシステム全体のコストに与える影響が非常に大きい。ここで、無線端末の構

成に注目すると、通常、受信側で局部発振器を有しており、受信した無線信号をダウンコンバートする方法(ス

ーパーヘテロダイン方式)が用いられるが、ここで対象とする放送型アクセスネットワークで、は、上り方向にデー

タ伝送を行わないため、無線端末には局部発振機能は必ずしも必要ではない。よって、経済的なシステム構

成を実現するには、無線端末における局部発振器が不要化が重要な課題である。

一方、通信型アクセスネットワークについては、上り伝送を含めた双方向伝送が必要になる。 (1) システムの

経済化としち観点では、上りリンクにおいて、無線基地局にレーザ光源を設置した場合には、温度変動時でも

安定して動作させるための制御回路等が必要になり、構成が複雑化することから、センタ局からキャリヤ光を供
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給するルーフ。パック伝送が効果的で、ある。この場合、センタ局と無線基地局聞の双方向の光ファイバ伝送が必

要であり、大きな伝送損失が生じてしまうとしち課題が生じる。さらに、無線基地局においては、電界吸収型

(Electro Absorption 、 EA) 変調器等を用いた単純な強度変調の方が実用性が高いが、それほど高い光変調

度が期待できないとしち問題が残る。このように、上りリンクにおいては、十分なリンクパジェットを確保して、 (2)

の高品質な光伝送区間を実現することも重要な課題である。

これらの課題に対し、本研究では、光ヘテロダイン技術を用いた光伝送方式を提案する。光ヘテロダイン技

術は、複数の光信号を干渉させ、ビートとして取り出した電気信号を用いた信号処理技術の総称であり、光フ

ァイバ無線方式においては、主に①周波数変換、②高感度光受信、という2つの適用方法が考えられる。①に

ついては、複数の波長の光信号を受光素子で光電変換することで、光周波数間隔に応じた電気信号を生成

できるため、本研究で、対象とするミリ波帯といった高周波無線信号を発生する際に有効である。本研究では、こ

の手法を用いて、放送型アクセスネットワークにおける上記の課題を克服で、きる光伝送方式を新たに提案する。

一方、②については、コヒーレント受信方式とも呼ばれる手法であり、受信した光信号を、光受信器で生成させ

たローカル光と合波させた後に受光素子で、検波することで、これらの光信号の周波数差に応じた中間周波数

信号に変換し、その後にデータを復調する。ここで、十分に高い光電力で、かっ、低雑音特性を有するローカ

ノレ光を用いることで、ショット雑音限界に近い高感度受信を実現できるため、光リンクパジェットの拡大に有効で、

ある。本研究では、この手法を用いて、通信型アクセスネットワークにおける上記の課題を克服で、きる光伝送方

式を新たに提案する。更に、これらの光ヘテロダイン技術を用いた光ファイバ無線方式の有効性について、そ

れぞれ1.0Gb/s のミリ波信号の伝送実験により評価する。

1. 4 本論文の構成

本論文は6つの章から構成される。

第2章では、ミリ波帯光ファイバ無線方式の概要について述べる。本章ではまず、 60GHz ミリ波の特徴と、光

ファイバ無線方式の技術概要と研究動向について述べる。次に、ミリ波帯光ファイバ無線方式の適用領域とし

て、下り方向にのみデータを伝送し、多チャネルの高品質映像分配などのアブロリケーションが想定される放送

型アクセスネットワークと、双方向のデータ伝送を行い、アプリケーションとして、現状の光アクセス回線と同等

の Gb/s 級のインターネットアクセスが考えられる通信型アクセスネットワークがあることを示し、それぞ、れのネット

ワーク構成における特徴を述べる。さらに、放送型、通信型それぞれにおける技術課題と、これらの課題に対

する外部研究機関の動向についても述べ、第3章以降で提案する技術の位置づけを明らかにする。

第3章は、放送型アクセスネットワークに適用する下り伝送方式に関する章で、ある。放送型アクセスネットワー

クでは、 1つのセンタ局、すなわち光送信器が収容する無線端末の数が非常に多いため、無線端末の構成の

簡素化が重要な課題である。放送型アクセスネットワークで、は、上り方向のデータ伝送が不要で、無線端末に

ミリ波局部発振機能が必須では無いため、これを不要化することができれば、システム全体で大きな経済効果

が得られる。第3章では、無線端末においてミリ波帯局部発振器が不要なシステムを実現する、光/電気 2段ヘ

テロダイン方式を提案する[36 ， 37J。まず、センタ局からの光信号の送信方法におけるキャリヤ対雑音電力比

(Carrier-to-Noise Ratio、 CNR) および、波長分散耐力について理論解析を行い、 CNR に対する光信号の波長

数、波長配置、ならびに光電力比の影響を明らかにする。尚、この解析では、従来の、電力を供給する無線基

地局に加えて、無給電基地局に提案方式を適用した場合の特性も明らかにする。さらに、以上の解析結果か
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ら、有効性が高い光送信方法について、具体的な光送信器の構成を提案し、アクセス区間を想定した

1.0Gb/s 伝送実験により有用性を検証する。

第4章は、通信型アクセスネットワークに適用する上り伝送方式に関する章である。光ファイバ無線方式で、は、

無線信号波形の光アナログ伝送を行うため、光区間で発生する雑音が無線区間の伝送品質に与える。この影

響を最小限に抑えるためには、光伝送区間において十分なリンクパジェットを確保する必要がある。本章では、

光受信器において、光ヘテロダイン検波により上り光信号を高感度受信することで、光リンクのロスパジェットを

拡大する、ノレーフ。パック型光ヘテロダイン方式を提案する[38 ， 39J。本方式では、システムの経済性を実現する

ために、従来、光受信器で、行っていたローカル光の発生と周波数安定化、および偏波無依存化の機能を送信

側に集約し、複数の光ファイバ無線リンクで、共用する。最初に上り伝送において、本提案方式の原理を述べ、

次に、 1.0Gb/s 伝送実験によりその有用性を検証する。さらに、 1心の光ファイバでループロパック伝送を行う場

合に、受信品質の劣化要因となる光伝送路における反射光の影響について理論解析と伝送実験の両方で検

証する[40J。

第5章では、第4章で、述べるルーフ。パック型光ヘテロダイン方式を拡張した、双方向伝送方式を提案する

[41-43J。双方向伝送システムを構築するとき、第4章で述べる上り伝送に加えて、下り伝送のために新たに光

部品を追加する構成も考えられるが、経済性の観点からは、上り伝送で用いる光部品をなるだけ下り伝送でも

共用し、必要最小限の光部品でシステムを構成することが望ましい。そこで\本章では、上り伝送に用いるセン

タ局の光源の1っと無線基地局の電界吸収型変調器を下り伝送にも用いることで、上り伝送単体とほぼ同じ構

成で、非常にシンフ。ノレなシステムを実現するための光伝送方式を提案する。本提案方式では、伝送品質の劣化

要因として上り光信号と下り光信号の聞で発生するクロストークが問題となるが、それを抑圧するために波長配

置の設計法を導出すると共に、1.0Gb/s 伝送実験により本方式の有用性を示す。

第6章では、以上の研究によって得られた成果を総括し、本論文の結論を述べる。
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第2章 ミリ波帯光ファイバ無線アクセスに
おける技術課題

2. 1 序言

第1章で述べたように、本論文では、 60GHz 帯ミリ波で、ユーザが無線アクセスする光ファイバ無線アクセスを

対象とする。本章ではまず、無線電波として用いる 60GHz ミリ波の特徴および伝送能力についての計算結果

を示し、 Gb/s級のデータ伝送を実現する際の適用領域について述べる。次に、光ファイバ無線方式に関する、

近年の研究動向を説明する。無線電波の周波数(マイクロ波、ミリ波、テラヘノレツ波 (THz 波) )の違いにより技

術課題が異なるため、それぞれにおける研究動向を示し、特にミリ波帯光ファイバ無線方式については、基本

的な技術課題で、ある光ファイバの波長分散の影響によるフェージングと、これに対してこれまでに報告されてき

た主な手法を述べる。

また、本論文では、第3章から第5章において具体的なネットワーク構成として、下り方向にのみデータ伝送

を行う放送型アクセスネットワークと、上り方向および下り方向の双方向で、のデータ伝送を行う通信型アクセス

ネットワークを想定した伝送方式を述べる。これに先立ち本章では、それぞれのネットワーク構成における特徴

と課題、さらにこれらの課題に対する外部研究機関の動向を述べ、次章以降で述べる提案技術の位置づけを

明らかにする。

2.2 60GHz ミリ波

2.2. 1 60GHz ミリ波の特徴

60GHz ミリ波は、各国で免許不要の数 GHz もの広帯域が割り当てられた帯域であり [IJ、日本では、 59'"'-'

66GHz の 7GHzが割り当てられており、その中で最大 2.5GHz の帯域を占有する信号の伝送が可能である[2J。

これにより、シンボルレートを現在の FTTH と同等の lGBaud 程度にまで高められるため、 2値の ASK

(Amplitude Shift Keying) や PSK(Phase Shift Keying) とし、った、ンンフ。ルな変復調技術を用いても Gb/s 級の伝

送速度が実現できる。このような特徴に着目し、既に、無線 LAN の IEEE802.11ad (VHT) や無線 PAN の

IEEE802.15.3、 Wireless HD コンソーシアム[3J、 Wireless Gigabit (WiGig) アライアンス[4J品、った複数の規格化

団体が設立されており、主に数 m'"'-'10m 程度の近距離通信、いわゆる PAN(Personal Area Network) において、

数 Gb/s の伝送速度を実現しようとしている。

一方、電波伝搬特性に注目すると、その周波数の高さから、自由伝搬損失が大きくなり、さらに 60GHz 付近

は大気中の酸素 (02) の吸収のピークがあり、伝送距離が制限されるという特徴がある。次項では、 60GHz ミリ

波における伝送能力について回線設計計算により推定する。
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2. 2. 2 60GHz ミリ波の伝送能力

回線設計計算する無線伝送システムとして、図2. 1 に示すような構成を考える。ここで、 Pt、 Pr は送信および

受信信号電力、 Gt、 Gr は送信および受信アンテナ利得を表すものとする。フリスの伝達公式[5Jから、送信電力

Pt と受信電力 R の聞に下記の関係式が成立する。

P G..G 一一 (λnr.,2 
ー乙=ームー..::...I... =G. .G__. ι_ -/.{r I 

~ Lp ι ， ~ 4nr ) (2. 1) 

ただし、Lpは自由空間伝搬損と呼ばれる量で、λRF、 r はそれぞれ波長、送受信聞の距離である。

ここで、大気減衰 (La [dB/kmJ) 、降雨マージン(Mr [dB/kmJ) 、システムマージン(M [dB]) 、受信器の雑音 N

[dBmJを考慮、すると、受信器におけるキャリヤ対雑音電力比 (Carrier-to-Noise Ratio 、 CNR) は、対数表示で下

式で表すことができる。

T 悶聞n陥sm附

送信アンテナ利得 :G，

/ 
伝搬距離 r

受信アンテナ利得 :G，

/ 

送信電力 :Pκt v 、汁2 

自由空間伝搬損:レ|判
大気減衰: L \日/

降雨マージン:M

システムマージン:M

図2. 1 60GHz ミリ波の伝送能力計算に用いたモデル

CNR [dB]=~-N 

=何 +Gt-Lp-La-Mr+Gy-M)-N

尚、受信器の雑音Nは、

N=kTBxNF (2.3) 

(2. 2) 

で表すことができ、 k、 T、B および NF はそれぞ、れ、ボノレツマン定数、システム雑音温度、雑音帯域幅およひ、受信

器のフロントエンドの雑音指数を表している。

表2.11こ各種変調方式と所定の BER(Bit Error Rate) を達成するために必要な CNR をまとめた[6 ， 7J。ここで
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は、高品質な受信特性である BER=10-9 の場合と、既に実用化されている FWA(Fixed Wireless Access) システ

ムにおける設計値である BER=10-4 の場合[8Jについて所要 CNR を示している。これらの所要 CNR と (2. 2) 式

から、伝送距離を推定できる。以下、シンボルレートを 1GBaud、雑音帯域幅を 2.0GHz と仮定した場合の伝送

距離を推定する。システム雑音温度 (η およびフロントエンドの雑音指数 (NF) をそれぞれ 300K (270C) 、 5dB と

し、システムのマージン (M) として 10dB を設定する。また、大気減衰 (Lα) については、図2. 2[9Jに示すように、

60GHz 付近の吸収ピークの値である 15dB/km を用いる。尚、霧・雲による減衰については、図 2. 3[9Jに示すよ

うに、他の減衰に比べて小さいため、ここでは無視する。

表2.1 各種変調方式と所要 CNR

シンボル当り 所要CNR [dB] 

ビット数
変調方式

BER=10-4 BER=10-9 

ASK 14.4 18.6 

PSK 8.4 12.5 

2 QPSK 11.8 15.7 

3 8PSK 16.9 20.8 

4 16QAM 18.2 22.5 

6 64QAM 24.3 28.7 

BER=10-4: FWAシステムでの所要BER[8]

(注)ASKの場合は、ピークCNRを表す
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一方、降雨減衰マージン Mr については、降雨量の確率分布と所要の稼働率に基づいて設定する必要があ

る。日本における降雨量の確率分布については文献日oJ、[l1Jなどに、累積時間率 0.1%、 0.01%、および 0.001%と

なる降雨量が、それぞれ 20"-'30mm/h、 50"-'70mm/h、および約 130mm/h と報告されている。ここで、降雨量 (R

[mm/hJ) と降雨減衰 (r [dB/kmJ)の関係を表す次の近似式が知られている。

r=kRα 
(2. 4) 

ただし、k とα は周波数および偏波に依存する量である。図2.41こ、周波数が 60GHz で水平偏波を仮定した場

合 (k = 0.707, a = 0.826 [9J) の、降雨量に対する降雨減衰の数値計算例を示す。
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図2. 4 降雨量と降雨減衰の関係

システムの不稼働率を「所要 CNR を満たせない累積時間率」と定義すると、図2. 4から、満たすべき降雨マ

ージンλ4を決定できる。例えば、所要不稼働率が 0.1%以下の場合、上記の通り、文献[10 ， 11J等から、累積時間

率が 0.1%になる降雨量は約 25mm/h と報告されているので、そのとき回線の降雨減衰量は図2. 4から約

10dB/km と見込むことができる。すなわち、降雨減衰量 (10dB/km) を補償で、きるよう降雨マージンを設定して

おけば、降雨減衰に起因した回線不稼動率を 0.1%以下にすることができるわけである。

以上のようにして、所要不稼動率を 0.1%、 0.01%および 0.001%と設計するそれぞ、れの場合について、降雨減

衰マージンM， が 10dB/km、 24dB/km、および 40dB/km と求まる。これらの値と、送信電力 Pf = 10dBm、雑音指

数NF = 5dB、システムマージン M = 10dB、前述の大気減衰 15dB/km を仮定して、 (2. 2) 式を用いて計算し

た、伝搬距離 r に対する CNR の数値例を図2. 5に示す。同図では、無線リンクのトポロジーとして、指向性の
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高いアンテナを対向で用いる Point-to-Point (p-p) システム (G， = Gr = 35dB) 、送信器においてビーム角がや

や大きいアンテナを用いた Point-to-Multi Point (P-MP) システム (G，= 15dB 、 Gr = 35dB) 、さらに送信器と受信

器の両方でビーム角が大きいアンテナを用いた Multi Point-to-Multi Point (MP-MP) システム (Gt = Gr= 15dB) 

の3つの場合について数値例が示されている。このようなトポロジーの適用例としては、 P-P システムでは、ピル

間伝送システムや無糠システムのエントランス回線、 P-MP システムは、アクセス回線の末端の引き込み区間

(例えば、電柱からユーザ宅の間)をユーザ宅の固定端末に対して無線伝送する FWA システム、また MP-MP

システムでは、屋内での移動も考えられる端末を対象とした PAN や LAN としての利用が考えられる。図 2. 5の

結果から、想定するトポロジによって伝送距離は異なるが、数 m'"'-'100m の範囲で Gb/s 級の伝送が可能である

ことが分かる。例えば、次章以降の実験検証でも述べるように、変調方式として ASK を用いて1.0Gb/s のデー

タを伝送し、 BER=10-9 を達成する場合には、 P-P システム、 P-MP システム、ならびに MP-MP システムにおい

て達成できる伝送距離はそれぞれ 200'"'-'300m、 60'"'-'80m、および 8'"'-'9m と算出される。
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図2. 5 60GHz ミリ波における伝搬距離と CNR の関係
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2. 3 光ファイバ無線方式

2. 3. 1 光ファイバ無線方式の概要

本節では、光ファイバ無線方式の概要と近年の研究開発の動向について述べる。図2. 6に示すように、光フ

ァイパ無線方式で、は、無線信号の光アナログ伝送を行う。光ファイバの低損失性と広帯域性を活用することで、

前述のように、空間伝搬損失が非常に大きい 60GHz 帯品、った高周波の無線信号でも、光ファイバ区間も含

めて数 km 以上の長距離伝送を実現できる。また、無線基地局の構成が非常にシンフ。ルになるため、 1つの収

容装置(以下、センタ局)で複数の無線基地局を収容するスター型トポロジーに適用することで、システム全体

として大きな経済化効果が得られる。

さらに、無線基地局では光信号と無線信号の変換をするだけなので、無線基地局の動作に電力を要しない、

いわゆる無給電型の無線基地局の実現の可能性もある。これまでに、バイアスを印加しない状態でも高効率か

っ広帯域の光電変換を実現で、きる受光素子である UTC-PD(Uni-Traveling-Carrier Photo Diode) [12Jを用い

た下りリンク[13J、また電界吸収型変調器 (Electro Absorption Modulator、 EAM) を用いた双方向リンク[14Jの報

告がある。特に、下りリンクについては、センタ局から+20dBm 程度の高い光電力で光信号を送信することで、

無線基地局において得られる+10dBm 程度の光信号を、上記の高効率な受光素子で、受信して-10dBm 程度の

ミリ波信号に変換できるため、電気領域での増幅無しで、無線伝送距離が数 m"-'10m程度の短距離のアフ。リケ

ーションに適用できる可能性がある。実際のシステム運用を考えると、無線基地局のような屋外設備に電力供

給する環境を整備することは、物品および工事の両面で大きな費用負担になるため、無給電化は光ファイバ

無線方式の大きな魅力であると言える。

Direct mo州ion I Laser ~時

External modulation I Laser ~石亙手時

↑ハ}八八一v v v V~"… 

」ムLLLしLF肝陶r陀問e伺q
JRF 

Time 

一一+RFsignal

↑;ハハ( 一v v v V' … 

i ,æ,,,o,, 
JRF 

図2. 6 光ファイバ無掠方式の概念図 (SCM 方式を用いた場合)
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次に、光ファイバ無線システムで用いられる最も基本的な光伝送方式である、 SCM (Sub-Carrier 

Multiplexing) 方式について述べる。この方式は、無線信号で、光信号の強度を変調して伝送する方式で、あり、

無線伝送における AM(Amplitude Modulation) 方式に類似している。送信側では、レーザ光源への印加電流

を変化させる直接変調方式、もしくはレーザ光源から出力された光信号を光変調器で変調する外部変調方式

のいずれかを用いて、光信号の強度を無線信号で変調し、光ファイバ伝送する。受信側では、受光素子で上

記の光信号の強度を検波することで、無線信号の波形を再生できる。本方式は、光ファイバ伝送において映

像信号のアナログ伝送を行う光 CATV システム[15 ， 16Jをはじめ、古くから検討されており、非常に成熟した技

術である。 SCM 方式における光信号のスベクトノレに注目すると、図2. 6に示すように、キャリヤの両側にサイド

バンド、を有する OSB(Oouble Side Band) 信号になっている。受光素子の出力における無線信号波形は、図2.

7に示すように、キャリヤと両側のサイドバンドとの2つのビートの重ね合わせとして得られると見ることができるが、

この際、光ファイバの波長分散により、 2つのビート信号間に遅延時間差が生じると、その大きさ次第では光検

波出力において干渉し合い、再生した無線信号にフェージングが発生する[17J。波長分散とは、屈折率の波

長依存性によって、波長ごとに群速度が異なる性質であり、強度変調で、発生した2つの側波帯の周波数が大き

いと、光ファイバ伝送距離に応じて2つのビート聞に大きな位相差(群遅延)が発生するわけである。本論文で

扱うミリ波帯のような高周波の搬送波の場合、側波帯聞の周波数差は数 10GHz以上となるため、大きな位相差

を発生させ、フェージング、の影響が深刻になる。

込-t-4、
--40似ical signal 

1 V\ん
Beat2 v\ん

図2. 7 波長分散の影響によるフェージングの概念図

この波長分散に起因した再生無線信号に生じるフェージングの影響を理論解析によって見積もっておく。無

線信号の周波数がんFの場合、分散が D の光ファイバを距離 L だけ伝送させた後、受光素子で検波して得ら

れる無線信号の電力 PRFは、次式で、表されるフェージング損失を受ける[18J。
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(2. 5) 式において、 c、んはそれぞれ光の速度、波長である。また、光ファイバの損失は無視しており、純粋に波

長分散の影響による電力変動にのみ注目している。無線信号の周波数が lOGHz および60GHzの場合につい

て、フェージング損失の数値例を図示したのが、図2. 8のグラフである。ここで、分散 D には、アクセス区間で

標準的に用いられている1.3μm 帯ゼロ分散シングルモードファイパ (Single Mode Fiber、 SMF) で1.55μm 帯光

信号を伝送する際の値である 17ps/nm/km を用いた。
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図2.8 SCM 方式を用いた場合のファイバ伝送匝離と無線信号電力の関係

同図から、無線信号の周波数が高くなるほど、より短い周期の距離で、フェージングが生じていることが分かる。

次に、 (2. 5) 式を用いて計算した、無線信号周波数 fiw と波長分散の影響による無線信号電力の劣化が

ldB になる光ファイバ伝送距離の結果を図2. 9に示す。同図には、上記の群遅延による位相差が π に等しくな

り、無線信号が完全に消失する匝離 (LNULL) を破線で示している。この結果から、アクセスネットワークで想、定さ

れる光ファイバ伝送距離が lOkm 程度の場合、 lOGHz 以下の周波数帯の無線信号であれば、 SCM 方式を用

いてもほとんど波長分散の影響を受けることなく伝送で、きるのに対して、周波数が高くなるにしたがって、波長

分散の影響は顕著になり、特に本論文で対象とする 60GHz 帯においては、わずか 300m 伝送した時点で ldB
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以上の無線信号の電力低下が始まり、 1km 付近では完全に信号が消失してしまうことが分かる。後述するよう

に、ミリ波帯における光ファイバ無線方式に関する研究報告の大半が、この波長分散の影響を克服するための

技術についてのものである。

一方、群遅延のばらつきが生じないゼロ分散領域、すなわち、既にアクセスで広く敷設されている SMF を

1.3μm 帯で伝送すれば波長分散の課題は軽減される。しかし実際上は、伝送損失が最も小さく、さらに、コアネ

ットワーク向けに開発された高速の光デバイスおよび光アンフ。を転用で、きる1.55μm 帯を用いることが予想され

るため、やはりこの課題の解決が重要になる。
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図2. 9 無線周波数とファイバ伝送距離の関係

1 dB penalty: 無線信号電力が 1dB 劣化する距離

NULL:完全に消失する距離

2. 3. 2 光ファイバ無線方式の研究開発動向

表2. 2に光ファイバ無線方式の、 2001 年以降の研究開発動向について、技術分野(デ、パイス、伝送要素技

術、システム化)と無線信号の周波数帯に分類してまとめた。

まず、無線信号の搬送波の周波数が 10GHz 以下(以下、マイクロ波帯)の場合には、既に量産段階にあるレ

ーザ光源および受光素子の動作周波数で十分に対応でき、また、前述のように、既に成熟した SCM 方式が用

いられるため、 UWB(Ultra Wide Band)信号生成方式の報告[19 ， 20Jがあるのを除き、デバイスや無線信号の

伝送技術単体としての報告は少ない。
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表2. 2 光ファイバ無線方式の近年の研究開発動向

無線周波数帯

デバイス

伝|竺戸/検波などの
送|要素技術

方
式| システム化

マイクロ波

(く 10GHz)

成熟したSCM技術を

適用可能

(UWB信号発生)

ミリ波帯 THz帯

lまぼ

未検討

報告が多いのは、実際にシステム化した際の性能評価であり、マノレチモードファイパ (Multi Mode Fiber、

MMF) を用いた屋内システム[21 ， 22]や、近年の無線通信におけるキーワード、の1つで、ある空間多重 (SDM)技

術と親和性の高いシステム[23 ， 24]などが検討されている。

一方、ミリ波帯では、光デ、パイスの量産化は実現されていないが、研究用途向けの市販のデ、バイス[25]も出

てきている。また、今後商用化の進展が予想される 40Gb/s 級の光デバイスを利用できると考えられる。そのた

めか、光デバイスに関する研究報告はそれほど多くはない。最も報告が多いのは伝送方式の要素技術で、基

本課題で、ある前述の波長分散に起因するフェージングを克服して、数 km 以上の長距離のミリ波信号伝送を実

現するための手法が依然報告の大半を占めている。以下では、下り伝送および上り伝送における代表的なミリ

波帯信号の伝送技術について、それぞれ述べる。

まず、下り伝送方式については、SCM 方式のようなキャリヤを中心とした DSB 信号とは異なり、図2. 10に示す

ように、所望のミリ波信号周波数に等しい波長間隔を有する2波の光信号を送信する方式が知られている

[26-31]。本手法は、2トーン光方式とも呼ばれ、ミリ波などの高周波帯のマイクロ波フォトニクス技術において広く

用いられる手法である。データを伝送する場合には、 2波のうち片方もしくは両方の光信号をデータで変調して

光ファイバ伝送する。本手法における近年の報告例としては、ファブリ・ペロレーザの2つのモード、を同時に注

入同期する方法[26]や、光変調器を用いた方法[27-29]のほか、非線形現象を用いた方法[30 ， 31]がある。
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図2. 10 2 トーンの光信号を用いた下り伝送方式 (2トーン光方式)

異なる下り伝送方式として、図2.11に示すような、無変調の2トーン光と、波長帯が異なるデータ変調された

光信号を同時に送信し、無線基地局において非線形性を有する光デ、パイスに入力することで、データをミリ波

帯にアッフ。コンバートする手法(リモートアッフ。コンバージョン)がある。具体的なアッフ。コンパータとして動作す

る非線形光デ、バイスとして EA 変調器等の半導体光デノくイスを用しも方法[32Jや、データを含む光信号だけを

分離、受信して、一旦再生したデータにより光変調器を用いて2トーン光を変調する方法[33Jの報告例がある。

Central s!a!ion Base s!ation ,f RF 均nal

A→同ency
hF 

1'1 _Oata 

ぷι一一一歩 Frequency

Signal mixing in optical domain 

* 

図2.11 リモートアッフ。コンパージョンを用いた下り伝送方式(リモートアッフ。コンバージョン方式)

次に、上り伝送方式について述べる。上り伝送においては、無線基地局において受信した上り無線信号を光

信号に変換して、センタ局に向けて送信するが、無線基地局にレーザ光源を設置する場合には、波長および

出力の安定化のための温度制御回路が必要になり、構成が複雑かっ高価になる。そこで、無線基地局には光

源を設置せず、センタ局からキャリヤ光を供給する、いわゆる/レーフ。パック伝送を用しも研究報告が多い。この

ようなルーフ。パック伝送においても前述の波長分散の影響は避けられないため、これを克服するため、光領域

でのダウンコンパート、すなわち、光信号の包絡線をミリ波帯から、波長分散の影響が小さい低周波数の IF 帯

に変換する手法が報告されている。
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図 2. 12は、光変調器を用いた周波数シフトによりダウンコンバートする手法であり、その他にも変換を行う

デ、パイスや設置場所により様々な種類の報告があるが、総じてフォトニックダウンコンバージョン (Photonic

Down Conversion、 PDC) 方式[34 ， 35]と呼ばれている。図2.12に示す例では、無線基地局において上り無線

信号( fRF) で強度変調された光 DSB 信号に対して、センタ局内の光受信器において、光変調器を用いて周

波数が ( !Ïw 聞か) /2 のミリ波キャリヤで強度変調する。この結果、周波数シフトされたキャリヤ成分とサイド、バン

ド成分が接近するが、光フィルタでこの2波だけを抽出し、それらのビートにより生成される包絡線に注目すると、

周波数間隔fiF にダウンコンバートされていることが分かる。
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図2.12 フォトニックダウンコンバージョンを用いた上り伝送方式

もう 1つのダウンコンバート手法としては、図2. 13に示すように、無線基地局において EA変調器などの非線

形性を有する光変調器を利用する報告がある[32 ， 36]。この手法では、図2. 10に示す下り伝送方式と同様に、

キャリヤ光と同時に、)jljの波長帯で、周波数間隔がんF 土fiF の 2 トーン光を同時に無線基地局に向けて送信し、

非線形性を有する光変調器に入力する。この結果、光領域で上り無線信号( fRF) と、周波数がfiw 士fiF のキャ

リヤとの乗算処理が行われ、その結果、同図に示すように、周波数fiF のサブキャリヤを有する光 DSB信号が生

成される。この IF周波数fiF を十分に低い周波数に設定することで、波長分散の影響を抑圧することができる。
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図2.13 光デバイスの非線形性を用いた上り伝送方式

さらに、これらの伝送技術を利用したシステムの報告も増えてきており、代表的なものとしては、無線基地局

毎に異なる波長を割り当てて、複数の無線基地局を収容する WDM(Wavelength Division Multiplexing) システ

ム[37 ， 38]や有線系のデータと無線信号を同時に送信する有線・無線融合ネットワーク[39-41]の報告がある。

また、 QAM などの多値変調方式や OFDM(Orthogonal Frequency Division Multiplexing) を適用した伝送実験

の報告も増えてきており、数 Gb/s"-' lOGb/ s の伝送速度が実現されている[42-44]。

ミリ波帯以上の周波数については、光領域の技術を用いて、数 100GHz 級のテラヘルツと呼ばれる高周波信

号を扱う技術が近年出てきている。現在のところ、研究のターゲ、ットは、電波を発生させるデ、パイス[45 ， 46]に集

中しているが、今後、データ通信への応用やシステム化への展開が期待される[47]。

2.4 ミリ波帯光ファイバ無線アクセスの適用領域と技術課題

2.4.1 適用領域:放送型アクセスネットワークと通信型アクセスネットワーク

60GHz ミリ波を無線アクセスで用いる光ファイバ無線アクセスの適用領域には、図2. 14に示すように、下り方

向のみデータ伝送を行う放送型アクセスネットワークと、双方向のデータ伝送を行う通信型アクセスネットワーク

の2つがある。

放送型アクセスネットワークについては、本研究では、時間軸上で、多重された複数チャネルの映像信号のデ、

ジタルデータを、シングノレキャリヤ伝送することを想定しているが、この場合、 Gb/s 級の伝送速度により、多チャ

ネルの高品質映像信号を同報するアプリケーションが考えられる(例えば、伝送速度が 1Gb/s の場合、 10"-'

20Mb/s の圧縮 HDTV 信号を 50"-' 100ch 程度伝送可能)。
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放送型ネットワーク

通信型ネットワーク

図2. 14 光ファイバ無線方式の適用領域

(放送型アクセスネットワークと通信型アクセスネットワーク)

このようなネットワーク構成は、 1つのセンタ局から同一のデータを複数の無線基地局に分配するため、収容ユ

ーザ数が非常に大きいとしち特徴を持っている。また、上り方向のデータ伝送を行わないため、受信端末に必

ずしもミリ波帯の発振機能が必要で、はないことも特徴である。

一方、通信型アクセスネットワークで、は、双方向で、 Gb/s 級の伝送速度を達成することで、現在の光アクセスと

同等の高速インターネットアクセスサービスを提供で、きる。通信型では、全ての無線基地局に同一のデータを

送信する前述の放送型ネットワークとは異なり、各無線基地局と別々のデータをやりとりする必要があるのは言

うまでもない。

以下に、それぞ、れのネットワーク構成における特徴と課題、さらにこれらの課題に関する研究開発動向を述べ

る。

2.4.2 放送型アクセスネットワークにおける研究開発動向と課題

放送型アクセスネットワークで、は、図2. 14に示すように、センタ局から無線基地局、受信端末の順に装置の

数が乗算的に増えてゆくため、受信端末の装置コストがシステム全体のコストに与える影響が非常に大きい。

すなわち、システム構成の経済化のためには、受信端末の装置構成を簡素化することが重要な課題で、ある。

無線通信においては、受信の際に通常、スーパーヘテロダイン方式と呼ばれる方法が使われる。スーパーヘ

テロダイン方式で、は、図 2. 15に示すように、フロントエンドにおいて無線周波数帯の局部発振器を有しており、

この出力信号をミキサを用いて、受信した無線信号と乗算処理させることで、中間周波数帯信号と呼ばれる取
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り扱いが容易な低周波数帯の信号に変換(ダウンコンバート)した後に、復調処理を行う。ここで、中間周波数

帯での復調処理において良好なデータ再生品質を得るためには、上記の無線周波数帯の局部発振器には、

高い周波数安定性と低位相雑音特性が求められる。しかし、 60GHz ミリ波のように非常に周波数が高い場合に

は、このような高品質の発振器の実現は技術的な困難を伴い、結果として受信端末が高価なものになってしま

うとしち課題がある。また、放送型アクセスネットワークで、は、上り方向にデータ伝送を行わないため、受信端末

において必ずしも局部発振機能は必要で、はない。

Base station Wireless terminal 

Z 拍nsmi悔~~

自 J Local oscillator 

ス-/~ーヘテロダイン方式

Base station 

合 ti 、for ↑色J
自己ヘテロダイン方式

(ローカル成分を一緒に送信)

通~f

図2.15 スーパーヘテロダイン方式と自己ヘテロダ、イン方式

このような観点で、受信端末においてミリ波帯の発振器を用いることなく、受信した無線信号を中間周波数信

号へのダウンコンバートを行う伝送方式として、ミリ波自己ヘテロダイン方式と呼ばれる技術が提案されている

[48J。図 2. 15に、ミリ波自己ヘテロダイン方式の概念図を示す。この方式では、無線送信器から、無線信号と

同時に、周波数が所望の中間周波数だけ異なるキャリヤも同時に送信する。受信側では、これらの信号を自乗

検波することで、ミリ波帯の局部発振器を用いることなく、中間周波数信号を得ることができる。さらに、この自

乗検波の過程において、ミリ波帯信号が有する位相揺らぎが相殺されるとしち効果が得られる。これにより、ミリ

波帯信号の位相揺らぎに影響を受けることなく、低位相雑音の中間周波数を生成できるため、 M-PSK や QAM

としりた位相揺らぎに敏感な変調方式にも適用で、きる。このように本方式では、従来、受信端末が担っていた

局部発援機能を送信側に移したと考えることができ、放送型ネットワークのように、下り方向にのみデータ伝送

を行う、非対称のシステムにおいて大きな経済化効果が得られる。本論文で対象とする、光ファイバ無線方式

を用いた放送型アクセスネットワークにおいても、同様の技術を適用することでシステムの経済化を実現できる
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と考えられる。

光ファイバ無線方式への適用にあたっては、複数波長の光信号聞のビートから、これらの波長間隔に応じた

周波数の電気信号を生成する、光自己ヘテロダイン検波が有効で、ある。具体的には、所望の無線信号形式、

すなわち波長数 (2波もしくは3波)及び周波数間隔に応じて、複数の波長の光信号を送信し、無線基地局に

おいてこれを光自己ヘテロダイン検波することで、自己ヘテロダイン方式に必要な無線信号を生成することが

できる。このような観点で、既に、上記の自己ヘテロダイン方式を光ファイバ無線システムに適用した報告があ

り [49 ， 50J、例えば、図2.16に示すように多チャネルの映像信号伝送の検証結果などが報告されている。

一
五

一L
n

DA:すA

図2.16 ミリ波自己ヘテロダイン方式を光ファイバ無線伝送に適用した例(文献[49Jより引用)

さて、以上のような受信無線端末にミリ波帯発振器を不要とするシステム構成については、文献[49 ， 50J等、

いくつかの具体的な構成の報告があるものの、受信端末においてミリ波帯発振器が不要なシステムを実現する

ための光伝送方式に関する体系的な議論、すなわち送信する光信号と波長数とその間隔、およびそれぞれの

波長の光信号の電力比についての設計論、および、 CNR や波長分散耐力の面での比較検討に関する報告

はまだされておらず、光リンクの伝送品質を最適化するための検討は不十分だと言える。また、前述のように下

りリンクでは、無線基地局において無バイアス時で、も高効率の光電変換が可能な受光素子[12Jを用いることで、

電力を供給しない無給電基地局の実現性が高まるが、このような無給電基地局を実現するための最適な光伝

送方式に関する検討も見当たらない。さらに、 Gb/s 級のデータ伝送に関する評価の報告もほとんど見られな

し、。

そこで本論文では、第3章において、受信端末においてミリ波帯発振器が不要なシステムを実現するための

光伝送方式を新たに提案し[51J、その伝送品質について、給電および無給電の無線基地局の両方を想定す

ることができる体系的な理論解析を行うと共に、1.0Gb/s の伝送実験を行い、提案方式の有用性を検証する。
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2.4.3 通信型アクセスネットワークにおける研究開発動向と課題

通信型アクセスネットワークで、は、放送型とは異なり、上り方向にもデータ伝送を行うため、無線基地局におい

て、受信した上り無線信号を光信号に変換して、センタ局に向けて光ファイバ伝送する必要がある。ここで、無

線基地局にレーザ光源を設置した場合、出力される光信号の出力および波長を安定化するための温度調整

回路が必要になり、装置の構成が複雑化し、かっ、消費電力が増大するとしち課題がある。そのため、通信型

アクセスネットワークにおいては、図2.12および図2.13に示すように、無線基地局にレーザ光源を設置せず、

センタ局から無変調のキャリヤ光を無線基地局に供給するルーフ。パック伝送の適用効果が高く、実際に研究

報告のほとんどがループρパック伝送を想定している。

このようなルーフ。パック伝送を適用した光ファイバ無線システムにおける課題として、光リンクにおいて十分な

ロスパ、ジェットを確保することが挙げられる。光ファイバ無線はアナログ伝送で、あり、無線基地局においてデー

タの再生を行わないため、光リンクの雑音が無線リンクへそのまま放射され、結果として伝送ペナルティの一因

となる。具体的には、(1. 1) 式で表されるように、無線リンクにおける伝送ペナノレティを抑えるためには、光リン

クで、十分にロスパジェットを確保して無線リンクのためのマージンを稼いでおく必要がある。

前節の放送型アクセスネットワークで、は、下り伝送だけを想定しており、光リンクの損失、すなわち光ファイバ

の伝送損失は、センタ局から無線基地局への片方向だけで生じ、また、搬送波抑圧型変調 (Oouble Side 

Band-Suppressed Carrier、 OSB-SC) [52J等を用いることで、非常に高い光変調度で無線信号を伝送できるた

め、十分なリンクバジェット確保はそれほど困難で、はない。しかし、図2. 12や図2.131こ示したルーフ。パック伝

送を用いた上り伝送では、センタ局から無線基地局へのキャリヤ供給(下り)と、変調された信号のセンタ局へ

の送信(上り)の双方向で、光ファイバの伝送損失が発生する。さらに、無線基地局において無線信号を光信号

へ変換する際に、 EA変調器などを用いたシンフ。ルな強度変調を用しもと、光変調度が小さい値になってしまう。

このため、光リンクにおけるロスパジェットの確保が非常に困難になるO これに対し、多くの研究報告において

は、無線基地局および光受信器において、希土類添加ファイバを用いたファイバアンフ。などの光アンプ。を用い

て、光リンクにおける伝送損失を補償している。しかし、光アンプは回路構成が複雑で、、かっ消費電力も大きい

ため、全ての無線基地局および光受信器で光アンプを用いることはシステム構成の経済性の観点で望ましくな

し、。

光アンプと同様に、光リンクのロスパジェットの拡大が可能な技術として、コヒーレント受信方式が知られてい

る[53J。コヒーレント受信方式は、上記の無線通信におけるスーパーヘテロダイン方式と同じく、受信光信号を

光受信器で、生成させたローカル光と合波させた後に受光素子で、検波することで、これらの光信号の周波数差

に応じた中間周波数信号に変換し、その後にデータを復調する。ここで、十分に高い光電力 (OdBm 以上)で、

かっ、低雑音特性を有するローカル光を用いることで、ショット雑音限界に近い高感度受信を実現できるため、

光アンプを用いることなくロスパジェットの拡大が可能で、ある。

これまでに、ミリ波帯光ファイバ無線システムにおいて、図2.171こ示すように、光ヘテロダイン検波を適用し

た受信方式が報告されている[54J。光ヘテロダイン検波では、受信した光信号とローカル光の周波数差を一定

に保つ必要があるが、通常、ローカル光の周波数安定化により受信光の周波数揺らぎに追従させるには技術

的困難を伴う。この方式では、ローカル光に 2 トーンの光信号を用いて、コヒーレント SCM 方式で用いられてい

た位相雑音キャンセル手法[55Jと同様の効果を得ることで、ローカノレ光と受信光信号聞の周波数揺らぎ、位相

雑音に影響されない受信を実現している。
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図2. 17 光ヘテロダイン検波を光ファイバ無線伝送に適用した例(文献[54Jより引用)

f 

さらに、光ヘテロダイン検波のようなコヒーレント受信は偏波依存性を有するため、受信する光信号とローカル

光の偏波状態を一致させなければならない。光ファイバ伝送された上り光信号の偏波状態はランダムに変動

するため、受信側において、ローカノレ光の偏波状態を追従させるか、偏波ダイパーシティ受信[53Jを用いる必

要があるが、いずれの方法を用いても光受信器の部品点数が増えてしまい、構成が複雑になる。このため、光

受信器において光ヘテロダイン検波を用しも場合には、上記の周波数安定化に加えて、この偏波依存性につ

いても経済化技術が求められるが、そのような報告はまだ無い。また、無線基地局において光アンプを用いな

い場合の、実際的な光リンクパジェットに関する議論もされていない。

そこで本論文では、第4章および第5章で、周波数安定化に加えて偏波依存性についても経済化が可能な

光ヘテロダイン検波方式を提案し[56-58J、それぞれ上り伝送単体、双方向伝送の場合について有用性を検

証する。さらに、l.OGb/s 伝送実験結果を用いて、無線基地局において光アンプを用いない場合の実際的な

光リンクパジェットを導出する。

2. 5 結言

本章では、まず、本研究で対象とする 60GHz ミリ波を無線アクセスで用いる光ファイバ無線アクセスに関する

基礎情報として、 60GHz ミリ波と光ファイバ無線方式の概要について述べた。 60GHz ミリ波については、特徴な

らびに伝送能力の計算結果例を示し、 Gb/s 級のデータ伝送を実現可能な適用領域について述べた。また、

近年の光ファイバ無線方式に関する研究動向をまとめ、特に、ミリ波帯光ファイバ無線方式については、一番

問題となる光ファイバの波長分散に起因したフェージングと、これを抑圧するためにこれまでに報告されてきた

主な手法を整理し、本論文で解決すべき課題を明らかにした。

次に、本論文で、対象とするネットワーク構成で、ある、下り方向にのみデータ伝送を行う放送型アクセスネット

ワークと、上り方向および下り方向の双方向で、のデータ伝送を行う通信型アクセスネットワークについて、それ

ぞ、れのネットワーク構成における特徴と、これまでに行われた研究開発動向をまとめ、未解決となっている課題

を明らかにすると共に本論文の目的を詳細に述べ、本研究の位置づけを明らかにした。

34 



参考文献

[1] R. C. Daniels and R. W. Heath , Jr.,“60 GHz wireless communications: emerging requirements and design 

recommendations ," JEEE lゐ'hÍcular T.θchnology MagazÍnθ， Vol. 2, No. 3, 41-50 , Sep. 2007. 

[2] 60GHz帯無線設備委員会報告諮問第 107 号， "60GHz帯の周波数の電波を使用する無線設備の技術的

条件"

[3] http://www.wirelesshd.org (最終アクセス 2009 年 12 月 18 日) • 

[4] http://wirelessgigabitalliance.org (最終アクセス 2009 年 12 月 18 日) • 

[5] 野本真一，ワイヤレス基礎理論， p155，社団法人電子情報通信学会， 2003 年.

[6] 滑川敏彦，奥井重彦，通信方式， pp.158-190，森北出版株式会社， 1990 年.

[7] 斉藤洋一，ディジタノレ無線通信の変復調， p125，社団法人電子情報通信学会， 1996 年.

[8] M. Matuda, K. Watanabe and H. Ichikawa,“Long-Span Quasi-Millimeter-Wave-Band Fixed Wireless 

Access System Employing Link Adaptation by Symbol Rate ," IEJCE Trans. Commun. , Vo. E87-B , No. 1, 

pp.117-123 , Jan. 2004. 

[9] 上瀧賓編，ミリ波技術の手引きと展開， pp.3-9，リアライズ杜， 1993 年.

[10] 秋元守，原田耕一，渡漫和二，市川敬章，“短時間降雨の経年変化と日本全国を対象とする 1 分

間降雨強度分布の推定法への反映，"電子情報通信学会論文誌 B ， Vol. J86-B , No. 10 , pp.2166-2173 , 

Oct. 2003. 

口 1] 小野健一，西村安由，中間浩一，斉藤研次，野本真一，店沢好男，“気象庁 1 分間降水量デー

タを用いた 1 分間降雨強度累積分布の高精度推定法，"電子情報通信学会論文誌 B， Vol. J88-B , No. 8, 

pp.1509-1518 , Aug. 2005. 

[12] 伊藤弘，石橋忠夫，“超高速単一走行キャリヤホトダイオードとその応用，"電子情報通信学会論文誌

C, Vol. J85-C , No. 7, pp.505-519 , July 2002. 

[13] 福島誠治，深野秀樹，吉野薫，松岡裕，三田地成幸，高畑清人，“5.8GHz 帯ファイバ無線用無

給電無線アクセスポイントモジューノレ，"電子情報通信学会高度交通システム(ITS)研究会信学技報 vol.

99 , no. 662 , ITS99-114, pp. 43-48 , 2000 年 3 月.

[14] D. Wake , D. Johansson and D. G. Moodie,“Passive picocell: a new concept in wireless network 

infrastructure," EJ，θctron. Lθtt. ， Vol. 33 , No. 5, pp .404-406 , Feb. 1997. 

口 5] R. Olshansky, V. A. Lanzisera and P. M. Hill,“ Subcarrier Multiplexed Lightwave Systems for 

Broad-Bnad Distribution," IEEE J Li.凶tw. 7ìθchnol. ， Vol. 7, No. 9, pp.1329-1342 , Sep. 1989. 

口6] W. I. Way,“Subcarrier Multiplexed Lightwave System Design Considerations For Subscriber Loop 

Applications," IEEEJ Lﾍghtw. Technol. , Vol. 7, No. 11 , pp.1806-1818 , Nov. 1989. 

[17] U. Gliese , S. Nのrskov and T. N. Nielsen,“Chromatic Dispersion in Fiber-Optic Microwave and 

Millimeter-Wave Links," JEEE Trans. MÍcrowa Viθ Theoとv Techn. , Vol. 44, No. 10, pp.1716-1724, Oct. 1996. 

[18] G. H. Smith, D. Novak and Z. Ahmed,“Overcoming Chromatic-Dispersion Effects in Fiber-Wireless 

Systems Incorporating External Modulators," JEEE Trans. Mﾍcrowave Theoとv 7ìθchn. ， Vol. 45 , No. 8, 

pp.1410-1415 , Aug. 1997. 

[19] F. Zeng and ]. Yao,“An Approach to Ultrawideband Pulse Generation and Distribution Over Optical 

35 



Fiber," IEEE Photon. アθchno1. Lett. , Vol. 18 , No. 7, pp.823-825 , Apr. 2006. 

[20] A. Pizzinat, 1. Louriki, B. Charbonnier, F. Payoux, S. Meyer, M. Terré, C. Algani, A-L. Billabert, J-L. 

Polleux, C. Sillans, H. Jaquinot , S. Bories, Y. Le Guennec and G. Froc,“ Low Cost Transparent 

Radio-over-Fibre System for UWB Based Home Network," Europθ'an Conferencθ and Exhﾍbﾍtﾍon 0刀 OptÍca1

Communﾍcatﾍon (ECOC) 2008, Tu.3.F. 1, Sep. 2008. 

[21] C. Lethien, C. Loyez and J-P. Vilcot,“Potentials of Radio over Multimode Fiber Systems for the 

In-Buildings Coverage of Mobile and Wireless LAN Applications ," IEEE Photon. Techno1. Lθtt. ， Vol. 17, No. 

12, pp.2793-2795 , Dec. 2005. 

[22] M. G. Larrodé, and A. M. J. Koonen,“Theoretical and Experimental Demonstration of OFM Robustness 

Against Modal Dispersion Impairments in Radio Over Multimode Fiber Links," !EEE j. Ughtw. Technol., Vol. 

26 , No. 12 , pp.1722-1728 , June 2008. 

[23] R. Katayama, K. Tsukamoto and S. Komaki,“ Multi-user Detection Schemes for Co-channel 

Heterogenous Radio Signals Based on Ubiquitous Antennas ," !nternatﾍona1 Symposﾍum on Communﾍcatﾍons 

and !nformatﾍon Techno10gﾍes (!SC!T) 2004, pp.714-719 , Oct. 2004. 

[24] A. Kobyakov, D. Thelen , A. Chamarti, M. Sauer and J. Winters,“MIMO radio signals over fiber in 

picocells for increased WLAN coverage," OptÍca1 丹るθ'I' Communﾍcatﾍon Conferencθ の'FC) 2008, JWA113 , 

Mar. 2008. 

[25J http://www.ciphotonics.com/cip_electroabsorption_2.htm (最終アクセス 2009 年 12 月 18 日) . 

[26] M. Ogusu , K. Inagaki , Y. Mizuguchi and T. Ohira,“Carrier Generation and Data Transmission on 

Millimeter-Wave Bands Using Two-Mode Locked Fabry-Perot Slave Lasers," !EEE Trans. MÍcrowave 乃θ0とY

Tθch刀.， Vo1.51 , No.2 , pp.382-39 1, Feb. 2003. 

[27J T. Kawanishi, S. Oikawa, K. Yoshiara, T. Sakamoto, S. Shinada and M. Izutsu,“Low Noise Photonic 

Millimeter-Wave Generation Using an Integrated Reciprocating Optical Modulator," !EEE月oton. J(θchno1. 

Lθtt. ， Vo1.1 7, No.3 , pp.669-671 , Mar. 2005. 

[28] J. Yu , Z. Jia, L. Yi , Y. Su , G-K. Chang and T. Wang,“Optical Millimeter-Wave Generation or 

Up-Conversion Using External Modulators ," IEEE Photo刀. Techno1. Lett. , Vo1.18, No.1 , pp.265-267 , Jan. 

2006. 

[29J C-T. Lin, P-T. Shih , J. Chen, W-Q. Xue , P-C. Peng and S. Chi,“Optical Millimeter-Wave Signal 

Generation Using Frequency Quadrupling Technique and No Optical Filtering," !EEE Photo刀.Ttヲchno1. Lett. , 

Vo1. 20 , No.12 , pp.1027-1029 , June 2008. 

[30] T. Schneider, D. Hannover and M. Junker,“Investigation of Brillouin Scattering in Optical Fibers for the 

Generation of Millimeter Waves ," IEEE j. Ll;泊tw. Techno1. , Vo1. 24 , No.1 , pp.295-304, Jan. 2006. 

[31] T. Wang, M. Chen , H. Chen, J. Zhang and S. Xie,“Millimeter-Wave Signal Generation Using Two 

Cascaded Optical Modulators and FWM Effect in Semiconductor Optical Ampli自民" IEEE Photon. J(θch刀01.

Lθtt. ， Vo1.19, No.16 , pp.1191-1193 , Aug. 2007. 

[32J J-H. Seo , C-S. Choi, Y-S. Kang, Y-D. Chung, ]. Kim and W-Y. Choi,“SOA-EAM Frequency 

Up/Down-Converters for 60-GHz Bi-Directional Radio-on-Fiber Systems," !EEE Trans. MÍcrowa Viθ 乃θory

Techn. , Vo1.54, No.2 , pp.959-966 , Feb. 2006. 

36 



[33J H-C. Chien, A. Chowdhury, Z. ]ia, Y-T. Hsueh and G-K. Chang,“Long-Reach, 60-GHz Mm-Wave 

Optical-Wireless Access Network Using Remote Signal Regeneration and Upconversion," ECOC 2008, 

Tu.3.F.3 , Sep. 2008. 

[34J T. Kuri and K. Kitayama,“Novel Photonic Downconversion Technique With Optical Frequency Shi仕 for

Millimeter-Wave-Band Radio-on-Fiber Systems," JEEE Photon. T.θchno/. Lett. , Vo1.14, No.8 , pp.1163-1165 , 

Aug.2002. 

[35J G. Zhou, X. Zhang, ]. Yao , K. Wu and R. Kashyap,“A Novel Photonic Frequency Down-Shifting 

Technique for Millimeter-Wave-Band Radio-Over-Fiber Systems," JEEE Photon. 日chnoJ. Lθtt. ， Vo1.1 7, 

No.8 , pp.1728-1730 , Aug. 2005. 

[36J 1. T. Monroy, ]. Seoane and P. ]eppesen,“All-Optical Envelope Detection for Wireless Photonic 

Communication," ECOC 200乙 7 .4.4， Sep. 2007. 

[37J T. Kuri, H. Toda and K. Kitayama,“Dense Wavelength-Division Multiplexing Millimeter-Wave-Band 

Radio-on-Fiber Signal Transmission With Photonic Downconversion," JEEE]. Ughtw. 日chnoJ. ， Vo1. 21 , No.6 , 

pp.1510-1517 , ]une 2003. 

[38J ]. Yu , Z. ]ia and G-K. Chang,“A Novel Optical Frontend for Ultra-high Capacity of 32x2.5Gbit/s Data 

Delivery in Radio-over-fiber systems," ECOC 2005, Th4 .5.4, Sep. 2005. 

[39J T. Kamisaka, T. Kuri and K. Kitayama,“Simultaneous Modulation and Fiber-Optic Transmission of 

10-Gb/s Baseband and 60-GHz-Band Radio Signals on a Single Wavelength," JEEE Trans. MÍcrowave 乃θ0とY

Tθch刀.， Vo1.49 , No.10 , pp.2013-2015 , Oct. 2001. 

[40J C. Lim, K一L. Lee , A. Nirmalathas , D. Novak and R. Waterhouse,“Optical Interface for IMD Reduction in 

Fiber-Radio Systems with Simultaneous Baseband Transmission for Heterogeneous Access Networks ," OFC 

200え OWN4 ， Mar. 2007. 

[41J Z. ]ia, ]. Yu , A. Chowdhury, G. Ellinas and G-K. Chang,“Simultaneous Generation and Delivery of 

Independent Wired and Wireless Services in Radio-over-Fiber Systems Using a Single Modulator," ECOC 

200え 3.3.2 ， Sep. 2007. 

[42J R. Sambaraju, M. ﾁ. Piqueras , V. Polo, ]. L. Corral and ]. Martí,“ Generation of 

Multi-Gigabit-per-Second MQAM/MPSK一Modulated Millimeter-Wave Carriers Employing Photonic Vector 

Modulator Techniques ," !EEE]. Ughtw. T.θchnol. ， Vo1. 25 , No. l1, pp.3350-3357 , Nov. 2007. 

[43J]. Yu ,]. Hu , D. Qian , Z. ]ia , G-K. Chang and T. Wang,“Transmission of microwave-photonics generated 

16Gbit/s super broadband OFDM signals in radio-over-fiber system," OFC 2008, OThP2 , Mar. 2008. 

[44J Y. Zhang , K. Xu , R. Zhu , ]. Li , ]. Wu , X. Hong and ]. Lin,“Photonic Generation of M-QAM/M-ASK 

Signals at Microwave/Millimeter-Wave Band Using Dual-Drive Mach-Zehnder Modulators With Unequal 

Amplitudes ," !EEE]. Ughtw. T.θchnol. ， Vo1. 26 , No.15 , pp.2604-2610 , Aug. 2008. 

[μ45田J 1. Ho凶sa北kωO仏，

Access System ," Progress ﾍn Electromagnetﾍcs Research Symposﾍum (PJERSJ 2009:λ邸宅入m 四1 ， Mar.別的.

[46J Y. Kado , T. Nagatsuma,“Exploring Sub-THz Waves for Communications , Imaging , and Gas Sensing ," 

P!ERS 2009, Session 1Pl , Mar. 2009. 

[ 47J 日刊工業新聞，“テラヘノレツ波情報通信利用産学官で実証実験，" 2009 年 9 月 29 日.

37 



[48J Y. Shoji, M. Nagatsuka, K. Hamaguchi and H. Ogawa,“60 GHz Band 64QAM/OFDM Terrestrial Digital 

Broadcasting Signal Transmission by Using Millimeter-Wave Self-Heterodyne System," !EEE Trans. 

BroadcastÍng, Vo1.47 , No.3 , pp.218-227 , Sep. 2001. 

[49J 橋本義浩，荘司洋三，小川博世，“光 SSB 変調器を用いたミリ波自己ヘテロダイン伝送方式と光ファ

イパ無線伝送方式の融合システムに関する一検討，" 2003 年電子情報通信学会エレクトロニクスソサイエティ

大会， C-14-4, 2003 年 9 月.

[50J M. Maeda, T. Nakatogawa and K. Oyamada,“Optical Fiber Transmission Technologies for Digital 

Terrestrial Broadcasting Signals ," IE!CE Trans. Commun. , Vol.E88-B , No.25 , pp.1853-1860 , May 2005. 

[51J 谷口友宏，桜井尚也，雲崎清美， “60GHz 光ファイバ無線ダウンリンクにおける光/電気 2 段ヘテロ

ダイン方式，"電子情報通信学会論文誌 B ， Vol.]89-B , No.2 , pp.223-233 , Feb. 2006. 

[52J ]. ]. 0' Reilly, P. M. Lane , R. Heidemann and R. Hofstetter,“Optical Generation of Very Narrow 

Linewidth Millimetre Wave Signals," E1ectron. Lett. , Vol. 28 , No. 25 , pp.2309-2311 , Dec. 1992. 

[53J 大越孝敬，菊池和朗，コヒーレント光通信工学，オーム社， 1989 年.

[54J T. Kuri and K. Kitayama,“Optical Heterodyne Detection of Millimeter-Wave-Band Radio-on-Fiber 

Signals With a Remote Dual-Mode Local Light Source," IEEE ηâl1s. ん11と~rowave Theoぇv 7ìθchn.， Vo1.49 , 

No.10 , pp.2025-2029 , Oct. 2001. 

[55J S. Watanabe , T. Terahara , I. Yokota, T. Naito , T. Chikama and H. Kuwahara,“Optical Coherent 

Broad-Band Transmission for Long-Haul and Distribution Systems using Subcarrier Multiplexing," !EEE j 

Li与rhtw. 7ìヲchn01. ， Vol.ll, No.1 , pp.116-127 , ]an. 1993. 

[56J T. Taniguchi, N. Sakurai, K. Kumozaki, and T. lmai,“Loop-Back Optical Heterodyne Technique for 

1.0-Gb/s Data Transmission Over 60-GHz Radio-On-Fiber Uplinlし " IEEEj LÍgh似 Technol.， Vo1. 25 , No.6 , 

pp.1484-1494 , ]une 2007. 

[57J 谷口友宏，東野武史，塚本勝俊，小牧省三， “ノレープパック型光ヘテロダイン方式を用いた

60GHz ROF 上りリンクにおける反射光干渉の抑圧，"電子情報通信学会光エレクトロニクス (OPE)研究会

信学技報 vol. 109 , no. 159, OPE2009-33 , pp. 19-24, 2009 年 7 月.

[58J T. Taniguchi , N. Sakurai, K. Kumozaki, and T. lmai,“Full-Duplex 1.0 Gbit/s Data Transmission Over 60 

GHz Radio-on-Fiber Access System Based on the Loop-Back Optical Heterodyne Technique," IEEE j 

Li注lltw. 7ìθch刀01. ， Vo1. 26 , No.13 , pp.1765-1776 , ]uly 2008. 

38 



第3章放送型アクセスネットワークにおける

伝送方式

3. 1 序言 [lJ

光ファイバ無線 (Radio on Fiber、 RoF) 方式はマイクロ波フォトニクス技術を用いて、無線信号の光アナログ

変復調を行う伝送方式であり、無線基地局に無線周波数帯の発振器、変復調回路などの部品が不要であるた

め、無線基地局の構成を簡素化できるとしち特長がある。特に、 60GHzミリ波のような高周波無線信号を用いて

Gb/s 級の映像配信サービスを行う放送型アクセスネットワークに適用した場合には、数多くの無線基地局に代

わって単一の光送信器に無線信号の発生機能を集約で、きるため、大きな経済化効果が期待できる。また、無

バイアス動作でも広帯域・高効率の光電変換が可能な単一走行キャリヤ・フォトダイオード

(Uni-Traveling-Carrier PhotoDiode 、 UTC-PD)[2]を用いた無線基地局の無給電化が提案されていることから

も分かるように[3]、受光素子とアンテナのみで、構成される極めて簡易な基地局を実現で、きることも光ファイバ無

線方式の特長の1っと言える。

さて、映像配信サービスを提供する放送型アクセスネットワークは、図 3. 1 に示すように、センタ局 (Central

Station、 CS) 一無線基地局 (Base Station、 BS)一無線端末 (Wireless Terminal、 WT) と乗算的に装置数が増える

ため、各々の装置コストがシステム全体に与える影響は、受信端末無線基地局ーセンタ局の順に大きく、特に

受信端末の影響は重大である。ここで、無線端末の構成に注目すると、通常、受信側で局部発振器を有して

おり、受信した無線信号をダ、ウンコンバートする方法(スーパーヘテロダイン方式)が用いられるが、ここで対象

とする放送型アクセスネットワークで、は、上り方向にデータ伝送を行わないため、無線端末には局部発振機能

は必ずしも必要ではない。よって、無線端末における局部発振器が不要なシステムを実現することができれば、

システムの大幅な経済化を実現できるものと考えられる。

本章では、このように無線端末における局部発振機能を不要化するための光伝送方式として、新しい光/電

気2段ヘテロダイン方式を提案する[l Jo 2章で述べたように、同様の方式が、既に多チャネル映像信号分配を

目的として提案されているが[4 ， 5]、受信端末の局部発振器を不要にする光信号形式、波長数や配置につい

ては最適化されたものではない。本章では、新しい光/電気2段ヘテロダイン方式を提案し、理論解析によって、

受信端末における中間周波数帯 (Intermediate Frequency 、 IF) 信号のキャリヤ対雑音電力比

(Carrier-to-Noise Ratio 、 CNR) 特性、波長分散耐力を最大化するための送信方法(波長数、波長配置)、なら

びに各波長における光信号への電力配分法を明らかにする。光電力配分法については、通常の給電が必要

な基地局だけで、なく無給電基地局に適用する場合についても最適な光送信方法を明らかにし、その具体的な

光送信器として、単一の光源を光変調することで発生させた4波光信号を送信して、周波数が安定した3波ミリ

波の発生を実現する光送信系を新しく提案し、l.OGb/s BPSK 信号伝送実験によって、本提案方式の有用性

を実証する。
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図3. 1 光ファイバ無線方式を用いた放送型アクセスネットワークの構成

3. 2 光/電気 2 段ヘテロダ、イン方式

図3. 2に従来技術の代表的な例である2トーン光信号の光ヘテロダイン方式と、提案方式である光/電気2

段ヘテロダイン方式のシステム構成図と信号スペクトルの一例を示す。 2章でも述べたように、 60GHz ミリ波のよ

うな高周波無線信号の光ファイパ無線伝送においては、光キャリヤの両側波帯を有する通常の SCM

(Sub-Carrier Multiplexing) 方式では、影響が大きい光ファイバの波長分散によるフェージング[6Jに対して、図

3. 2 (a) のように2トーン光信号を送信し、無線基地局の受光素子で光自己ヘテロダイン検波を行い、ミリ波信

号を生成する方式が有効であり、種々の方式が提案されている[7-10Jo 2トーン光を送信する場合には、受信

端末では、受信したミリ波信号をミリ波帯局部発振器の出力信号とミキシングして、低周波域の IF 帯にダウンコ

ンパートして復調する、いわゆるスーパーヘテロダイン方式が用いられる。しかし、ミリ波帯においては周波数

安定性の高い局部発振器の開発が困難であるため、特に PSK(Phase 由民 Keying) 同期検波のように、被復

調信号に高い周波数安定性が求められる場合に受信端末の高コスト化を引き起こすとしち課題があり、放送型

アクセスネットワークで、は無線端末における局部発振機能はで、きる限り無くしたいとしち要求がある。

新しく提案する光/電気2段ヘテロダイン方式は、センタ局から3波以上の複数波長の光信号を送信し、無

線基地局においてこれらの光信号を1つの受光素子で光自己ヘテロダイン検波することで、ミリ波信号と共に

IF 周波数に相当する分離調した無変調ミリ波搬送波を発生させる伝送方式である。受信端末においては、こ

れらのミリ波信号をダイオードなどの非線形素子で自乗検波(電気自己ヘテロダイン検波)することで、ミリ波帯

局部発振器を用いることなく IF 信号が得られるため、受信端末の低コストイ七が実現できる。
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図3. 2 従来方式と提案方式のシステム構成と光信号および無線信号のスペクトルの例

しかし、センタ局から無作為に複数波長の光信号を送信すると、無線基地局における光自己ヘテロダイン検

波時に、受信端末での電気自己ヘテロダイン検波に必要の無い信号がスプリアスとして発生してしまう。これら

のスプリアスが電波法による占有帯域幅の規制(豆2.5GHz[1 1])に収まらない場合には、無線基地局において

スプリアスを除去するためのミリ波帯フィルタが必要となるが、受信側のフィルタと異なり、上記の規制を満たす

ために急峻な遮断特性が要求されるため、無線基地局の構成が複雑になってしまう。さらに、後述する無給電

基地局においては、受光素子の出力を増幅することなくそのままアンテナから送出するため、このフィルタの挿

入損失分だけ伝送特性が劣化してしまう。

そこで、受信端末のミリ波帯局部発振器の不要化に加えて、無線基地局のミリ波フィノレタ不要化も実現する

ための、送信光信号の信号形式、すなわち波長数、波長配置および光電力配分についての設計法が必要で

ある。次節では、このように無線基地局で、の光自己ヘテロダイン検波においてスプリアスを発生させずに、受信

端末の電気自己ヘテロダイン検波に必要最低限のミリ波信号のみを発生させるための光信号の送信方法に

ついて考察し、それぞれの光送信方法における複数波長光信号への光電力配分、 IF信号の CNR特性、波長

分散耐力について解析する。
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3. 3 光送信方法の体系化と特性比較

3. 3. 1 光/電気2段ヘテロダインに必要な波長数と波長配置

受信端末における電気自己ヘテロダイン検波で、 IF 信号を得るためには、ミリ波帯において IF 信号をサブキ

ヤリヤ伝送する必要がある。よって、ミリ波信号としては、図3.31こ示すように所望の IF 周波数だけ離調した

{2-1, 2-2}2波のミリ波信号、もしくは、 {3-1 ， 3-2}3波のミリ波信号を伝送すれば良い。一方、光信号について

は、光自己ヘテロダFイン検波時にミリ波帯においてスプリアスを発生させることなく、このような2波/3波ミリ波

信号を発生させるためには、図3. 3に示すような3波光信号{2-1}、もしくは4波光信号{2-2 、 3-1 、 3-2}を送信す

る必要がある。すなわち、 2波ミリ波信号を生成する光送信方法としては、fRFおよびfìw + fIFの光周波数間隔を

有する3波 {2-1}ならびに4波 {2-2}の光信号を送信する方法、また、 3波ミリ波信号を生成する光送信方法とし

ては、fiw -jjF、 fRF およひ、fRF + jjFの光周波数間隔を有する2種類の4波{3-1 ， 3-2}の光信号を送信する方法

がある。図3. 3には比較対象として、従来技術である2トーン光信号を送信する方法{1}も示している。図3. 4に

は、これらの光送信方法を実現する具体的な光送信器構成の例を示す(文献[4] 、 [12] 、 [13]など)。尚、同図で

は、対称な光スペクトルを有する {2-2} 、 {3-1} については、搬送波抑圧型の光変調を用いた構成例を示して

いる。以下、これらの光送信方法について、それぞれの波長の光信号への光電力配分と受信端末で得られる

IF 信号の CNR 特性、光ファイバ伝送における波長分散耐力について解析する。

先送信方法ザ 光信号<' ミリ波{雪辱1

光 2波μ

o 。}
ミり波 1波ω hf 
(従来方均μ ￥f fRF 

fip 

光 3i皮/4i皮"
{2-1} 141f 

('1 'f 
ミリ波 2 波ぷ 主z

{2-2} 出国ザ
fRF 

五F41

光 4波ν
{3-1} R11 ぜ 五F 辻互会

口上fんp , f IF' 

ミリ波 3i皮参
{3-2} ie[目ザ ふF

図3. 3 光送信方法と生成されるミリ波信号*

*受信端末における自乗検波で無変調 IF 帯搬送波を発生する場合を示している
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Laser 
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I F band signal 

ト『 upuuai I山lälur I-:;;i)--ー+
んF

(SSBl 

,F > Optical
SSB : Single Side Band h iJ frequency 

{2-1 }を実現する光送信器構成例(文献凶など)

fIF 

jさんF 1¥ Il fRF 長

Fl! I I"l!! I F! ) Optical 

h iJ frequency 

{2-2}を実現する光送信器構成例

日んF 日
Suppressed Carrier 

{3-1}を実現する光送信器構成例(文献[12]など)

I F band signal hw 

itm 
h iJ 

{3-2}を実現する光送信器構成例(文献[13]など)

参 Optical

frequency 

参 Optical
frequency 

図3. 4 各種光送信方法を実現する光送信器の構成例(し、ずれも fì-f2 =fRF)
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3. 3. 2 光電力配分と2段ヘテロダイン検波後の CNR 特性

3. 3. 2. 1 IF 信号の CNR

通常の SCM 方式においては、受光素子の光電変換で、得られるサブキャリヤ信号電力は、光 SCM信号の光

変調度、すなわち光キャリヤ信号とサイド、バンド、信号(光変調信号)の光電力配分に大きく左右される。同様に、

光自己ヘテロダイン検波により生成される無線信号の信号電力も、光信号の光電力配分に依存しており、従

来の2トーン光方式では、後述のように2波の光電力が等しいときに光電変換効率が最大になるのは明らかで

ある。本節では、前節で分類した光送信方法における複数波長光信号への光電力配分と、 2段ヘテロダイン

検波後に得られる IF 信号の CNR の関係について理論解析する。

まず、それぞ、れの光送信方法について、受光素子の入力光信号の電界 Eopt は (3. 1) ""' (3. 5) 式のように

表される。 A、長、 fRF、かはそれぞれ光信号の電界振幅、光周波数、無線周波数、中間周波数を表し、 α は光キ

ャリヤ信号の光変調信号に対する電界振幅比を表す係数で、ある。また、それぞれの数式で、図3. 4~こ示すそ

れぞれの光送信方法における最も低周波の光信号の周波数を!c とした。尚、本解析では信号の電界振幅と電

力に注目するため、送信データによる変調成分や光信号の周波数揺らぎおよび位相雑音成分は無視しており、

また、全ての光送信方法において、光ファイバ伝送損失は等しいとしている。

E opt (1) (t) = aA(1) cos( 2.1ifct) 

+ A(I) COS( 2;r(/c + んF)t) 

Eo.州2 〆t) = aA(2-1) cos(2ifct) 

+A(2ー1) cos(2π(/c +んF)t) 

+ A(2_1) cos(2;r(え +IRF + IIF)t) 

Eopt(2-2) (t) = α~2-2) coS(2ifct) 

+ Ac2-2) cos(2;r(fc + 1 RF )t) 

+ Ac2-2) cos(2;r(/c + 1 RF + IIF )t) 

+α全2-2) cos(2;r(fc + 21 RF + hF )t) 

E例3 似 =α~3ー1) COS(2ifct) 

+ Ac3-1) cos(2;r(fc + hF )t) 

+ Ac3-1) cos(2;r(/c + 1 RF )t) 

+ aAc3-ρs(2;r(/c + 1 RF +ゐ)t)
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(3. 2) 
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(3. 4) 



Eopt(3-2) (t) = αAc3-2) cos(27ifct) 

+Ac日) cos(21r(fc + f RF -iﾌF )t) 

+ aA(3-2) cos(2π(fc + fRF )t) 

+ Ac3-2) cos(2π(fc + f RF + fIF )t) 

(3. 5) 

受光素子の光電変換効率を SPDで表すと、受信端末で受信されるミリ波信号の電界 ERF は、

E RF (t) = [' . S PD {Eopt (t)}2 + n(t) 

(3. 6) 

で表される。ここで、 n(t)は受信端末の雑音を表し、 r 2 はフリスの伝達公式 ((2. 1) 式) [14Jで与えられる送信

信号電力と受信信号電力の比であり、 G、 λRF、 LRF をそれぞれ送受信アンテナの総利得、無線信号波長、無線

伝送距離とすると、

一(走)
(3. 7) 

で与えられる。よって、各光送信方法における受信ミリ波信号の電界は以下のように表すことができる。

E RF(I) (t) = [' S PD • aA(l) 
2 
COS(27ifRFt) + n(t) 

(3. 8) 

E町1)(t) = [' S PD {凶(242cos(24JFt)

+aAρーl)2cos(2z(んF+ん)t)}+ n(t) 

(3. 9) 

E RF(2-2) (t) = ['S PD {2aA(2_2) 2 COS(27ifRFt) 

+2aA(目)2cos(2z(んF + fJF )t)} + n(t) 
(3. 10) 
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Em-I)(t)=IEpD{d(342cos(21叫んF ーん)t)

+ 2aA(3_I) 
2 
cos(27if RFt) 

+α2A(3J cos(2z(んF + fIF )t)} + n(t) 

E RF(3-2) (t) = rs PD {aA(日)2 cos(2.7r(んF ーん )t)

+α2A(叫2 COS(27ifRFt) 

+αA(日)2 cos(2.7r(んF+ん)t)} + n(t) 

(3. 11) 

(3. 12) 

これらのミリ波信号を自乗検波することにより得られる IF 信号の CNR を導出する。光送信方法{1}については、

受信端末でミリ波帯局部発振器の出力信号を用いて、ミリ波信号を IF信号にダウンコンバートするが、このダウ

ンコンバート後の IF 信号の CNR は (3. 8) 式のミリ波信号の CNR と同じである。 (3. 8) 式から、比例定数 R を

用いて、ミリ波信号電力を (3. 13) 式で表す。

Pnr" , =R.r 2 Snn 2α 2 A", 4 RF(l) - ~~ ~ '-' PD '"̂' H (l) 

(3. 13) 

従って、雑音n仰の電力スペクトル密度を no 、信号帯域幅をBとすると、光送信方法{1}における信号対雑音

比 CNR(J) は (3. 14) 式となる。

RF2S2J44 
CNRf1¥ = .. RF(l) 一 α2 .，，~ jJ p'D .f1.(1) 

(1) 一一一一
N RF(l) nOB 

(3. 14) 

光送信方法{2-1Hこついては、ミリ波信号の自乗検波、すなわち自己ヘテロダイン検波過程が、検波器の変

換効率 Sdet を用いて、 (3. 15) 式のように表されるとすると、 IF 信号の電界 EIF(2-I) は (3. 16) 式で表すことがで

きる。

EJF (t) = 九t {ERF ο) }2 
(3. 15) 
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E1F(2-1) (t) =九[F2SpD2α 2A(2-1) 4 
cos(2ifIFt) 

+FSpD{2M(242cos(24Ft) ・ n(t)

+2aA(ト1)2 cos(2JZ"(んF+ん)t).n(t)} + {n(t) Y] 

(3. 16) 

(3. 16) 式において、第1項はミリ波信号同士のビートとして得られる IF 信号成分であり、第2項、第3項はミリ

波信号と雑音とのビートで得られる雑音成分、第4項は雑音同士のビートによる雑音成分である。

よって、 IF 信号電力 PIF(2.1) は、 (3. 17) 式で表される。

P=R-S2F4S4α4 A，~ ,, 8 
lF(2-1) -.H  .._, det -'- .._, PD '-'" '<-'-(2_1) 

(3. 17) 

一方、 IF 帯における雑音成分電力については、受信端末においてミリ波帯自乗検波器の前段で用いるミリ

波帯フィルタの通過帯域幅が IF 周波数に比べて十分に大きく、さらに雑音成分のうち、ミリ波信号と雑音のビ

ート成分の電力に比べて、雑音同士のビート成分の電力が十分に小さく、無視できるものとすると、 (3. 18) 式

で表すことができる。

N九N1F(町(ρル山川2トM一→-1)り) = 2 r (S丸九d白EJ2 S 山2包、A(2_ρφ仰2トM一→J1 

= 4Sd必制edt
2 
F 
2 
S PD 

2 α 2 
A(2 一」l) 

4 
n 0 B 

(3. 18) 

よって、光送信方法{2-1}における IF 信号の CNR ρーυ は (3. 19) 式のように表すことができる。

倢
2 Rr2

SDn
2 
At" 1¥

4 
IF(2ー1) U .LU uPD .n.c.2ー)CNR 一一一一一一一二一

、

(2-1) - AT A 
__ 

D 
lV IF(2ー1) 斗 noJ5

(3. 19) 

以下、光送信方法{2-2}、 {3-1}、 {3-2}に関しても同様に IF信号の CNR の計算を行うことで、 (3. 20) ~ (3. 2 

2) 式の結果が得られる。
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内 Rr2SDr?At今今、4
CN:呉川 =αL LihBノ

CNR(~ 1 、 -2α2(α2 十 1)2 Rr
2
SPD

2 
A(3_1)4 

NR(~ 1¥ = 
吋3ー1)α4+ 4α2 + 1 noB 

2α4RF2SpD2d(32)4 
CNR 一一一一一一一一一一一(3-2) - 2 巧ー

U T ~ "0 

(3. 20) 

(3. 21) 

(3. 22) 

ところで、、 1章で述べたように、光ファイバ無線システムで、は無線信号を光アナログ伝送するため、光区間の

雑音が無視できない場合、すなわち、無線基地局において受光素子で、受信する光信号の電力が小さく、受光

素子の出力において十分な CNR が得られない場合には、受光素子の出力における雑音が IF信号の CNR に

与える影響も考慮した解析が必要である。しかし、光送信器においてエノレビウム添加ファイパ増幅器

(Erbium-Doped Fiber Amplifier、 EDFA)等の高出力の光アンプを用いることで、光信号を lOmW(+lOdBm) 以

上といった高い電力で、光ファイバに送出して、十分高い光 CNR の受信光を得ることができる。従って、受光素

子の出力において十分に大きな CNR を得ることができ、無線区間への影響を非常に小さくすることができる。

EDFA 等の光アンプは、ポンフ。光源や希土類添加ファイバなど複数の光部品を必要とするため構成が複雑で、

高価なものであるが、図 3. 1 に示すように、放送型アクセスネットワークで、は、 1つの光送信器を複数の無線基

地局で共用できる。よって、光送信器の出力において光アンプを用い、更に光アンフ。の出力光をパワースプリ

ッタで分岐し、複数の無線基地局に分配することができるため、実用上も経済性の面での問題が小さしせ考え

られる。このような考察から、本章の理論解析は受信光電力が十分に大きく、光区間の雑音の影響が無視でき

るほど小創立仮定する。

3. 3. 2. 2 給電する無線基地局の場合(送信ミリ波電力一定)

無線基地局が給電設備を持ち、十分な電力を利用できる場合には、いずれの光送信方法においても、無線

エリア拡大と通信品質の向上を目的として、受光素子の出力として得られるミリ波信号を、電波法規制による上

限値(豆 lOmW[ll]) 付近の電力まで増幅して送信することが想定される。そこで\前節で得られた CNR を用い

て、方式聞で同じ送信ミリ波電力、すなわち同じ受信ミリ波信号電力 (PRF) が得られると仮定して、 IF 信号の

CNR を比較する。

まず、光送信方法{l}については、

α2Rr2SpD2A(J= 九F

(3. 23) 
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であるから、 (3. 14) 式に代入して、

が得られる。

CNRf1¥ = PRF 
(1) - __ n 

"o.u 

他の光送信方法についても同様に

2α 2 Rr2 s PD
2 
A(2-1) 4 = ~ 

8α2RF2S2A4=P (2-2) 

(α4+4α2 + l)Rr 2 S nr. 2 A.o ,, 4 = P 
ノ PD '~(3-1) 

α2(α2 + 2)Rr2 s PD 2 A(3-2) 4 = P RF 

であるから、これらを (3. 19) 式""' (3. 22) 式に代入することで、

1 P.町 1
CNRr" 1¥ =..:. -!U' = ":'CNR (2ー1) ---;---:-:--;;----;-'-"1YH(l) 

8 noB 8 

1 PDL' 1 
CNR ニ一一ι =":'CNR(2-2) --;---:-:--;;---;-'-"" V.l ~(1) 

8 noB 8 

(3. 24) 

(3. 25) 

(3. 26) 

(3. 27) 

(3. 28) 

(3. 29) 

(3. 30) 

川 )=2(J21崎=2(JG11Ml)
(3. 31) 

α'R(3ーベ出)告={古川'R(1)
(3. 32) 

が得られる。
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これらを比較するために図3.5(こ数値計算例を示す。同図では、光送信方法{1}の CNR を基準 (OdB) にして

示している。同図から、 2波ミリ波を生成する方式{2-1 、 2-2}はともに、受信端末においてミリ波帯局部発振器を

用いる従来方式{1}と比較して、光電力配分の値凶こ関わらず約 9dB の劣化が見られるが、 3波ミリ波を生成す

る方式{3-1 、 3-2}では、それぞれ α= 1 、 .Ji として送信光信号の光電力配分を最適化することで CNR を最大

化でき、そのときの劣化量はそれぞれ約 6.5dB、約 6dB に留まることが分かる。これらの結果から、 2段ヘテロダ

イン検波方式を給電する無線基地局に適用する場合、 2波のミリ波信号を生成する方式{2-1 、 2-2}に比べて、

3波のミリ波信号を生成する方式{3-1 、 3-2}の方が、受信端末で得られる IF 信号の CNR が大きく、受信感度に

優れていると言える。

{1 } 
, 

。

α3 
{3-11 13-2} てコ

区 ーーーーーーーーー〈z 
" -・・・-.同・ー『一-一 --.・・ ・・.-.・'- ・・・-にJ , , 

LL 聞 10 , , 

.申qc2ud 2 2 

, , , , 
E {2-1}, {2-2} Q) , 

区
, , 

-20 ト l, , 

。 2 3 
α 

図3. 5 IF 信号の CNR(給電無線基地局の場合)

3. 3. 2. 3 無給電無線基地局の場合(受信光電力一定)

実際のシステム運用を考えると、 3. 3. 2. 2において想定したような、屋外の設備である無線基地局に電力

を供給(給電)する環境を整えるには、物品および工事両面での経済的負担が大きい。実際にこのような観点、

から、 1章で述べたように、実用化されている FTTH (Fiber-to-the-Home) システムでは主に、 SS (Single Star) 

やPON(Passive Optical Network) としりた屋外の光伝送路内に給電設備を持たないシステム構成が採用され

ている。光ファイバ無線システムにおいても同様に、給電を要しない無線基地局が理想的である。特に下り伝

送の場合、前述のように EDFAなどの高出力光アンプを用いることで、かなり高い電力の光信号を送出でき、ま

た、バイアスを印加しなし、(無バイアス)状態でも十分な広帯域性および変換効率を実現できる UTC-PD[2]も

開発されていることから、無線通信エリアを狭い領域に限定したアプリケーションで、あれば十分実用的なミリ波

信号電力が得られると考えられる。本項では、このような無線基地局が給電設備を持たない場合、すなわち無
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給電無線基地局の場合について3.3. 1で分類した4つの光送信方法の比較を行う。

無給電無線基地局の場合には、受信した光信号を無バイアス動作の受光素子で光自己ヘテロダイン検波

し、得られたミリ波信号をそのままアンテナから送出することになる。この場合、十分なミリ波信号電力を得るた

め、センタ局からなるだけ大きな電力の光信号を送信する必要があるが、送信できる光信号電力の上限は安

全基準で定められているため (1550nm では、 +2 1. 3dBm[15]) 、無線基地局において受信する光信号電力の上

限値はいずれの光送信方法でも同一である。よって、 3.3.2. 1項の解析で得られた CNR を、受信光信号電

力一定 (popt ) の条件下で比較することで、各光送信方法を無給電無線基地局に適用した場合の IF 信号の

CNR を比較できる。

光送信方法{1}における受信光信号の電力は、 (3.1) 式から、

(α2 十 1)孔4tJ=Popt

(3. 33) 

であるから、 (3. 14) 式に代入して、

fryV F2S2RJ 
CNRf1 、 =1

__. 
1 --".L/ 

uyt 

'" \.α
L. +1) RnoB 

(3. 34) 

が得られる。

他の光送信方法についても同様に、

(α2 +2)丸4(2-J=ftpt
(3. 35) 

2(α2 + l)RA(日)2 = Popt 
(3. 36) 

2(α2+1)RA(342=FLpt 
(3. 37) 

2(α 2 +l)RA(日)2 = P
oPt 

(3. 38) 

であるから、これらを (3. 19) 式'"(3. 22) 式に代入することで、次の式が得られる。

α2Rr2S2f fLtylfα12r2SpD24t2 
CNR 一一一一.- rι1 _ ~l" 1 一一|一一一一 1

. ~ ~l' 

(ト1) -
4 }'ψlcα2 + 2)R) 

-
4lα2 +2) 

(3. 39) 
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叫 2) =α2弔D' (2(土 1)RJ = :(元)217J
(3.40) 

2a2 (α2+l)2Rr2ASPDY4t)2 
CNR 一 一一一一一一 I _~Y. I 

山一 α4 十 4α2 + 1 1ψl2(α2 + 1)R) 

1αZEZSpJPJ 
2α4+ 4α2 + 1 RnoB 

2α4RF2S2ff3tl2 
CNR 一一一一一一一~I _~l-'. I σ-2) 一 α2 + 2 1ψl2(αi + l)R) 

α4F2SpD24pI2 

2(α2 + 2)(α2 + 1)2 RnoB 

(3. 41) 

(3. 42) 

図3. 6は、これらを比較して示したものである。ここでは、光送信方法{1}の α= 1 における最大の CNR を基

準 (OdB) にしている。
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α 

図3.6 IF 信号の CNR(無給電無線基地局の場合)
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無給電基地局に適用する場合には、光送信方法{3-1}において、 α= 1 として光電力配分を最適化したとき

に、最も CNR 特性が優れており、受信端末においてミリ波帯局部発振器を用しも従来方式の最適値と比べて

4.8dB 程度の劣化に抑えられることが分かる。次いで、光送信方法{2-2}と{3-2}がほぼ同等の特性を持っており、

光送信方法{2-1}が最も特性が劣る。

3. 3. 3 波長分散耐力

無線基地局における光自己ヘテロダイン検波で、は、波長間隔がミリ波信号周波数に等しい光信号同士のビ

ートを抽出することで、ミリ波信号を生成する。ここで、光自己ヘテロダpイン検波の際に、複数のビートから同一

周波数のミリ波信号が生成されて合成される場合には、光ファイバの波長分散に起因する群遅延により各々の

ビートの包絡線の間に位相差が生じるため、生成されるミリ波信号の電力が光ファイバ伝送距離に応じて変動

する、いわゆるフェージングが生じ[6]、受信端末で生成される IF 信号電力も影響を受けることが懸念される。

例えば、 10GHz 以下の無線信号の光ファイバ無線システムで、用いられる SCM 方式を用いて、 1550nm 帯で

60GHzミリ波をシングルモードファイパ (Single Mode Fiber、 SMF) 伝送する場合、 2章で計算したように、 lkm程

度で無線信号が消失してしまう。このような波長分散によるフェージングについて評価するため、それぞれの光

送信方法により光ファイバ伝送させた後、 2段ヘテロダイン検波して得られる IF 信号電力について解析する。

尚、光送信方法{2-1} は、上述のような複数のビートの包絡線の重畳が生じず、原理的に波長分散の影響は

無いため、本節の解析では扱わない。また、 3波のミリ波信号を生成する方式においては、受信端末で自己ヘ

テロダイン検波により IF信号を生成する際に2つのビートの包絡線が重畳するため、空間伝搬中のマルチパス

等の影響による周波数選択性フェージングの特性や、受信端末で用いるミリ波部品の位相特性によっては、

無線伝送区間の影響による IF信号電力のフェージンクヨミ生じる可能性がある。しかし、ミリ波帯のような高周波

電波は指向性が非常に高く、減衰も大きいため、マルチパスの影響は顕著ではなく、また、設定する IF周波数

が高々 1 "'2GHz であり、キャリヤ周波数 (60GHz) に対する信号帯域幅の比帯域も小さいため、位相特性の優

れたミリ波部品を用いることで、 2つのビート聞の位相ずれを無視できる程度に抑えられると期待で、きる。よって、

本論文では、無線伝送区間の影響による IF 信号電力のフェージング、は無いものとして解析を行う。

{2-2}、 {3-1} 、 {3-2}の光送信方法において、 (2. 5) 式で用いた光ファイバ分散モデルを同様に用いて解析し

た、 2段ヘテロダイン検波後の IF 信号電力 PJF は (3. 43) '" (3. 45) 式で表すことができる。ここで、 λ酬は光

信号波長、 Lopt は光ファイバ伝送距離、 D は分散を表すものとする。

(3. 43) 

f2zλt2fRFfFD T � 
~F(3-1) ぽ 1 + cosl U~， v_'u v"  Lopt I 

|ー opt I 

(3.44) 
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(2zλ42JD � 
~F(3-2) 従 1+cos|uyaAr|I -opt I 

(3. 45) 

(3. 43) 式~ (3.45) 式から、これらの光送信方法では、 IF 信号電力がファイバ伝送距離に応じて変動する

ことが分かる。 {3-2}については、ミリ波信号生成時には波長分散の影響を受けないが、電気自己ヘテロダイン

検波により IF 信号を生成する際に、 2組のミリ波信号のビートの包絡線が重畳されるため、 IF 周波数信号を

SCM 方式で伝送した場合と同じ特性のフェージングが生じる。

実際のアクセスネットワークにおける影響を調べるため、 (3. 43) 式~ (3.45) 式において、 λ伽= 1550nm、

fRp= 60 GHz、 fIF= 1.0 GHz、 2.0 GHz、 D = 17ps/nm/km とした場合の、 IF 信号電力 PIF と光ファイバ伝送距離

L酬との関係を図3. 7に示す。純粋に波長分散の影響のみを比較するため、いずれの送信方法においても光

ファイバ伝送距離 Okm での IF 信号電力を基準 (OdB) にしている。光送信方法{2-2}については、通常の SCM

方式と同様に波長分散によるフェージングが大きいため、アクセスネットワークへの適用性に乏しいが、光送信

方法{3-1}は、アクセスネットワークで、想定する 10km 以内においては、 IF 信号電力の劣化量が fIF =1.0GHz で

0.3dB 以下、五F =2.0GHz で1.2dB 以下に抑えられていることから、影響が小さし、ことが分かる。また、光送信方

法{3-2}では、アクセスネットワークにおける影響はほとんど、見られない。
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図3. 7 光ファイバ伝送距離と IF 信号の電力劣化量の関係
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3.4 光送信器構成の提案と伝送実験

3.4.14波光送信系

前節の解析により、光送信方法{3-1}が、給電基地局/無給電基地局に適用した場合の両方において IF信号

の CNR に優れ、アクセスネットワークにおける波長分散耐力も有することが明らかとなった。しかし、具体的な

光送信器構成および伝送特性の評価結果については、光送信方法{2-1}や{3-2}についてはこれまでにも報告

例が見られる[4 ， 13]が、光送信方法{3-1Hこついては、これまでに報告が無い。本節では、この{3-1}の光送信

方法を実現する具体的な光送信系の構成を提案し、伝送実験により有用性を実証する。

60GHz 帯ミリ波は、周波数安定性が電波法で規制 [1目されており(周波数許容偏差豆::t 500ppm 、 hw

=60GHz のとき士 30MHz) 、また、 IF信号の周波数が不安定な場合には復調特性の劣化が生じるため、光送信

系の構成にあたっては、ミリ波および IF 信号の周波数安定性を考慮する必要がある。光送信系において複数

の光源を用いて、光自己ヘテロダイン検波によりミリ波信号を発生すると、それぞれの光源の出力光信号の中

心周波数揺らぎと位相雑音が、ミリ波信号および IF 信号に残留してしまうため、光源に狭線幅レーザを用いて、

かつ AFC(Automatic Frequency Control)や PLL(Phase Locked Loop) により各々のレーザの中心周波数と位

相を精密に制御して、ミリ波および IF 信号の周波数を安定化する必要があり、多大な技術的困難が伴う。

そこで、このような課題を解決できる具体的な光送信器構成を提案し、図3.8tこ示す。同構成で、中心周波

数の差周波数が所望の IF周波数(hF) に等しく、和周波数が所望の無線周波数 ( jiw )に等しい 30GHz 帯の

2値PSK(BPSK)信号 ( h )、キャリヤ信号(h) を生成し、これらを合波して得られた信号により、レーザの出力

光信号を搬送波抑圧両側波帯 (Double Side Band -Suppressed Carrier、 DSB-SC) 変調口6Jすることで4波光

信号を得る。無線基地局においては、この4波光信号を1つの受光素子で一括して光自己ヘテロダイン検波

することで3波の 60GHz 帯ミリ波信号を生成する。さらに受信端末においては、この3波ミリ波信号を電気自己

ヘテロダイン検波した後、不要な信号成分(初F) を除去することで、 IF 帯の BPSK 信号が得られる。

Da血

Data 

lD. u脱rI五滋e

MZlvl: M泊。I;.Zel笠1(討対滅的ar

図 3. 8 提案する4波光送信系を用いたシステム構成
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この光送信系により、 IF信号の CNRが最大になるよう、 4波の光信号を全て等しい電力 (α= 1) で伝送すると

き、光信号、ミリ波信号、 IF 信号の電界 Eopt、 ERF、 EIFは (3. 46) "--' (3. 48) 式で表すことができる。

EOP1 (t) ぽ cos(2:r(lc -12)t + 仇 -ﾘ2) 

+ cos(2π(Ic -11)t -1m; 十ゆc -ﾘ1) 

+ cos(2:r(/c + 11)t + 1m; + ゆ'c + 的)

+ cos(2:r(lc + 12)t + 仇+ム)

E RF (t) ぽ cos(2:r(んF - IJF)t + 2ﾘ1 ) 

+ 2 cos(2if RFt + 1m; + 的 +Ø2)

+ cos(2:r(んF + IIF)t + 2ﾘ2 ) 

EJF (t) ぽ cos(27if:〆 + 1m; + ﾘ2 -ﾘ1) 

(3. 46) 

(3. 47) 

(3. 48) 

ここで、 !c はレーザの出力光信号の中心周波数、ゆc、 Øl、 Ø2 はそれぞれレーザの出力光信号および2波の

30GHz 帯信号の位相雑音成分、 ai は2値のデ、ィジタル信号(= 0、 1) を表すものとする。

これらの式から、この光送信系では、単一の光源の出力光信号を光変調することで4波光信号を生成してお

り、光自己ヘテロダイン検波時に元の光信号の中心周波数揺らぎと位相雑音が相殺されるため、光送信器に

おいて上記の2つの 30GHz 帯信号 (Jì 、 12) を生成する際に周波数安定度の高い信号源を用いることで、非

常に安定したミリ波信号を得られることが分かる。一方で、図 3. 4に示したように2つのレーザ光源を用いた場

合には、光自己ヘテロダイン検波して得られるミリ波信号に、これらの光源の周波数揺らぎならびに位相雑音

が残留するため、電波法規制を満たす周波数安定性を得るために、 2つの光源の周波数差が:t30MHz 以内

に収まるようこれらの光源の出力光の周波数を精密に制御する必要があるが、このような高精度の光周波数安

定化は容易で、はない。このように、本提案方式は、生成するミリ波信号の周波数安定性の観点で、従来の2つ

のレーザ光源を用しも方式に比べて優位性がある。

また、電気自己ヘテロダイン検波によって得られる IF 信号の周波数も非常に安定するため、復調時の感度

に優れる PSK 同期検波にも適用可能である。さらに、変調方式として BPSK を用いることで、ミリ波帯において、

1波の BPSK 信号が2波の搬送波信号に挟まれた3波信号が得られ、 IF 信号として BPSK 信号が得られること

が分かる。このように本方式は、ミリ波信号として両側波帯にサブキャリヤを持つ3波の信号を生成するが、変

調方式として BPSK を用いた場合に限り、通常の DSB-AM(Double Side Band-Amplitude Modulation) 信号に

比べて占有帯域幅がベースバンド信号帯域分だけ小さく、周波数利用効率の高いサブPキャリヤ伝送がで、きると

し、う利点も持っている。
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3. 4. 2 1.0Gb/s BPSK 信号の2段ヘテロダイン方式の伝送実験

図3.9fこ実験系を示す。 2つの 30GHz 帯信号の周波数については、jj =29.875GHz 、 h =31.125GHz ( fIF 

=1. 25GHz) とし、ミキサを用いて、 29.875GHz のキャリヤ信号をl.OGb/s NRZ 信号 (PRBS(Pseudo Random Bit 

Sequence) 231 _1) で AM 過変調することで BPSK 信号を得た。 60GHz 帯受光素子としては UTC-PD を用い、

無給電基地局を想定して無バイアスで、動作させた。 UTC-PD の出力信号は 60GHz 帯アンプρ(増幅帯域:59"-' 

68GHz) で増幅した後にミリ波ディテクタを用いて電気自己ヘテロダイン検波した。尚、今回の実験では、 BPSK

同期検波時に送信側の局部発振器を共用しており、送信仰lと受信側で独立の発振器を用いる実際のシステ

ムとは異なる構成であるが、 (3. 48) 式から分かるように、光送信系において周波数安定度の高い 30GHz 帯信

号を用いることで IF信号の安定性を確保でき、受信端末において IF 帯の PLL 等を用いて容易に同期捕捉で

きるため、実際のシステムにおいても今回の実験と同等の受信特性が得られると考えられる。

披露15G地 3Ll2幻挽

l550.2獄n

PPG: Pul語e P<草総mG樹首~rn虻宜

ムγf;A程的m盛む町

TLS:TUI時，]eLa鮒S(1鴎後

図 3. 9 l.OGb/s BPSK 伝送実験系

図3.10、図3.11に、それぞ、れマッハツエンダ、光変調器 (Mach-Zehnder Modulator、 MZM) の出力光信号、

UTC-PD の出力ミリ波信号のスベクトノレを示す。図3.10から、 30GHz 帯信号による光 DSB-SC 変調の1次の

側波帯成分として、 BPSK 信号を含む4波の光信号が発生していることが分かる。尚、光変調度の不足および

MZM の2つの光路間の不整合[17Jに起因する0次成分と、 MZMの非線形に起因する2次成分が不要な信号と

して一部残留しているが、これらの信号による影響は見られなかった。また、図3.11から、 60GHz 帯において

スプリアスを発生させることなく、 6 1.0GHz BPSK 信号と 59.75GHz、 62.25GHz 搬送波信号の3波信号が得られ

たことが分かる。図 3. 12に受光素子の入力光信号電力と、 Back-to-Back、lOkm SMF 伝送後の BER(Bit 

Error Rate) の関係を示す。前節の検討結果の通り、アクセスネットワークで、想定する光ファイバ伝送距離 10km

程度の範囲であれば、波長分散の影響が小さし、ことが分かる。さらに、いずれの場合も、受光素子を無バイア

スで動作させた場合でも、-l1dBm の入力光電力において 10-9 以下の BER が得られている。このことから、送

信光の光電力として一1dBm としち非常に小さい値でも、 10dB 以上の光リンクパジェットを確保できることも明らか

になった。
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図3. 12 受光素子の入力光電力と BER の関係

結言

本章では、放送型アクセスネットワークにおいて用いる下り方向の光ファイバ無線方式として、無線端末の

ミリ波帯局部発振器と、無線基地局のミリ波帯フィノレタを不要化することにより経済的なシステム構成を実現

できる、新しい光/電気2段ヘテロダイン方式を提案した。まず、従来方式も含め、送信光信号の波長数と波

長配置の観点から体系的に整理し、これらの光送信方法における光電力配分と IF 信号の CNR 特性、波長分

3. 5 

散耐力の解析を行った。

CNR 特性に関しては、 3波および4波光信号から2波ミリ波を生成する方式(光送信方法{2-1 、 2-2}) と4波光

信号から3波ミリ波を生成する方式(光送信方法{3-1 、 3-2}) について、複数光信号への光電力配分と IF 信号

の CNR の関係を解析し、光電力配分の最適化手法を見出した。比較結果から、 4波光信号から3波ミリ波を生

成する方式{3-1}において、 4波の光信号に送信光電力を等分配して伝送する方法が、通常の給電設備を有

する基地局に適用した場合と、究極の簡易基地局で、ある無給電基地局に適用した場合の両方において優れ

た特性を持ち、 2トーン光信号から1波ミリ波を生成し、受信端末でミリ波帯局部発振器を用いて IF 信号にダウ

ンコンバートする従来方式の最適値と比べて、 IF 信号の CNR の劣化がそれぞれ約 6.5dB、約 4.8dB に抑えら

れることが分かった。また、光ファイバの波長分散に起因する IF 信号電力のフェージング、についても、上記
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{3-1}の4波光信号を、入= 1550nm、 fRF = 60GHz、 jjF = 1.0GHz、 2.0GHz として SMF で 10km伝送した際の IF

信号電力の劣化量が、それぞれ約 0.3dB、約1.2dB であることを示し、アクセスネットワークにおいては波長分

散の影響が小さいことを明らかにした。

以上の解析結果を基に、 4波光一3波ミリ波方式を実現する新しい構成として、単一の光源の出力から4波光

信号を生成し、光自己ヘテロダイン検波することで、 1波の BPSK 変調信号が2波のキャリヤ信号に挟み込まれ

た3波ミリ波信号を生成する光送信系を提案した。この方法によれば、生成されるミリ波および IF信号の周波数

はレーザ光源の周波数揺らぎと位相雑音に不感応であるため安定度が高く、かっ、ミリ波帯の占有帯域幅を

通常の DSB-AM 信号と比較してベースバンド信号帯域分だけ小さくすることができる。この光送信系を用いて

1.0Gb/s BPSK 信号伝送実験を行い、 Back-to-Back、 10kmSMF 伝送後ともに、受光素子の入力時に-l1dBm

の入力光電力において 10-9 以下の BER が得られ、アクセスネットワークで、想定する光ファイバ伝送匝離 10km

以内において良好な受信特性が得られることを示した。また、このことから、送信時に光電力を-ldBm としち比

較的小さな値に設定することで、 10dB 以上の光リンクパジェットを確保で、きることが示されたO
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第4章通信型アクセスネットワークにおける

上り伝送方式

4. 1 序言 [1 ， 2J 

広帯域な 60GHz 帯ミリ波を用いた光ファイバ無線伝送方式は、基地局の構成を簡易にできるため、経済的

な Gb/s 級の無線アクセス実現に有効な技術であり、前章で、も述べたように下り伝送方式について様々な提案

方式が報告されている[3-9J。通信型アクセスネットワークを実現するためには、上り伝送を含めた双方向伝送

が必要になるが、下り伝送と同様に、システム構成の簡素化と波長分散耐力日OJが課題で、あるとともに、十分な

光リンクパジェットを確保することも重要な課題で、ある。

光ファイバ無線システムはアナログ伝送システムで、あるため、光伝送区間において付加される雑音を信号伝

送中に除去することができず、この影響により無線伝送区間において伝送ペナルティが生じる。このペナルテ

ィをなるだ、け抑制して、通常の無線システムと同等の品質の伝送を実現するためには、1. 2.4項で述べたよう

に、光伝送区間において十分なリンクパジェットを確保しておく必要がある。下りリンクにおいては、光伝送区間

の損失、すなわちファイバ伝送損失は、センタ局から無線基地局への片方向だけで生じ、また、搬送波抑圧型

変調 (Double Side Band-Suppressed Carrier、 DSB-SC) [llJ等を用いることで、非常に高い光変調度で無線信

号を伝送できるため、十分なリンクパジェットを確保することは、それほど困難ではない。

一方で\上りリンクにおいては、無線基地局にレーザ光源を設置した場合には、温度変動時でも安定して動

作させるための制御回路等が必要になり、構成が複雑化することから、センタ局からキャリヤ光を供給するノレー

フ。パック伝送を想定した報告が多し、[12 など]。この場合、センタ局と無線基地局聞の双方向の光ファイバ伝送

が必要であり、大きな伝送損失が生じる。さらに、無線基地局においては、上記の DSB-SC のような複雑な光

変調方式より、電界吸収型 (Electro Absorption、 EA)変調器等を用いた単純な強度変調の方が実用性が高い

が、それほど高い光変調度が期待できないとしち問題が残る。このように、上りリンクにおいては、十分なリンク

パジェットを確保することは、重要な課題である。

この課題を解決する方法の1っとして、光伝送区間において EDFA(Erbium-Doped Fiber Amplifier) 等の光

アンプを用いて、光信号電力を補償することが考えられるが、各無線基地局及び光受信器に光アンプを設置

すると、構成が複雑かっ高価になり、また、消費電力も増大してしまうため、実際のシステム運用の観点からは

望ましくない。これに対し、既に、光受信感度に優れるコヒーレント検波技術の1つである光ヘテロダイン検波

[13Jを用いる方式が報告されている[14-16J。しかし、偏波無依存化を含めて経済化手法を示した報告はいま

だ無く、また、前述のように無線基地局および光受信器に光アンプを用いない場合の光リンクパジェット、およ

び、光アンプを用いた場合と比較したシステム経済化効果についての考察は十分になされていない。

本章では、簡素なシステム構成で、十分な光リンクパジェットを有し、さらに波長分散耐力を有する 60GHz 帯

光ファイバ無線アクセスの上りリンクを実現するため、ノレーフ。パック型光ヘテロダイン方式を提案する[1 ， 2J。本

方式においては、高感度光受信法として知られる光ヘテロダイン検波により、光リンクパジェットを拡大すること

ができ、また、無線基地局において発生する光 DSB(Double Side Band)信号のうち、いずれかのサイド、バンド

(Single Side Band、 SSB) 信号だけを光ヘテロダイン検波することで、光領域でミリ波信号を IF 帯にダウンコンパ
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ージョンするため、上述の波長分散の影響をほとんど受けない。さらに、本提案では、光ヘテロダイン検波に必

要な全ての要素、すなわち、ローカル光/キャリヤ光の光源、これらの光源の周波数安定化回路、さらに偏波

ダイパーシティ受信回路を送信側の光キャリヤ発生部に集約し、各光受信器は、単一の中間周波数帯

(Intermediate Frequency、 IF) 帯の受光素子と復調回路だけで構成することができる。これにより、システム全

体の構成の簡素化を実現する。

以下、本提案方式のシステム構成と原理について説明した後、アクセスネットワークを模擬した 10km の SMF

(Single Mode Fiber) のl.OGb/s 伝送実験を行ない、本方式の有用性を示す。また、得られた結果から、無線

基地局において、光源および光アンプを用いない構成で、どの程度の光リンクパジェットが得られるか考察す

る。さらに、センタ局からキャリヤ光を供給するループ。パック伝送を実際のシステムで運用する際に課題となる、

光伝送路中の反射光の影響についても解析、実験の両面で検証する。

4. 2 ループパック型光ヘテロダ、イン方式

4. 2. 1 システム構成と原理

光ヘテロダイン検波は高感度特性を有するコヒーレント受信方式の1っとして知られており、受信側でこの技

術を用いることで、直接検波方式と比べて 15~20dB 程度の感度改善が得られる。これにより、最小受信感度

を引き下げ、リンクパジェットを拡大することが可能である。ミリ波帯光ファイバ無線アクセスシステムにおいても、

光受信器に適用することで、双方向のファイバ伝送損失と 60GHz 帯光変調器の不十分な変調効率を補填し、

光アンプを用いることなく、十分な上り光リンクパジェットを確保で、きることが期待される。

光ヘテロダイン検波を適用する場合、従来の方法によると、各光受信器において下記の3つの機能が必要に

なる。

(1) 高い周波数安定性を有するローカル光/キャリヤ光用の光源

(2)IF 帯信号の周波数を安定化する周波数安定化機能 (Automatic Frequency Control、 AFC)

(3) 上り光信号の偏波変動に依存することなく一定の受信品質を維持するための偏波無依存化機能

(偏波追尾機能、ダイパーシティ受信回路など)

しかしながら、通信型アクセスネットワークにおいては、光受信器は無線基地局と1:1で接続されるため、無線

基地局の数に応じて上記の構成が必要になり、システムが非常に複雑になる。 2章でも述べたように、これまで

に提案された方式の中で、文献[15 ， 16Jで報告されている方式では、コヒーレント SCM 方式において用いられ

ていた位相雑音キャンセル技術日7Jを適用することで、光源の位相雑音と周波数ドリフトを相殺する機能を有

するため、上記のうち (1) 高い周波数安定性を有する光源、および (2) 周波数安定化回路は不要である。しか

しながら、 (3) の偏波無依存化を含めて経済化手法を提案した報告は見られず、偏波追尾機能や偏波ダイパ

ーシティ受信を必要とする。

このような課題を克服する方式として、本論文で提案するルーフ。パック型光ヘテロダイン方式のコンセプトを

図4. 1 に示す。本方式においては、センタ局に1つの共用型光キャリヤ発生部が設置され、収容する全ての無

線基地局と光受信器に、上りキャリヤ光とローカル光をそれぞれ供給する。光ヘテロダ、イン検波に必要な機能
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すなわち、上述の (1) ローカル光/キャリヤ光用の光源、 (2)AFC 機能、 (3) 偏波無依存化機能は全て、この

送信側モジューノレに集約されており、収容する複数の無線基地局と光受信器で共用することが可能である。こ

れにより、各光受信器において、上述の(1) "'(3) の複雑な構成や 60GHz 帯部品を用いることなく、光ヘテロ

ダイン検波を実現できるため、システム全体の構成を簡素にできる。

図4. 2に、本方式におけるシステム構成を示す。光キャリヤ発生部には3つの光源 (LD-l 、 LD-2 、 LD-3)

が設置され、必要に応じて AFC を用いて、それぞれの波長(ん、 λ'c2、 λd (=C/!c1 、 C/!C2 、 C/ん、 C: 光速)

が (4. 1) 式で表される配置になるよう制御されている。

|んーんl=fRF :I:ル-1
|んーんl=fRF :I: fIF-2 (4. 1) 

(ん=え i=川

(4. 1) 式において、jiw は上り無線信号のキャリヤ周波数で、あり、か l、か四2 は IF 信号のキャリヤ周波数を表

している。 (4. 1) 式を満たす3波の光信号の波長についてはいくつかの組み合わせがあり、この波長配置に関

する議論は4. 2. 3項(図4. 5参照)で述べる。図4. 2では例として、下記の (4. 2) 式で表される波長配置を示

している。

fcl -fc3 = fRF -flF-1 

/ム -fc2 = fRF + fIF-2 (4. 2) 

LD-3(λc3 (= C /ん))の出力光信号はローカル光として光受信器に分配される。このローカル光の電界は、下

記の (4. 3) 式で表される。

Ew  (t) = .J2PW ∞s{ 27r!c3t + ﾘ3 (t)} 
(4. 3) 

(4. 3) 式において、 Pw とめのはそれぞれ光電力と位相雑音成分を表している。

一方、 LD-l (λ.c1 (= c /ん) )と LD-2 (λ'c2 (= c /ん))の出力光信号を偏波ビームカプラ (Polarization Beam 

Coupler、 PBC) で合波し、互いに偏波が直交し、かっ等しい光電力を有する2トーンのキャリヤ光を生成し、必

要に応じて光アンプで光電力を増幅した後に、無線基地局に上り光キャリヤとして分配する。尚、上記の内容

とは逆に、波長λc3 (= c /ん)の光信号を無線基地局に上りキャリヤ光として分配するとともに、直交偏波合成し

た2波(ん(= c /ん)、 λ.c2(= c /ん) )のキャリヤ光をローカル光として光受信器に分配しても、同様の信号処理を

行える。このような偏波直交状態の光信号を用いることで、文献[18Jの報告と同様に、後述するように偏波ダイ

ノ〈ーシティ受信を実現する。以下では、 (4. 3) 式で表される波長λc3(= c /ん)の光信号をローカル光として光

受信器に分配し、直交偏波合成した2波 (λ.c1 (= c /ん)、ん(= c /ん))のキャリヤ光を無線基地局に供給する

場合について説明する。
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ところで、、本提案方式の構成では3波の光信号を生成する LD-l 、 LD-2 および LD-3 に高出力特性の光源を

用いるか、図4. 2に示すように PBC と LD-3 の両方、もしくはし、ずれかの後段において高利得および低雑音特

性を有する EDFA 等の光アンプを用いることで、 1つの光キャリヤ発生部が収容できる無線基地局、光受信器

の数を増やせるため、光キャリヤ発生部の共用効果を高められることに注意されたい。

さて、無線基地局においては、偏波依存性の小さい光変調器を用いて、 2トーンの上りキャリヤ光を 60GHz 帯

上り無線信号により一括して変調する。光変調器の出力光信号は、上り光信号として光ファイバを介して光受

信器に送信される。上り無線信号における変調方式に2値 ASK(Amplitude Shift Keying) を用いた場合、上記

の変調光信号の電界は下記の (4.4) 式で表すことができる。

E mod (t) = .J 2九 (1 + ma i COS 21rfRF t) [cos{ 21rfclt + 砂1 (ム O)} + cos{ 21rfc2t + れ(ムo)}l

(4. 4) 

(4.4) 式において、九、 m、 a;、ならびに伶 (t， L) はそれぞれ光電力、光変調度、データのシンボル値(= 0 

もしくは 1) 、ならび、に上り光ファイバ伝送距離 L における位相成分を表すこととする。ここで、光変調度 m が非

常に小さいことから、 (4. 5) 式に示すテイラー展開を適用し、 2次以上の項を無視すると、上記の変調光信号

の電界は (4. 6) 式で近似することができる。

(1+X)k =1+ む +lk(k-伽2+ わ1<1)
2 ' • I (4. 5) 

Emod (t) ~ .J2Pu (1 +トcos川いs{ 2tifc1t + ﾘ1 (t ,O)} + cos{ 2tifc2t + Ø2川
(4. 6) 

長さ L の光ファイバを伝送した後、光受信器で検波される上り光信号の電界は、下記の (4. 7) 式で表すこと

ができる。

Eu (t) 氏、/2Pu cos{ 2 Jf!clt- β (!c1).L + ﾘ1 (t , L)} 

+ t mG z JE不os {2Jf(!C1 ー んF )t β (!C1 んルωFバ)川L+川川+吋叫州叩砂仇州削帆川川1パρι川川(ο仏川山tムμ仙， L)幻)

+ヤ十シ竹m附帆α t 、J広戸阿応応E可τ不口C∞O山Lん1+巾んルωωFババ)μ)t -ß(ト一
+J2王方? c∞os{ 2J尾4佑Eず抗ifc2ι仏Cιc2 t 一 β削(!，んr二い.c2). L +吋6仇2ι(ο仏t人ヲ， Lω)片} 

+十ma; J2す山(んんF )t 一 β (!c2 一 !RF ). L + 山)}

+十ma ;.J2Pu 山(ん+んF )t -ß(ん+んF).L + 何人 L)} 

ここで、 βU) は伝搬定数である。
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光受信器においては、受信した上り光信号をローカル光と合波した後、受光素子に入力することで、光ヘテ

ロダイン検波を行う。この検波において、ローカル光と、図4.21こ示す第1のサイドバンド光信号 (SSB-l)及び

第2のサイドバンド光信号 (SSB-2) との聞のビートとして、周波数がかーl と fIF-2 の2波の IF 信号が出力される。

この IF 信号の電界は、次の (4. 8) 式で表される。

EIF (巾 mai店主日osθ COS(2JifIF_lt+ (1) + sin e. COS(2JifIF_2t + ψ2) } 

(ψ1- 川l ーんF) . L + ﾘ1 (t, L) 一削)
問 --β(lc2 ーんF).L+ 仇 (t， L)-Ø3(t) (4. 8) 

ここで、 θ はローカル光と第1のサイドバンド光信号の偏波方向の角度差、また料、めは2波の IF 信号の位相

成分を表す。

(4. 8) 式は、図4. 3に示すように、偏波ダイバーシティ効果により2波の IF 信号の信号振幅がそれぞれ

cosθおよひ、 sinθ に比例して変化することを示している。また、光キャリヤ発生部において3波の光信号の波長

を制御することで、全ての光受信器における IF 信号の周波数安定性を担保していることに注目されたい。

P 

le=ool 

IF二I

。 f 

区ヨヨ

。

P
hF-l hF-2 

f 

庄三日

。
fﾌF-l hF-2 

f 

図4. 3 各偏波状態における2波の IF 信号
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これらの2波の IF 信号は、変調方式として ASK を用いている場合には、二乗検波特性を有する単一の包絡

線検波器で検波し、ローパスフィルタを通過することで、送信データを再生することができる。包絡線検波器の

出力信号の電界は、次の (4. 9) 式で表すことができる。

E BB (t) oc {E lF (1)}2 

=m 2 αj2pLO ・九 . 

[cos 2θ cos 2 (27if1F -1 t + ψ1) + sin 2θ ・ cos 2 (2祈F-2t 十円 ) +2cos8sinθ ・ COS(27ifIF_I t + ψ1 )・ cos(2析'F-2川町)]

=トγPw 凡
[1 + sin 28 ・ cos{2π(fIF-2 -fIF-l)t+ 町一 ψ1}+ sin2θ.co中叫んFー1 + fIF-2)t + ψ1+ 的}

+cos2θ ・ cos2(27ifIF_l t + ψ1)+叩2θ. cos2(2析F-2t + ψ2 )] 

(4. 9) 

(4. 9) 式の第1項は所望の復調信号を表している。一方、他の項については、第2項は2波の IF 信号のビート

成分、第3項は和周波成分、第4項ならびに第5項は2次高調波成分を表しており、図4. 4に示すように、これ

らをローパスフィルタで、除去することで、送信された上りデータを抽出できる。 (4. 9) 式の第1項に注目すると、

上り光信号の偏波状態を表す変数θを含まないことから、復調されるデータ信号の振幅は、上り光信号の偏波

状態に依存せず、一定の値になることが分かる。さらには. 9) 式は、包絡線検波を用いた場合には、 IF信号の

周波数変動および位相雑音が復調信号に影響を与えないことを示している。ただし、 IF 信号の周波数変動が

大きく、 IF 信号スペクトルの一部が包絡線検波器の前段のバンドパスフィルタで除去され、電力が変動する場

合には受信感度の劣化が生じる。この受信感度の劣化を抑えるために許される IF 信号の周波数変動は、

Gb/s 級の伝送速度の場合、数 100MHz 以内であることが知られている[13J。尚、バンドパスフィルタの帯域を

広めに設定すれば、上記の周波数変動の影響は小さくなるが、雑音帯域幅が拡がることによる感度劣化が生

じるため、実際にはバンドパスフィルタの帯域は必要最低限に小さく設定することが予想される。本提案方式で

は、 2波の IF信号を生成するため、 IF信号帯域幅としては、通常の IF信号が1波の場合の2倍の帯域を必要と

し、例えば、シンボルレートの概ね 5"-'10倍辺りの周波数帯において、シンボ、/レレートの4倍程度の信号帯域を

確保することになる。後述するように、変調方式として 2 値 ASK を用いた1.0Gb/s の伝送実験系においては、

IF 周波数を 5.0GHz、 7.5GHz に設定し、 IF 信号帯域幅、すなわちバンド、パスフィルタの通過帯域は 4.5GHz

程度に設定した。

また、以上の説明においては、単一の包絡線検波器を用いて、 2波の IF 信号をまとめて検波することを想定

していたが、 2波の IF 信号をフィノレタで、分離し、それぞれ別の包絡線検波器で検波するとし、う別の方法も考え

られる。後者の場合、 2波の IF 信号のビート成分は発生しないが、検波回路が2つ必要になるため、光受信器

の構成は複雑になる。このように、復調器については2つの構成法があり、構成の簡素さと4. 2. 3. 2で詳しく

考察するビートによる干渉品、うトレードオフがあるが、本稿では、構成の簡素化を優先し、単一の包絡線検波

だけを用しも構成について解析と検証を行う。
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4. 2. 2 SNR の解析

復調されたデータ信号の信号対雑音電力比 (Signa!-to-Noise Ratio 、 SNR) について解析する。本節の解析

では、 (4. 9) 式で示した不要成分(主に周波数万四ーか-1のビート成分)の干渉は無視し、主にローカル光のシ

ョット雑音と、熱雑音等の IF 帯回路雑音から成る光受信器の雑音だけを考慮して SNR を定式化する。周波数

fJF-2 -fJF-j のビート成分の干渉も考慮した信号対干渉雑音電力比 (Signa!-to-Interference-and-Noise Ratio 、

SINR) の解析については、 3波の光信号の波長配置の設計論と合わせて4. 2. 3項で述べる。

まず、受光素子の出力信号、すなわち第1の IF 信号(IF-l) 、第2の IF 信号(IF-2) および受信器雑音、の振

幅スベクトノレlこついて下記のように表す(図4.4参照)。

卜 GIF- 1 (f): IF -1 signal (f1F _)) 
Outputs of the IF -band photo -detector :イ . GIF -2 (f): IF -2 signal (fIF -2) 

卜 N(f) : receiver 目 n01se

P 

。 五件l .五F-2
(a) IF signal at e = 450 

P 

Receiver noise 

IN(f)1 

f 

壬PF巨司 lnterference (Beat component) 

|らけ-2 (f) I 

o Rb fIF-2 -fIF-
/ 

Rb: 8ft rate 

(b) Output of envelope detector 

図4.4 偏波状態θ=450

における包絡線検波器出力の復調データとビート成分
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包絡線検波器の出力信号は、それぞれの入力信号同士のビート成分であり、それぞれのスペクトルを下記に

示すように表す。

• GJF-lxJF-l (f): IF -1 and IF -1 1 
ト signal

• GJF-2xJF-2 (f): IF -2 and IF -2 j 

Outputs of the envelope -detector : • GJF-lxN (f): IF -1 and noise 1 

• GJF-2xN (f): IF -2 and noise ~ noise 

.GNx〆f) : noise and noise J 

上記の成分のうち、 (4. 9) 式で示したように GIF-JxJF-J (f ) および GIF-2xJF-2 (f ) の重ね合わせが復調データを

構成し、他の項は雑音である。

復調データ信号の SNR は、復調器後段のローパスフィルタ (Low Pass Filter、 LPF) を通過するデータ信号の

電力 (ps ) と雑音成分の電力 (Pn) の比である。まず、復調データ信号の電力については、 LPF の伝達関数

H(f)を用いて下記のように表すことができる。

4=ι IGIF ー lxJF ー 1 (f) + G 1F-2xlF-2 (f)1
2 
.IH (f)1

2 
df 

=に Icos 2θ GSxs (f) + 町 2θGSxS (f)1
2 
.IH (f)12 

df 

=ιIG SxS (f)1
2 .IH川2df

(4. 10) 

ここで、 GSxS (fノは、 2波のサイド、バンド (SSB-1 、 SSB-2) のいずれかの偏波方向が、ローカル光の偏波方向と

一致した場合の、包絡線検波器の出力における復調データの振幅スペクトルで、ある。

次に、雑音成分について、下記の前提を置くと、

(1) 包絡線検波器の入力において IF 信号の電力が、雑音電力に比べて十分大きく、

雑音雑音のビート成分、 GNxN (f人を無視できる

(2) 受信器雑音、 N(f)(主にローカル光のショット雑音と受信回路の熱雑音)が、

全周波数域で一様な白色雑音特性を有する[19]

雑音成分の電力九は下記のように表すことができる。

凡=仁 jGIF _1xN (f)j2.IH川2 df + [, IG lF -2xN (f)12 
.IH (1)1

2 
df + に IGNxN (1)12 .IH川2 df 

2 に Icos e. GSxN川2 .IH(1)1
2 
df + ιIsin e. GSxN叫2 .IH (1)1

2 
df 

=仁 IGSxN叫2.IH川2 df 

(4. 11) 
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ここで、 GSxN (f ノは、 2波のサイド、バンド (SSB-l 、 SSB-2) のいずれかの偏波方向が、ローカル光の偏波方向

と一致した場合の、包絡線検波器の出力における IF 信号雑音聞のビート成分の振幅スペクトルで、ある。以上

から、復調データの SNR は、下記のように表すことができる。

p r IG SxS (/)1
2 .IH (/)12 

df 
SNR = 二2...__←∞

凡仁IGSxN (/)1
2 .IH (/)12 

df 

(4. 12) 

以上の結果から、 SNR が偏波方向を表す変数θに依存しないことが分かり、本方式においては、上り光信号

の偏波状態に依存せず、一定の受信品質が得られることが明らかになった。また、本方式においては、偏波ダ

イパーシティ受信を実現するために、光受信器において等しい信号電力を有する2波のサイド、バンド光信号を

検波する必要がある。これに対して、光受信器で偏波追尾機能を有しており、上り光信号とローカル光の偏波

状態が常に一致するとしち理想の状態を仮定すると、 1波のサイドバンド光信号を検波するだけで (4. 12) 式と

同じ SNR が得られる。すなわち、このような理想状態と比較すると、本方式では同等の受信品質を得るために2

倍の光電力の上り光信号を必要とする。言い換えると、本方式は 3dB の受信感度のペナルティを犠牲にして、

全く偏波追尾機能を必要とせずにデータを復調することができる。

以上説明したように、本方式では、光ヘテロダイン検波に必要な主な機能が送信側の光キャリヤ発生部に集

約されており、それぞれの光受信器において、単一の IF 帯の受光素子と包絡線検波器だけの構成で、 AFC

機能と偏波無依存化機能を有する高感度光受信を実現することができる。このような機能の集約のために、セ

ンタ局には精密に波長が制御された3波の光源を設置する必要があるが、複数の無線基地局で共用すること

が可能であり、これらの光源がシステム全体のコストに与える影響は極めて小さい。尚、本方式と、無線基地局

で光アンプを用いる従来の構成とのシステムコストの比較については、 4. 5節で議論する。

4. 2. 3 波長配置と IF 周波数の設計

本節では、本提案方式を実現するための光信号形式、すなわち3波の光信号の波長配置について整理し、

波長分散耐力、および、前節の SNR に関する解析では省略した、 2波の変調信号同士の干渉の観点から利害

得失を論じる。

4.2.3.1 2波のサイドバンド光信号(SSB-1 、 SSB-2) 聞の波長分散の影響

ローカル光、上り無線信号の中心周波数および2波の IF 周波数をそれぞ、れλ出 JRF-u ， fIF-l、万円で、表すと、

(4. 1) 式から、波長んとん2 についてそれぞ、れ4つの候補が考えられる(図4. 5) 。光受信器において、

SSB-l および SSB-2 として、 2波のキャリヤ(波長λCJ 、 λ'c2) の上側波帯信号 (Upper Side Band 、 USB) と下側波帯

信号 (Lower Side Band 、 LSB) のいずれのサイドバンド光信号が検波されるかは、採用する波長配置によって

具なる。例えば、図4. 5で表される波長配置のうち、波長んに la、波長んに 2c を選択した場合(以下、この

ような波長配置を[la-2c]と表す)には、波長んのキャリヤ光の LSB と波長λ'c2のキャリヤ光の USB がそれぞれ

SSB-l 、 SSB-2 として検波される。 2波のサイド、バンド光信号 (SSB-l 、 SSB-2) の聞の波長間隔に注目すると、図

4. 5に示した波長配置の候補は表4. Hこ示す2つのグツレーブβ(グノレーフ。 A、グループ。 B) に分類できる。
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Group 

A 

B 

2b 

SSB-l 
(either one) 

SSB-2 
(either one) 

図4. 5 波長配置の候補

lc ld 

J4ii4! 

2c 

λ 

λ 

表4. 1 2波のサイドバンド信号間の波長間隔を基にした波長配置の分類

Wavelength allocation 

la-2a lc-2a 
lb-2b ld-2b 

la-2c lc-2c 

lb-2d ld-2d 

lb-2a ld-2a 

la-2b lc-2b 
lb-2c ld-2c 

la-2d lc-2d 
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Wavelength difference .dSSB 

λ2(JうF一一五一1) さ λ2 (J7F -LF) 
(jiFLF)2  c-λ-2一一1) c 

λ2 (JIF-2 十五Fー1) _λ2 (/F LF ) 
~ -VIF-2 + JIF-1 

c-λ(fIF-2 + fIF-1) - c 

λ: wavelength of sideband signal 
c:v巴locity of light 



本方式においては、偏波ダイパーシティ効果を得るために、互いに直交した偏波状態にある2波のサイドバ

ンド光信号 (SSB-l 、 SSB-2) によりデータを伝送するが、ファイバの波長分散の影響で、この2波の包絡線の聞

に下記の (4. 13) 式で表される時間差Ll Tが生じる。

I'1T = DL .I'1SSB 
(4. 13) 

ここで、 D と L はそれぞ、れファイバの分散、上りファイバ伝送距離を表している。また、 LlSSB は SSB-l と SSB-2

の聞の波長間隔を表しており、グルーフ。 A およびグループ，o B でそれぞれ下記の式で得られる値になる。

グノレーフ。 A

グツレーフ。 B

L1SSB 主主(ん-2 -hF-1) 
C 

L1SSB 主主(hF-2 +ん-1 ) 
C 

この包絡線の時間差が大きくなると、復調データの符号間干渉を引き起こすことで伝送品質を劣化させる、分

散ペナルティが発生することが懸念される。例えば、数 GBaud のシンボ、ルレートで、数 Gb/s の伝送を行う場合に

は、 IF周波数として 10GHz 以上の周波数を設定する必要があるが、グ、ループB の波長配置を用しもと、 2つの

サイドバンド光問の光周波数間隔が数 10GHz になる。この状態で1.55μm 帯を用いて SMF を伝送する際には、

(4. 13) 式で示す時間差が数 10ps になり、シンボルレートの l 割以上になってしまうため、受信品質への影響

が懸念される。 (4. 13) 式に示すように、この時間差は SSB-l と SSB-2 の聞の波長間隔に比例するため、上記

の波長分散による受信品質の劣化を抑えるためには、表4. 1で、グループ。 A で表す波長配置を選択するのが

望ましい。

4.2.3.2 2波の IF信号の周波数間隔

光受信器において光ヘテロダイン検波後に得られる2波の IF 信号を、偏波ダイパーシティ効果を得るため

に包絡線検波することで、 (4. 9) 式に示すように、所望の復調データ信号に加えて、周波数fìF-2 -fìF-l のビート

成分を含む不要な成分を生成する。 2波の IF信号の周波数間隔を十分に確保しておかないと、図4.41こ示す

ように、包絡線検波器出力において、上記のビート成分のスペクトルの一部がデータ信号のスベクトノレに干渉

し、受信品質が劣化する。一方、周波数間隔を広くすることでこの干渉を抑えることができるが、前項で述べた

波長分散の影響が大きくなることで受信品質の劣化が起こる可能性があり、さらに光受信器で用し渇受光素子

と包絡線検波器に広帯域性が要求されるので、システム構成が複雑になることが懸念される。

ここで、このビート成分による干渉に起因する受信感度劣化を定式化する。復調データの BER(Bit Error 

Rate) 特性は、主に上記のビート成分( f�F-2 -fìF-l) による干渉と、ローカル光のショット雑音を含む受信器雑音

で決定される信号対干渉雑音電力比 (SINR) に依存する。復調後のデータ信号と干渉成分の電力比を信号対

干渉電力比 (Signal-to-Interference Ratio 、 SIR) と定義すると、これら SINR、 SIR と (4. 12) 式に示した信号対

雑音比 (SNR) の関係は、下記の (4. 14) 式で表すことができる。
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(干渉成分電力)+(雑音成分電力)SINR-1 = ' I 1;:"/ ";1V/~ .~~J I..'.~"'~ ~ I_'~/J J:t!./J I = SIR-1 + SNR-1 

(信号成分電力)
(4. 14) 

所定の受信品質(BER) を満たすシステムを実現するための所望 SINR をyとすると(例えば、 10-9 の BERを実現

するための所要 SINR は、 r= 36 = 15.6 dB である)、ビート成分の干渉による受信感度ペナルティは、 SNR のy

に対する比と考えることができるため、 (4. 14) 式から、対数表示で下記の式で表すことができる。

penalt){ dB]= -1 01噌l怖)一10同

ここでで、、干渉成分は主にピ一ト成分(J五~p.昇向'-2 -)五5F一l庁)で

ができる(図4. 4参照)。

SIR = 主ニ [JGsxs(f)12 'IH(f)12 df 
~ 

再 [JGIF-…州 IH叫ィ

(4. 15) 

(4. 16) 

ここで、 PS と Pi はそれぞれデータ信号と干渉成分の電力であり、 GSxs (f) 、 GIF-lxIF-2 (f) はそれぞれデータ信

号と2波の IF 信号のビート成分(!IF-2 -!IF-l)のスペクトルで、ある。また、 H(f)はローパスフィルタの伝達関数であ

る。

(4. 9) 式に示すように、ビート成分を表す項は偏波角の差θを含み、その振幅が sin2θ に比例するため、受

信感度劣化は上り光信号の偏波状態に依存し、 θ450で最大になる。 IF 周波数の設定の際には、これらトレ

ードオフの関係にある、ビート成分の干渉による受信感度劣化と、前述の波長分散の影響、受信器構成の複

雑化を考慮する必要がある。尚、図4.4では、データが矩形パルスで、伝送され、信号スベクトノレがサイドローブ

を有する様子が示されているが、実際の無線伝送では、コサインロールオフ等のフィルタリング1こよりサイド、ロー

プが無い状態でデータ伝送を行うことが予想されるため、図4. 4の状態に比べて、ビート成分の干渉の影響は

小さくなるものと考えられる。

4. 3 伝送実験とリンクパジェットに関する考察

4. 3. 1 1.0Gb/s 伝送実験

本提案方式の有用性を検証するために行った、1.0Gb/s の伝送実験結果を示す。

実験系を図4.61こ示す。 60GHz 帯上り信号と2波の IF信号の中心周波数をそれぞれ 61.0GHz と、 5.0GHz、

7.5GHz に設定した。 3波の光信号の生成には波長可変光源 (Tunab1e Laser Source、 TLS) を用いて、図4. 2 
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に示す波長配置(図4. 5の[lb-2d]) になるよう、それぞれ 1538.01 、 1538.99 、 1538 .45nm (=195.058 、 194.933 、

195.002THz) に設定した。尚、今回の実験では、 3つの光源をフリーランの状態で動作させ、 AFC を用いた安

定化は行わなかったが、波長安定性に優れたTLSを用いたため、実験において大きな周波数変動は見られな

かった。波長ん、 λc2 の2波の光信号を偏波ビームカプラ (PBC) で合波し、互いに偏波が直交した2トーンの上

りキャリヤ光を生成した。この上りキャリヤ光は、偏波依存性の小さい( 1.0dB 以下)電界吸収型 (Electro

Absorption 、 EA) 変調器に入力し、 61.0GHz のミリ波キャリヤと1.0Gb/s の PRBS (Pseudo Random Bit 

Sequence) 信号をミキシングして生成した 6 1.0GHz の ASK信号で変調した。 EA変調器のバイアス電圧は-1.8V

で、 6 1.0GHz の変調信号の平均電力は+10dBm とした。

(Shared) Optical carrier generator 

5th・BT;j~ ニ938MHz 4.0-8.5GHz 

ASK modulation 

( 4 

図4. 6 1.0Gb/s 伝送実験系

TLS: Tl1nable Laser SOl1rce 
PBC: Polarization Beam Coupler 
EAM: ElectroAbsorption Mod111ator 
PPG: Pulse Pattern Generator 
PC: Polarization Controller 
ATT: Attenuator 
BERT: Bit Error Rate Tester 
BT:B巴ssel幽Thomson

EA 変調器から出力された変調光信号は 10km の SMF(Single Mode Fiber) を伝送させた後、上り光信号とし

て光受信器に入力した。光受信器においては、上記の上り光信号を TLS-3 から出力したローカル光(λd)と合

波させた後、受光素子と 20dB ゲインのアンプで構成される ü/E レシーバ(Agilent/HP 11982A)に入力して、光

電力が+2.8dBm のローカル光を用いた光ヘテロダイン検波により、 2波のサイドバンド、光信号、 SSB-1 、 SSB-2 、

を検波した。

ü/E レシーバの出力信号(jjF-I 、 jjF-2)については、 1dB 帯域が 4.0GHz から 8.5GHz で、あるバンドパスフィル

タを通過させた後、二乗検波特性を有するダイオード検波器で検波した。ダイオード検波器の出力信号は、カ

ットオフ周波数が 938MHz のベッセルトムソンフィノレタを通過させた後、 BER を測定した。

図4. 7に、 EA変調器の入出力光信号とローカル光のスペクトルを測定した結果を示す。図4. 7(a)は、 EA変

調器の入力光信号が2トーン光であり、光周波数間隔が 124.5GHz(= (jjw -jjF-I) + (f/lF +万四))であることを示

している。実際には、この2トーンは互いに直交した偏波状態にある。図4. 7(b)は、 EA 変調器の変調作用によ
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り、入力光信号に 61.0GHz 離調のサイドバンド光信号が発生したことを示している。図4. 7(c)はローカノレ光波

長λc3 付近の光スペクトルを詳細に示しており、 2波のサイド、バンド、光信号がほぼ等しい光電力を有し、またロー

カル光との光周波数差がそれぞ、れ所定の 5.0GHz(= ./ÌF-/) と 7.5GHz (=./ÌF-2) になっていることを示している。

図4. 8は、 3つの偏波状態、すなわちθ= 00、 450 、 900、において O/E レシーバから出力された IF 信号のス

ベクトルと波形を示している。図4. 7(c)で、示した光信号の光ヘテロダイン検波により、中心周波数が 5.0GHz(=

./ﾌF-I )と 7.5GHz(= ./ÌF-2) の2波の IF 信号が生成されたことが分かり、また偏波状態によってそれぞ、れの信号電

力が変化することも見て取れる。図4. 9に、 2波の IF 信号(IF-l 、 IF-2)の信号電力を規格化した値および測定

結果から算出した2波の IF 信号電力の合計値とθの関係を示している。 (4. 8) 式で示したように、 2波の IF 信

号電力がそれぞれ偏波状態 (θ) に応じて変化しており、また、 2波の合計値は偏波状態に依存せず、ほぼ一

定の値になっていることが分かる。
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また、図4. 8から、上り光信号を 10km の SMF を伝送させた後でも、 IF信号は上り信号の偏波状態に関わら

ずほぼ同様の包絡線を有することが分かる。この結果は、 2波のサイドバンド光信号、 SSB-1 、 SSB-2、の波長

間隔がわずか O.02nm(この波長帯において 2.5GHz(= fiF-2 -fiF-l ) に相当)であるため、アクセス区間における

波長分散の影響が非常に小さいことを示している。 4.2.3. 1の (4. 13) 式を用いて、光ファイバの分散 D=

17 ps/km/nm として計算すると、 2波のサイドバンド、光信号聞の包絡線の時間差、 LJT、はわずか 3.4ps と算出さ

れ、伝送速度l.OGb/s のデータのパルス幅l.Ons に比べて十分に小さし、ことが分かる。尚、図4. 8の結果では、

測定器が有する雑音の影響が見えているが、同図の信号スベクトノレや後に図4.11で示す受信特性にも見ら

れるように、実際には十分な CNR が得られている。
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図4. 10に、ダイオード検波器の出力電圧を規格化した値と偏波方向の差θの関係を示す。ダイオード検波

器の二乗検波特性により、図4. 10の結果も、図4. 9に示す IF 信号電力と偏波状態の関係を示す結果と同様

に、非常に良好な偏波状態無依存性を示していることに注目されたい。図4.10は、 2波の IF 信号(IF-l 、

IF-2) をまとめて検波することで、ダイオード検波器出力の電圧が、上り光信号の偏波状態に依らず一定の値

になることを示している。

図4.11は上り光信号のサイドバンドの電力と BER の関係を、また図4. 12はサイド、バンド光信号の電力が

-40dBm における、偏波状態と BER の関係を示している。図4.11は、いずれの偏波状態においても十分なア

イ開口が得られ、また、 10km の SMF 伝送後も BER 特性の劣化は見られず、 -40dBm のサイドバンド光信号電

力において偏波状態にかかわらず 10-9 以下の BER が得られたことを示している。ここで、ローカル光のショット

雑音が十分に大きく、他の雑音成分の影響を無視できると仮定し、復調データの信号帯域を1.0Gb/s信号のメ

インローブに等しい1.0GHz とすると、 (4. 12) 式で示す SNR を基に、 10-9 の BER が得られる受信感度は

46.3dBm と算出できる。よって、本実験結果においては、ショット雑音限界に比べておよそ 6dB の受信感度劣

化が生じている。受信系で用いた光・電子部品の特性を測定した結果から、 ü/E レシーバの雑音に起因して

およそ 3.7dB のペナノレティが生じ、残りのペナノレティについては、ローカノレ光の相対強度雑音 (Relative

Intensity Noise、 RIN) とバンドパスフィノレ夕、アンプ、ダイオード検波器の特性によると推定している。

また、図4. 12の測定結果から、復調データ信号の SINR の変動は、 back-to-back と 10km SMF伝送におい

てそれぞれ 0.6dB 、 0.8dB と算出できる。一方、 (4. 15) (4. 16) 式を用いて、本実験で設定した、伝送速度

1.0Gb/s 、 IF信号の周波数間隔2.5GHz のときの数値計算を行うと、 10-9の BER におけるビート干渉による SINR

の変動は 0.53dB で、あった。これにより、実験結果と計算結果の両面から、本提案方式において、偏波無依存

の高感度光受信を実現できることが示された。
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4. 3. 2 光リンクパジェットに関する考察

本項では、本提案方式を用いたシステムの光リンクパジェットについて考察する。システムにおけるパラメー

タを対数表示で定義すると、レベルダイヤの要求条件は、次の (4. 17) 式で表すことができる。

Pcw-Ldown +MEAM -Lup 三 SRX [dB] 

(4. 17) 

Pcw: センタ局から送信する各キャリヤ光の電力 [dBmJ

MEAM: EA 変調器出力のサイドバンド光信号と入力のキャリヤ光の電力比 [dBJ

Lup , Ldown : 上り伝送、下り伝送における光伝送路損失 [dBJ

SRX: 光ヘテロダイン検波の感度(サイドバンド光信号の電力) [dBmJ 

上り伝送、下り伝送における光伝送路損失はほぼ等しいので、光リンクパジェット L は下記のように表す

ことができる。

L1Jn + L品wn 1 /、
L二甲山~= = (Prw + M RAM -S RX) [dB] 2 2 、 '-'.V L.J.,/.… 山孟ノ

(4. 18) 

(4. 18) 式から、例えば、センタ局から送信する上りキャリヤ光の電力(pcw)を+10dBm とすると、本節で述べた実

験系では、 MEAM = -28dB 、 SRX = -40dBm (BER=10-9)であり、これらを例にとると光リンクパジェットは lldB と算

出される。

これらの結果により、提案方式により偏波無依存の高感度光受信を行い、無線基地局で光アンプを用いな

い経済的なシステム構成で、1. 3節で本研究の目的として掲げた 10dB 以上の十分な光リンクパジェットを有す

る 60GHz 帯光ファイバ無線上りリンクを実現できることが示された。

4.4 1心光ファイバ伝送時の反射光の影響 [20]

4.4.1 上り光信号受信時における反射光の干渉

これまで、の 60GHz 帯光ファイバ無線アクセスの上りリンクに関する報告の多く、また、 4. 3節で述べた検証実

験においても、センタ局から無線基地局へのキャリヤ光の光ファイバ伝送と、変調された上り光信号の逆方向

への伝送に別の光ファイバ心線を用いる、いわゆる2心伝送を想定していた。しかし、光伝送区間の設備費用

は使用する光ファイバの心線数に応じて増加するため、システムを経済的に構成するためには、 1心の光ファ

イパで、伝送で、きることが望ましい。また、有限の光ファイパ心線数を有効に用いるためにも、少ない心線数でデ

ータ伝送を行うことは重要な課題である。

1心の光ファイバによりルーフ。パック伝送する場合には、無線基地局において、図4.13に示すように反射型

EA 変調器[21Jなどの反射型の光変調器を用いた構成、または、透過型の光変調器と光サーキュレータを組み

合わせた構成を用いて、一方、センタ局においては、光サーキュレータを用いて、センタ局から無線基地局へ
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供給するキャリヤ光と、無線基地局からセンタ局へ送信されてくる上り光信号とを分離する構成が考えられる。

このような、ノレーフ。パックシステムにおける 1心光ファイバ伝送においては、 2心伝送の場合と比較して新たに

考慮すべき課題として、光伝送路中における反射光の影響が知られている[22J。すなわち、光伝送路内に存

在する複数の接続点の影響およびレイリー散乱等で、センタ局から無線基地局に供給するキャリヤ光の一部

が反射され、上り光信号と共に光受信器に入力されることで、干渉となり、受信品質を劣化させることが懸念され

ている。これまでに主に、光アクセスの代表的な構成である PON(Passive Optical Network) において、ノレープ

パック型の上り伝送を実現する際の反射光の影響について、盛んに検証結果が報告されている[23J。
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図4.13 1 心光ファイバ伝送のための無線基地局構成の例

反射光の干渉は、受光素子の出力において所望の信号への影響の仕方により、①反射光の存在そのものが

与える影響(ショット雑音、 RIN 等)と、②上り光信号との相互作用による影響(ビート雑音等)の2つに分類で、き

る。文献[22 ， 23Jで対象としているシステムでは、反射光と上り光信号の波長がほぼ等しいため、①と②の両方

の影響を受ける。

4.4.2 提案方式における反射光干渉とその抑圧効果

ノレーフ。パック型光ヘテロダPイン方式を適用した 60GHz 帯光ファイバ無線アクセスの上りリンクに、反射光が

影響を与える様子を図4. 14に示す。図4. 14 (a) は、光受信器の受光素子に入力される光信号、すなわち、

上り信号光(キャリヤ光とサイド、バンド)と2波のローカノレ光、反射光の波長配置を示している。ここでは、反射光

の影響を簡明に説明するために、 4. 2節において数式を展開して説明した光信号の分配手法とは逆に、 1波

のキャリヤを無線基地局に供給し、 2波の直交偏波状態の光信号をローカル光として光受信器に分配する手
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法を取り上げ、その方式における反射光干渉について検討する。

反射光は、センタ局から無線基地局に供給するキャリヤ光の一部が反射された光信号であり、受光素子の

入力時点、で、キャリヤ光とほぼ等しい波長を有している。図4. 14 (b) は、受光素子から出力される電気信号の

スペクトルを示している。尚、ここでは、受信回路で発生する熱雑音、及び各光信号の RIN 等の強度雑音につ

いては無視している。反射光が存在しない場合には、サイド、バンド、信号とローカル光のビート成分で、ある2波の

IF信号と、ローカル光のショット雑音だ、けが生成され、 (4. 12) 式で示したように、これらの電力比である SNRで

受信品質が決まる。
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i IF signal: Locallight -Sideband i 

店内-??!??-f!???11qm一一____\____J

Noise induced by Backreflection 

Beat: Backreftected light -Optical carrier 
Shot noise (backre刊ected light) 

~eat: Backreftected light ・ Locallight

Beat: Baclくreflected light -Sideband 

f 

(b) 受光素子から出力される電気信号のスペクトル

図4. 14 提案方式における反射光の影響

一方、反射光が存在する場合には、前項で述べた①に該当する成分として、主に反射光のショット雑音が発

生し、また、前項②に該当する成分としては、キャリヤ光とのビート成分、サイドバンド信号とのビート成分、及び、

2波のローカル光とのビート成分がそれぞ、れ発生する。ここで、これらの干渉成分の周波数の関係に注目する

と、まず、反射光のショット雑音については、全周波数領域に一様に拡がっており、 IF 信号に干渉することが分

かる。

ヒ、、ート成分については、反射光とキャリヤ光とのビート成分は直流付近に、また、サイドバンド信号及ひ、ロー

カル光とのビートはいずれも 60GHz帯と、所望の IF信号とは異なる周波数帯に発生することが分かる。よって、

IF 信号の周波数を、上記のビート成分から十分離れた帯域(数 GHz"-' lOGHz) に設定し、さらに、復調器の前
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段において、 IF 信号の周波数帯だけを抽出するような通過特性を有するバンドパスフィルタを用いることで、ビ

ート成分による干渉を抑圧できる。

このように、提案方式においては、前節で述べた反射光の影響のうち、主にビート雑音からなる②の相互作

用による影響を抑圧できるため、①の反射光によるショット雑音(及び RIN などの強度雑音)だけを考慮すれば

良く、両方の影響を考慮する必要がある従来方式に比べて、反射光干渉耐力に優れることが分かる。加えて、

①の反射光によるショット雑音についても、反射光の光電力に比べて、ローカル光の電力を十分に高く設定す

ることで、相対的に IF信号の電力を高め、かつローカル光のショット雑音限界状態にすることで、干渉の影響を

抑圧できる。

4.4.3 計算結果

本項では、前節の考察に基づいて、反射光による干渉が上り光信号の受信品質に与える影響を解析する。

前節で述べたように、反射光と上り光信号及びローカル光とのビート成分を十分に抑圧で、きた場合、受光素

子の出力における SNR は下記の式で表すことができる。

2S2ι(ξol+ξoJ 
SNR= 

2eS{(ξol+ξoJ寸 XRL}B
s九'8 " 1 

eB "1 +(~ XRL)/色。1+ι)
(4. 19) 

ここで、 S、 e、 PSSB 、 PW1 、 PW2、 Pc、 B はそれぞれ、受光素子の感度、電子電荷、サイドバンド、の光電力、 2波の

ローカル光の電力、キャリヤ光電力、及び信号帯域幅を表している。また、 RL は光伝送路の反射減衰量

(Return loss) を表しており、光伝送区間の構成に依存する値である。現状の光アクセスネットワークの接続点

では、メカニカルスフ。ライス及び融着接続や光コネクタ[24Jが用いられており、例えば、 B-PON(Broadband 

Passive Optical Network) の規格では最大-32dB と規定されている[25Jo (4. 19) 式から、反射光が無い場合と

比べた受信感度のペナルティは下記の式で表すことができる。

penalty = 10 logJO (1 +α) [dB] 
(4. 20) 

紅
一p切

p
c一
訓

一P
勺 (4. 21) 

ここで、 α は反射光とローカノレ光との電力比で、あり、この値により受信感度ペナルティが決定される。この関係、

について計算した結果を図4. 15に示す。この結果から、所望の受信品質を得るために必要なローカル光電

力の条件が分かる。例えば、反射光の干渉によるペナルティをl.OdB 以下に抑えたい場合には、ローカノレ光の

光電力を反射光のおよそ 3.9 倍 (5.9dB) 以上に設定する必要がある。センタ局から送信する光キャリヤの光電

力が+10dBm、 +20dBm の場合の、ローカル光電力と受信感度ペナルティの関係を図4.16に示す。反射減衰
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量として、前述の PON の規定値である 32dB に加え、ファイバ端面が開放された場合に、空気層との聞に生じ

るフレネノレ (Fresnel)反射の値 (-14dB 程度[24J) を設定した。図4. 16から、 PON の規定内では、いずれの送

信光パワーの場合で、も、ローカル光電力を-5dBm以上に設定することで、受信感度ペナルティをl.OdB以下に

抑圧できることが分かる。また、非常に大きな電力の反射光が発生するフレネル反射の場合で、も、それぞれ

+2dBm、 +12dBm 以上の高い電力のローカル光を用いることで、ペナルティを抑圧で、きることが分かる。

5 

penalty [dB] = 101oglQ(1 + α) 
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図4. 15 反射光とローカル光の電力比と受信感度ペナルティの関係

、、 Return 1088 -14dB 
、九Z(F附1el 叫叫on

、

、

、

、、 Tran8mit power +20dBm 
、

6 

5 

7 

、

、

、、

、

h 
旬

、.
句、

雪警噌町一一ー
『句地

鳴h

4 

3 

2 

一
回
℃
一
会
問
亡
。

t

Return 1088 ・32dB
(B-PON) 

。

+10dBm 

15 5 10 
Locallight power [dBm] 

ローカル光電力と受信感度ペナルティの関係

86 

。

図4. 16 

ー2
・5



4.4.4 検証実験

提案方式を用いて1心光ファイバ伝送した場合の反射光の影響について検証するため、l.OGb/s 伝送実験

を行った。図4. 17に検証実験系を示す。キャリヤ光源である LD-l (1 550.67nm) の出力を分岐し、一方は上り

伝送用のキャリヤ光として用いて、 EA変調器により 60.5GHz のl.OGb/s ASK信号で変調した後、上り光信号と

して 10km の SMF を伝送させた。もう一方の光信号は反射光として用いて、図中の偏光子 (Pol)と偏波コントロ

ーラ (PC) により、上り光信号とのビートが最大になるよう設定した。反射光と上り光信号の合波光を、互いに偏

波が直交した2波のローカル光により光ヘテロダイン検波した際の光スペクトルを図4. 18に示す。図示するよ

うに、検波するサイド、バンドと2波のローカノレ光との周波数差がそれぞ、れ 6.5GHz、 8.3GHz になるよう3台のレー

ザ光源の波長を設定した。

60.5GHz 

20 

。

品目20
てコ

2 ・40
0 

。ー
-60 

IF 仕equency: 6.5GHz, 8.3GHz 

図4.17 検証実験系
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図4. 18 光ヘテロダイン検波時の光スベクトノレ
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光ヘテロダイン検波により発生した2波の IF 信号 (6.5GHz 、 8.3GHz) は、まとめてダイオードで検波し、出力信

号の BER を測定した。図4.19に、反射光電力と、 10-9 の BER で定義する受信感度(サイド、バンド信号の光電

力)の関係の測定結果を示す。測定は、ローカル光の電力 (+O.OdBm、 +1.5dBm 、 +4.8dBm) と反射光と短波側

のローカノレ光 (L01) の偏波方向の角度差(e : 0。、 450 、 900 )をそれぞ、れ変化させて行った。

圃32
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∞ -33 
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0 

) 
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-争E・tl
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のてコ -38 
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図4.19 反射光電力と受信感度(BER=10-9)の関係

図4. 19の結果から、いずれの条件においても、反射光電力を-6dBmまで高めても、反射光干渉による受信感

度ペナルティが1.0dB 以下に抑えられていることが分かる。この結果は、光伝送区間の反射減衰量として

32dB を想定した場合には、センタ局から送信するキャリヤ光の電力を+26dBm とし、う非常に大きな値に高めら

れることを示唆しており、前節で述べたように、提案方式が反射光干渉耐力に優れることを示している。また、

図4. 19には、それぞ、れのローカル光電力において、 (4. 20) 式を基に計算した受信感度ペナルティについ

ても曲線で示している。これらのペナルティは、反射光が無い場合の測定結果と比べた値である。いずれの場

合も、反射光電力が小さい場合は、実験結果と計算結果がほぼ一致していることから、ビート成分による影響

の抑圧が実現されていると考えられる。

一方で、反射光電力が-2dBm を超えるあたりから、実験において計算結果より大きなペナルティが発生して

いることが分かる。この手離の要因を確かめるために、この事離量の反射光及びローカル光電力への依存'1主を

調べた。具体的には、実験において計算結果より過剰に発生したペナルティ (px) が、反射光及びローカル光

のショット雑音以外の過剰雑音(凡)による SNR の劣化により生じ、これらの関係が下記の式で表されると考え

た。
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2S2尺SB(~OI 十九J
SNR= 

[2eS{(九 +ξoJ+~XRL}+眠]B
SR~~ 1 1 

=一一--"""-X 一一一一×一一一一一一

eB 1+α1+α 

[a, ~ 2eS(/:m +~， + ~ XRL) 1 αx = 2eS(凡1+ P，m+~XRL)J

excess penalザラJ: = 101ogJ1 

(4. 22) 

(4. 23) 

これらの式は、 (4. 19) 式、 (4. 20) 式と同様に導出できるものであり、ショット雑音成分(分母)と過剰雑音成分

(分子)の比 ι により決定される過剰ペナルティが生じることを意味している。図4. 19に示す測定結果から得

られた過剰ペナルティの値を基に、過剰雑音電力比めと、反射光及びローカル光のパワーとの関係を算出し

た結果をそれぞれ図4. 20、図4. 21に示す。
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図4. 20 反射光電力と過剰雑音電力比の関係
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図4. 21 ローカノレ光電力と過剰雑音電力比の関係

図4. 20、図4. 21のいずれにおいても、横軸の光電力と過剰雑音電力比向が正の相関を有しており、過

剰雑音成分叫が、反射光電力とローカノレ光電力の両方に依存することを示唆している。このような雑音成分の

生成プロセスとしては、反射光および、ローカル光の強度雑音成分によるものに加えて、反射光(キャリヤ光)の

悶N 等の強度雑音成分とローカル光とのビートによるものが考えられる。これらのビート成分による過剰な受信

感度ペナルティを避けるためには、強度雑音が小さい光源を用いてキャリヤ光とローカル光を生成し、さらに、

ーこれらの光電力を過剰に大きな値に設定しなし、ょう考慮して設計する必要がある。

4. 5 光アンプを用いた場合とのシステム経済性の比較

本節では、システム構成の経済性の観点から有用性について議論する。図4. 22に、提案方式を用いたシ

ステム構成と、従来の研究報告に多く見られる、無線基地局において光アンプを用いた構成を示す。提案方

式では、光キャリヤ発生部において高出力および高い周波数安定特性を有する3つの光源を設置し、これらの

出力を上りキャリヤ光およびローカノレ光として、複数の光ファイバ無線リンクに供給する構成になっており、各

光受信器において光ヘテロダイン検波を行うことで、光リンクパジェットの拡大を実現する。一方、従来の研究

報告にみられる代表的な構成例として、センタ局からキャリヤ光を供給し、各無線基地局において EDFA 等の

低雑音特性の光アンプを用いて、光電力の損失を補償する構成がある。ただし、同図 (b) の構成で直接検波

型の光受信器を用しも場合には、 2章で述べたように、光ファイバの波長分散によって生じるフェージングの影

響を抑圧するために、フォトニックダウンコンバージョン (Photonic Down Conversion、 PDC) 技術を用いる必要

がある。図4. 22では、 PDC のための光信号処理を送信側で一括で行う構成を示している。
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(a)提案方式(ループパック型光ヘテロダイン方式)を用いたシステム構成

Dala 

(b)無線基地局で光アンプを用いるループパック型システム構成

図4. 22 提案方式を用いたシステム構成と無線基地局で、光アンフ。を用いるシステム構成

ここで、両者の構成部品について比較すると、図中で灰色で示した構成部品は両者共通のものであるから、

提案方式 (a) における偏波合成部品、および、無線基地局で光アンプを用いたシステム (b) におけるキャリヤ

光送信器 (Optical carrier transmitter) および光受信器の光フィルタのコストを無視すると、本提案方式と光ア

ンプを用いた従来方式の経済性を比較するには、おおむね、上記の3つの光源と、各無線基地局に設置され

る光アンプのコストの総計を比較すれば良いことになる。ここで、提案方式において光キャリヤ発生部で、用しも

3つの光源、および、無線基地局で用いる光アンプのコストをそれぞれ CLS 、 CAMPで、表すと、本提案方式が経

済性の面で優位であるための条件は、

3 ・ CLS 三 N.C

CTf' N 
Cコ〉ーーとと~~一一

CAMP 3 

(4. 24) 

で表すことができる。同式において、 N は提案方式において1つの光キャリヤ発生部を用いて収容できる無線
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基地局の数である。

(4. 24) 式を用いて経済性を比較してみる。まず、提案方式において1つの光キャリヤ発生部が収容で、きる

無線基地局の数 (N) については、 3つの光源で、出力で、きる光電力と、それぞ、れの光ファイバ無線リンクにおい

て必要なキャリヤ光電力およびローカル光電力の比で、決定される。本提案方式では、 4. 3. 2項で述べた議論

から、+10dBm (10mW) 程度の電力で、キャリヤ光を送信し、 +3dBm(2mW) 程度のローカル光を用いることで、十

分な光リンクパジェットを確保で、きる。よって、光キャリヤ発生部において数 100mW から数Wの出力が得られる

光源を用いることで、数 10 から数 100 の無線基地局を収容できることになる。従って、 (4. 24) 式から、提案方

式で用いる光源と光アンプとのコスト比、 CLS / CAMP、が 10""-'100 以下であれば、システムの経済性は提案方式

が優れていることになる。

このような高出力が得られ、かっ周波数安定性が数 10MHz 程度と非常に高い光源を用意する方法として、

例えば、狭線幅ファイバレーザ[26Jを用いて、必要に応じて光アンプを用いて更に光電力を 1W 以上に増幅す

る構成が考えられる。現時点で、量産レベルにある光アンプoで、ある EDFA と、研究用途に限定されているファイ

バレーザを比べたところ、そのコスト比、 CLS/CAMP は、 10 から数 10 程度の値で、あった。この値は、上記の提案

方式が経済面で優位になる範囲内の値である。ファイバレーザは今後、量産化による低廉化が予想されること

から、無線基地局において光アンプを用しも構成に比べて、本提案方式がシステム構成の経済性の面で優位

性を示すことが期待できる。

4. 6 結言

本章では、通信型アクセスネットワークの上り伝送方式の光リンクパジェット拡大技術に関する検討を加え、

高感度受信法である光ヘテロダイン検波を用いたルーフ。パック型光ヘテロダイン方式を提案した。本方式は、

無線基地局において発生する両側のサイドバンド信号のうち、し、ずれかのサイドバンド信号だけを光ヘテロダ

イン検波することで、光領域でミリ波信号を IF 帯にダウンコンバージョンするため、波長分散の影響をほとんど

受けない。さらに、本提案では、光ヘテロダイン検波に必要な要素、すなわち、ローカル光/キャリヤ光の光源、

これらの光源の周波数安定化回路、および偏波ダイパーシティ受信回路を送信側の光キャリヤ発生部に集約

することで、各光受信器は、 IF 帯の受光素子と復調回路だけで構成することができる。これにより、システム全

体の構成の簡素化を実現した。

本提案方式のシステム構成と原理について説明し、アクセスネットワークを模擬した 10km の SMF の1.0Gb/s

伝送実験を行ない、上り光信号の偏波状態に依存することなく、 40dBm の上りサイドバンド光信号電力におい

て 10-9 以下の BER が得られ、また、波長分散による受信感度劣化がほぼ無いことを確認した。また、得られた

結果から、無線基地局において光アンプを用いない構成でも、 10倍以上の光リンクパジェットを確保できること

を示した。さらに、センタ局からキャリヤ光を供給するルーフ。パック伝送を実際のシステムで、運用する際に課題

となる、光伝送路中の反射光の影響についても解析、実験の両面で検証し、受信光電力よりも高い-6dBm 程

度の反射光が存在した場合でも、受信感度ペナルティを 1dB 以下に抑圧できることを示した。最後に、システ

ムの経済性の面でも、無線基地局で光アンプを用しも構成に比べて優位性を有することを示唆した。
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第5章 通信型アクセスネットワークにおける

双方向伝送方式

5. 1 序言口-3]

通信型アクセスネットワークの構築には、上り伝送および下り伝送の両方を実現する必要があり、前章におい

ては、経済的なシステム構成で、上り光信号を光ヘテロダFイン検波により高感度受信する手法として、ノレープ

パック型光ヘテロダイン方式を提案し、その上り伝送について有用性を検証した。

これに下り伝送を加えて双方向伝送を実現する場合、波長多重技術を用いて、センタ局には別波長帯の下

り伝送用光源、無線基地局には別の受光素子を設置する構成が考えられる。しかし、アクセスネットワークの簡

素化としち観点では、部品点数をなるだけ低減することが求められるため、前章で述べた上り伝送で用いた光

部品を下り伝送でも共用できる伝送方式が望ましい。特に、数多く必要となる無線基地局は、ユーザに近いネ

ットワーク装置で、あり、センタ局に比べてシステム全体に与える影響が大きいため、必要最小限の光部品で構

成することが求められる。このような観点から、これまでに、無線基地局で単一の電界吸収型 CElectro

Absorption 、 EA) 変調器を、下り光信号の検波と上り光信号の変調の両方に用いるシステムが報告されている

[4-6]。一方、センタ局で上り伝送および下り伝送で光源を共用することは、経済性だけでなく、同一波長域で

上りおよび下りの双方向伝送を実現することになり、波長利用効率の観点からも望ましい。

本章では、前章で提案したループパック型光ヘテロダイン上り伝送方式をベースとした双方向通信型アクセ

スネットワークを実現することを目的として、上り伝送に用いる光部品の一部を下り伝送にも共用可能な新しい

双方向伝送方式を提案する。提案方式のシステム構成では、上り伝送においてセンタ局で用いる3つの光源

のうちの 1つを下り光信号の生成に用い、さらに、無線基地局の EA 変調器を下り光信号の検波にも用いる。こ

れにより、上り伝送のみの場合とほぼ同じシンフ。ルな構成を実現で、きる。

以下では、まず、上り光信号と下り光信号の聞のクロストークを抑圧できる波長配置の設計法ならびに RF/IF

周波数を明らかにする。次に、l.OGb/s 伝送実験を行い、双方向伝送の場合の受信特性を評価して提案方式

の有効性を検証する。最後に、光受信器において、上り光信号とローカル光を合波する光カプラの合波比を

調整することで、上りリンク、下りリンク共に同時に 10dB 以上のリンクパジェットを確保で、きることを明らかlこす

る。

5. 2 双方向伝送方式のシステム設計

5. 2. 1 システム構成

図5. 1 に、本章で述べる双方向伝送方式のコンセプトを示す。センタ局は、 1つの共用型光キャリヤ発生部

と、無線基地局と1:1で接続され、データの送受信を行う光送信器および光受信器で構成される。本システム

におけるコンセプトは、上り伝送および下り伝送それぞれにおいて必要となる主な機能を、光キャリヤ発生部に

集約し共用する点にある。上り伝送においては、前章で述べたように、各光受信器で光ヘテロダイン検波を実
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行するための、ローカノレ光/キャリヤ光発生と周波数安定化機能および偏波無依存化機能を光キャリヤ発生部

が一括で担う。これにより、各光受信器は光検波器と中間周波数帯(Intermediate Frequency、 IF) の部品だけ

で構成することができる。一方、下り伝送においては、 2章で述べたように、光ファイバの波長分散の影響による

フェージングを抑圧するために、所望の下り無線周波数に等しい周波数間隔を有する2トーン光信号を伝送す

る手法が有効である。提案する双方向伝送方式では、光キャリヤ発生部が持つ2トーン光キャリヤの発生機能

を複数の下りリンクで共用し、各光送信器はベースバンド変調と上りリンク用にルーフ。パックするキャリヤ光との

多重だけを行う。尚、ミリ波無線リンクは、上りリンク周波数 fRF-u、下りリンク周波数 hlF-d ( ヲとんF-J とした FDD

(Frequency Division Duplex) を用いるものと仮定する。

Generation of shared optical carrier 

Uplinkdata 

Downlink data 

Central Station 

60G山7upli此 si卵l

__..-;レム亨
FDD 

キ~

/ 
60 GHz-band downlink signal 

図5.1 提案する双方向伝送方式のコンセプト

Optical uplink carrierl 
Optical downlink signal 

図5. 2にシステム構成を示す。光キャリヤ発生部には3つの光源が設置され、それぞ、れ波長がんl、 λc2、 λd

(= C l!cl 、 C 1!c2 、 CI!c3 、 C: 光速)となるよう周波数安定化回路 (Automatic Frequency Controller、 AFC) で精

密に制御されている。これらの波長の配置は、

Ifc2 -fcll =んF-u i:.fIF-l 

|ん -fcll= んF-u 士 fIF-2

(ん=走 i = 1, 2, 3 J 
(5. 1) 

となるように設定する。ここで、fRF-u ， hF-l 、 hF-2 はそれぞれ上りリンクの無線周波数と IF 周波数である。
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図5. 2 システム構成(双方向伝送)

図5. 2には、次式で表される波長配置例を示している。

/ム -fcJ = fRF-u + fIFーl

jム -fcl = んF-u -fIF-2 

(5. 2) 

LD-2(λû=c/ん)と LD-3(λ'C] =c/ん)の出力光信号は、偏波ビームカプラ (Polarization Beam Coupler、

PBC) で直交偏波合波され、光電力が等しく、直交した偏波状態を有する2トーンのローカル光を生成する。こ

のローカル光の電界 Ew(t) は、

Ew(t) = 占互Jco中7ifc2 t+ ﾘ2 (t)}+ fi互-;;cos{27ifd +偽 (t)} 

(5. 3) 

で表すことができる。ここで、 Pw はローカル光電力で、あり、め向、め仰はそれぞれ LD-2、 LD-3 の位相成分で

ある。この2トーンローカル光は、光ヘテロダイン検波のため光受信器に分配される。
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LD-1 の出力光信号は、図5. 2に示すように、光スプリッタを用いて上りリンクおよび下りリンクの双方で用い

られる。一方は、そのまま上りキャリヤ光として光送信器に分配され、もう一方の光信号は、下り無線周波数の

半値URF-d/2)の搬送波で、 DSB-SC(Double Side Band-Suppressed Carrier) 変調して、 !RF-dのビートを持つ2トー

ンキャリヤ光に変換された後、下りキャリヤ光として光送信器に分配される。上りキャリヤ光と下りキャリヤ光の電

界 Ec-u((人 EC_d(t)はそれぞれ、

Ec_u (t) = 必互~cos{2ifc1t + ゆ'1 (の)
(5.4) 

E 

(5. 5) 

で表すことができる。ここで、 Pc-u ， Pc-dl土光電力、め仰、俗F-d(t)はそれぞ、れ LD-1 と中心周波数!RF-d /2 の変調

信号の位相成分である。

各光送信器は、下りキャリヤ光を下りデータで変調した後、上りキャリヤ光と合波し、まとめて無線基地局に

送信する。この送信光信号の電界 Erx(t)は、

ETX(t) =.J2I7co中ifclt+ØI(t)}

+.J2mdQd耳 d [，∞s{2叫んーんF-d/2)t + ﾘI (t) -ﾘRF-d (t)}+ co中π(ん + !RF_d/2)t 十件'1 (t)+内F-d(t)}]

(5. 6) 

と表すことができる。ここで、 md、向はそれぞ、れ光変調度、 2値の下りデータのシンボノレ値(= 0 or 1) である。

ここで、簡素なシステム構成と高い光リンクパジェットを実現するためには、各光送信器において光部品点数

を低減し、かっ、光電力の劣化を極力抑えることが重要である。まず、光電力の劣化を抑えるには、上りキャリ

ヤ光と下り光信号の合波に PBC を用いることが有効である。この直交偏波合成により、 3dB (50:50) 光カプラを

用いて合波する場合に比べて合波損失を低減できる。また、下り光変調器には、高速変調と光電力の増幅を

同時に実現可能な半導体光増幅器 (Semiconductor Optical Amplifier、 SOA) の適用が、各光送信器の構成簡

素化に効果が高いと考えられる。

無線基地局では、上りキャリヤ光(/c1)と2トーンの下り光信号(/cJ-!RF-dI2、 !C1+ !RF-dl2 )が、光変調と光検波

の同時動作[4-6Jをする単一の EA 変調器に入力される。 EA 変調器の光検波の際には、上りキャリヤ光と下り

光信号は直交偏波状態にあるためこれらの聞のビート(!RF-d 12 ) は発生せず、下り無線信号( !RF-d)だけが光自

己ヘテロダFイン検波により抽出される。この下り無線信号の電界 ERF-d仰は、下記の (5. 7) 式で表すことができ

る。

E RF-d (t) 使。d cos {2JifRF_dt + 2ﾘRF-At)} 
(5. 7) 
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ここで、光自己ヘテロダイン検波により LD-1 の出力光信号の位相成分め砂が相殺されており、非常に周波数

安定度が高い下り無線信号が生成されていることに注目されたい[7J。また、光送信器において SOA により下り

データ変調を行うことで、下り無線信号の変調方式としては、 ASK(Amplitude Shi仕 Keying) を用いることにな

る。

一方、 EA 変調器の光変調作用により、中心周波数fRF-u の上り無線信号により、入力光信号が一括して変調

される。上り無線信号の変調方式として2値 ASK を用いた場合、変調された光信号の電界 Emod(t) は、

Emoct (t) = .,jl + muau cos 2ifRF-i . ETX (t) 

さ (1十uau c叫イ ι'(t)
(5. 8) 

で表すことができる。ここで、叫、。u、 ETX'(t)はそれぞ、れ光変調度、 2値の上りデータのシンボノレ値(= 0 or 1) 、

無線基地局で受信した光信号の電界であり、最後の式は、テイラー展開を適用し、 2次以上の項を無視した。

この一括光変調により、それぞれの入力光信号に対し、周波数離調fRF-u のサイドバンド光信号が発生するため、

図 5. 2に示すように、 EA 変調器の出力光信号は下記周波数の成分を有する。

上りキャリヤ光とそのサイド、バンド :ん、 !cJ -fRF-u 、 !cJ + !RF-u 

下り光信号とそのサイド、バンド :ん -fRF-d々、 ん -fRF-dI2 -fRF-u 、 ん -fRF-dl2 + fRF-u , 

!cJ + fRF-dl2 、 !cJ + fRF-d12 -fRF-u 、 !cJ + fRF-dバ2 + fRF-u 

上記の成分のうち、上りリンクの光受信器で検波されるのは、上りキャリヤ光の2つのサイドバンド光信号( !CJ 

fRF-u、 !cJ + fRF-u)の内どちらかだけであり、その他の成分は不要成分である。無線基地局の簡素化のため、

光フィルタによる除去をすることなく、これら全ての成分は上り光信号として光受信器に送信される。

センタ局の光受信器では、上り光信号が2トーンローカル光、 ELO(~人と合波された後、光ヘテロダイン検波さ

れる。ここで、 IF 周波数五日、か'-2 が 10GHz 以下であり、受光素子が IF 帯域しか持っていなしせ仮定し、上り

光信号に含まれる成分の周波数関係に注目すると、図5. 2に示すように、光ヘテロダイン検波に不要な成分

は、所望のサイドバンド光信号(!cJ -fRF-u、 !cJ + fRF-u)から 30GHz 以上離れているため、光ヘテロダイン検波の

波長選択性により、所望の成分だけを抽出することができる。ローカル光として互いに直交偏波状態の2トーン

の光信号を用いているため、光ヘテロダイン検波により

EJF(t) ぽ au cos e. cos{2J弥一1 t + ψ'1(t)}+au sine.cos{2~F_zl+ ψ2 (t)} 
(5. 9) 

で表される2波の IF 信号が生成される。ここで、 θは波長λc2 のローカル光と上りキャリヤ光のサイド、バンド、光信

号との偏波方向の角度差であり、 ψ'J(~人約仰はそれぞ、れ2波の IF 信号の位相成分である。ここで、光キャリヤ発

生部での周波数安定化により、 IF 信号の周波数の安定性が担保されていることに注目されたい。

この2波の IF信号は、単一の包絡線検波器で二乗検波され、包絡線検波器の出力信号の電界 Edem(~ は、
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E dem (t) oc {EIF (t) Y 
=仏 cosθco中tiflFー I t + ψ1(t)}+ au sinθ.co中ゲJF-2 t + 的 (t)W

=αu 2 COS2θ COS 2 {2tiflF -1 t + ψ1 (の}+au 2 sin2θ ・ COS2 {2tifIF_2t + 町 (t)}

+2au

2 cosBsinθ. COS {2tiflF -1 t + ψl(t)}.CO中tifIF-2 t + 叫 (t)} 

十2Nfλ2汀2刊[山n2θ 叫z珂州(/Jλ円 一λんιωト判川一→-1)門(ωtの) 引州附附(ο的tの)川n2θ 叫z珂(/Jん仏F口2 + λんんωFハF-J川2 (tο山t
+付c∞OばS2 θ c∞os2{位2;if，ず山 t+ ψ引1 (ο例tの)}ド+ sin2 θ c∞os2{位2tifIF_2 t + ψ帆2(ωtの川)け}l] 

(5. 10) 

が得られる。 (5. 10) 式において、第1項は復調された上りデータを表し、他の項は不要な成分である。すなわ

ち、第2項及び第3項はそれぞれ2波の IF 信号のビート成分と和周波成分であり、第4項及び第5項は2次高

調波成分である。ローパスフィルタ (Low Pass Filter 、 LPF) を用いて、これらの不要成分を除去することで、無

線端末から送信された上りデータを再生することができる。ここで、 (5. 10) 式の第1項が上り光信号の偏波状

態を表す変数θを含んでおらず、 LPF の出力電圧が光アクセス区間における偏波変動に不感応であることに

注目されたい。このことは、直交偏波の2トーンローカル光を用いたことにより、偏波ダイパーシティ効果が得ら

れることを示している。

以上説明したように、光キャリヤ発生部と、無線基地局の EA 変調器を上りリンクおよび下りリンクの双方で共

用することにより、非常に簡素なシステム構成で双方向伝送を実現することができる。

5. 2. 2 波長配置と RF/IF 周波数の設計

5. 2. 2. 1 2サイドバンド光間の波長分散を考慮した波長配置

(5. 1) 式に示すように、 2トーンローカル光の波長λ'c2 、 λd、 lこ対しては4つの候補が考えられる。上りリンク

の光受信器で検波されるサイドバンド光信号、すなわち下側波帯 (Lower Side Band、 LSB) 信号もしくは上側波

帯 (Upper Side Band、 USB) 、は図5. 3に示すように選択する波長配置 (la'"'-'ld 、 2a'"'-'2d) に依存する。例えば、

波長ん2 1こ関しては、 [la]もしくは[lb]を選択した場合は USB 信号が、一方、 [lc]もしくは[ld]を選択した場合は

LSB 信号がそれぞれ光受信器で光ヘテログイン検波されることになる。

光ヘテロダイン検波されるサイドバンド、光信号の数に注目すると、図5.31こ示す波長配置の候補は、表5. 1 

に示すように、片方のサイドバンド光信号だ、けが受信されるグループ。A と、両方が受信されるグノレーフ。 B の2つ

のクツレーフ。に分類される。ここで、グ、ルーフ。 B においては、 2つのサイドバンド光信号がおよそ 120GHz(= 

60GHzX2) の周波数間隔を持っているため、光ファイバの波長分散が2つの包絡線の聞の時間差を生成し、

受信感度を劣化させることが懸念される。このように、波長分散の観点からは、明らかにグループロAの波長配置

が望ましい。
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Group 

A 

B 

1a 1b 

2a 2b 

Sideband signal 
(either/both) 

1c 1d 

2c 2d 

図5. 3 波長配置の候補

表5.1 波長配置の分類

λ 

hF-2 

λ 

Wavelength allocation Wavelength difference LlSSB 

la-2a lb-2a 
1a-2b lb-2b 

lc-2c 1d-2c 

lc-2d ld同2d

lc-2a ld-2a 

lc四2b 1d-2b 

1a・2c lb同2c

la-2d lb-2d 
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5. 2. 2. 2 3次相互変調ひずみ干渉を考慮した波長配置

本提案方式においては、光キャリヤと変調信号が複数の非線形過程、すなわち、 (a)光キャリヤ発生部にお

けるマッハツエンダ変調器 (Mach-Zehnder Modulator、 MZM) 、 (b)光送信器における SOA、 (c)無線基地局に

おける EA 変調器、を経る。それぞれの過程における相互変調により不要な3次成分が発生し、光受信器にお

ける光ヘテロダイン検波後に所望の信号、すなわち上りキャリヤ光のサイドバンド、光信号に干渉することが懸念

される。ここで、上記の3次の相互変調成分(IM3) の周波数は選択する波長配置に依存するため、この光 1M3

に起因する干渉を抑圧するための波長配置条件について明らかにする。

図5.41こ示すように、!RF-u く!RF-dのとき、 1M3成分の周波数は LD-1 の出力光信号の周波数(!Cl )と、 RF周波

数(!RF-u、 !RF-d)を用いて、下記のように表すことができる。

MZM: fcl , fcl ーんF-d' fcl + fRF-d 

SOA:Lljhーのんづい

臥M: ん -jfu-ρfc1 -fRF-d' ん +fu-d ， Ll+jル d

上記のほとんどの成分は、所望のサイドバンド、光信号(ん -!RF-u、ん +!RF-u)から周波数が十分に離れているが、

周波数!cl-!RF-d 、 !cl + !RF-dの 1M3 成分は近接している。よって、これらの 1M3 成分とローカル光とのビート成

分も受光素子出力において IF 帯に発生することが懸念される。

次に、この受光素子出力における不要ビート成分の周波数について定式化する。図5. 5には、表5. 1の

[la-2b]の波長配置を選択した際の、上りキャリヤ光の USB信号付近の光スペクトルを詳細に示している。図5.

5から、上記の不要ビート成分の周波数について、下記の (5. 11) 式で表されることが分かる。

んO-IMl =IN叫ん d
fW-IM2 = ILlf RF 土ん斗
(LlfRF = んF-u -fRF-d) 

(5. 11) 

ここで、 IF 周波数!IF小 !IF-2 の正負符号(“+" or “一")は、 (5. 1) 式の符号と一致している。

これらのビート成分の干渉を抑圧するためには、図5. 3の候補の中から適した波長配置を選択する必要が

ある。
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図 5. 5 上りキャリヤ光のサイドバンド信号付近の光スベクトノレ
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ここで、後述の実験系の周波数の諸元 (jjw-u = 60.5GHz , jjW-d = 63.2GHz、 jjF-l = 6.5GHz、 jjF-2 = 8.3GHz) 

を仮定して 1M3 成分により発生するビート成分の周波数を計算すると、 (5. 11) 式から下記の結果が算出され

る(図5. 6参照)。
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(5. 12) 

(5. 12) 式と図5. 6から、波長λc2 fこついて[lb]もしくは[lc]、波長λc3 について[2a]もしくは[2d]を選択した場合

には、ビート成分が 1F 信号に干渉してしまうが、波長λ'c2 、 λ'c3 についてそれぞ、れ[la， 1d] 、 [2b ， 2c] (表5. 1 にお

いて斜体、太字で強調)を選択した場合には、バンドパスフィノレタによりビート成分を分離で、きることが分かる。

Desired IF signals (!;F-l 五月)

M?!?om刺s: 5.5 -9.3 GHz 

f 
3.8GHz 5.6GHz 6.5GHz 8.3GHz 9.2GHz 11.0GHz 

fW-IMl fW-IM2 

図5.6 1F 帯における不要成分の干渉
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5. 3 伝送実験とリンクパジェットに関する考察

5. 3. 1 1.0Gb/s 双方向伝送実験

双方向の全二重伝送を行った実験系を図5. 7に示す。光キャリヤ発生部に相当する部分では、上りキャリヤ

光と 63.2GHz(= fiwd、下り無線周波数)のビートを有する下りキャリヤ光を生成する。 LD の波長はそれぞれ、

1550.67nm (= 193 .465THz) 、 1550.13nm(= 193.533THz) 、 1550.25nm(= 193.518THz) になるよう設定した。

LD-1 の出力光信号を分岐した一方は、直接、上りキャリヤ光として用い、もう一方は LN-MZM (Lithium 

Niobate Mach-Zehnder modulator) を用いて、下り無線周波数の半値( fiw-d /2 = 3 1.6GHz)のキャリヤで、

DSB-SC 変調した。 LN-MZM の出力光信号は、マッハツエンダ干渉型フィルタ (Mach-Zehnder Interferometer、

MZI)を通過させ、不要な高次成分を抑圧した後、1.0Gb/s の下りデータ信号で変調、増幅し、下り光信号を生

成した。

上りキャリヤ光と下り光信号を PBC で直交偏波合成し、可変アッテネータと 10km の SMF(Single Mode 

Fiber) を介して EA 変調器に入力した。一方、 LD-2 と LD-3 の出力光信号は、 PBC で合波し直交偏波状態の

2トーンキャリヤ光を生成し、ローカノレ光として 3dB 光カプラに入力した。

図5.81こ、送信側の各点における光スペクトノレを示す。 PBC の合波損失は1.0dB 以下であり、上りキャリヤ

光と下り光信号の光電力の劣化を抑圧できていることが分かる。また、 5. 2. 2. 2で述べたように、 MZM と SOA

の非線形性により不要な成分が発生していることが分かる。

Error 
detection 3dB ; 

4.0-8.5GHz , 
LN-MZM: Lithiwll Niobatc-Mach Zelmdcr Modulator 
MZI: Mach Zc1mder Interferollleter filter 
PBC: Polarization B四1ll Couplcr 
SOA: SCllliconductor Optical Amplificr 
ATT: Tnnable Attenuator 
PC: Polarization Controllcr 
EAM: Elcctroabsorption Modulator 
PPG: Pulse Patlem Generator 

図5. 7 1. 0Gb/s 双方向伝送実験系
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図5. 8 送信光スベクトノレ

EA 変調器の RF 端子は、バイアスTを介して 60GHz 帯サーキュレータに接続し、 60.5GHz の ASK 信号を上

り無線信号として入力すると同時に、 63.2GHz の ASK 信号を下り無線信号として抽出した。抽出された

63.2GHz 信号は、ダイオード検波器で検波した後、エラーディテクタに入力した。

EA 変調器の出力光信号は、 10km の SMF を伝送後、 2トーンローカル光と合波し、受光素子とアンプから成

る ü/E コンバータ (HP/Agilent 11982A) で検波した。図5. 9に、光カブロラに入力されたローカル光と上り光信

号の光スペクトルを示す。図 5. 9から、検波されたサイド、バンド光信号(1550.18nm(= 193.526THz))、すなわち

上りキャリヤ光の USB 信号、と2トーンローカノレ光との周波数差がそれぞ、れ 6.5GHz、 8.3GHz であることが分か

る。

図 5. 10は、偏波状態θが O。、 45 0 、 90 0 の際の、 ü/E コンバータと ldB 帯域が 4.0GHz'"'-'8.5GHz のバン

ドパスフィルタの出力信号、すなわち IF 信号のスペクトルを示す。この結果から、 IF 信号は 6.5GHz(=1lFl )と
8.3GHz(= 1IF2 )の2波を含み、 (5. 9) 式で示したように偏波状態に応じてそれぞれ信号電力が変化することが

分かる。ここで、 5. 2. 2. 2で述べたように、ローカル光と 1M3 成分のビート成分も発生しているが、これらの周

波数(3.8GHz、 1 1.OGHz)が所望の IF 信号から十分に離れているため、バンドパスフィルタを用いて容易に抑

圧できていることに注目されたい。
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図5. 9 EAM 出力光信号とローカル光のスベクトノレ
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図5. 10 O/E コンバータとバンドパスフィルタの出力における IF 信号スペクトル
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2波の IF 信号は、ダイオード検波器でまとめて検波した後、エラーディテクタに入力して上りデータの BER を

測定した。図5.11 に、それぞれの偏波状態における上りデータの BER 特性と、サイド、バンド光信号電力が

-34dBm、偏波状態θ が 45 0 の際のアイパターンを示す。図 5. 11から、それぞれの偏波状態において、

-35dBm のサイドバンド光信号電力に対して 10-9 以下の BER が得られており、また偏波ダイパーシティ効果に

より、 BER=10-9で定義する受信感度の変動が 0.54dB 以内に抑えられたことが分かる。さらに、下り光信号の有

無によって、アイパターンがほとんど変化してないことから、下り光信号の存在が上りデータの受信品質に大き

な影響を与えていないことが分かる。

図5. 12には、 EAM に加えたバイアスが-1.2、 1. 5、一2.0 V のときの下りデータの BER 特性と、アイパターン

を示す。吸収特性が変化するため、バイアスに応じて BER 特性も変化してはいるがJ、ずれの条件下におい

てもフロアが発生することなく 10-9 以下の BER が得られている。尚、バイアス電圧の最適化については次節で

検討を加える。また、下り光信号は 63.2GHz 間隔の2波の変調信号を含むため、波長分散の影響により2波の

包絡線開に時間差が発生するにもかかわらず、 back-to-back と 10km の SMF伝送後でほぼ同等の BER 特性

が得られたことが分かる。この結果から、アクセス区間においては、上記の時間ずれは1.0ns のパルス長に比

べて非常に小さく、波長分散の影響が無視で、きることが分かった(例えば、分散 D = 17 ps/km/nm、ファイバ

長 L = 10 km、波長間隔AλRF-d = 0.51nm (1550nm において 63.2GHz に相当)の場合、時間ずれL1T

(=DLL1λRF-d) は 86.7ps と算出される)。さらに、図5. 12に示すように、上りキャリヤ光と 60.5GHzの上り無線信号

の有無によるアイパターンの変化が見られないことから、これらの上り信号の存在が下り光信号にほとんど影響

を与えていないことが分かる。

このように、 LD-1 と EA 変調器を上りリンクおよび下りリンクの双方で、共用したにもかかわらず、相互の干渉を

大きく受けること無く、双方向の1.0Gb/s 伝送が実現できることを示した。
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図5.11 上りリンクの BER 特性とアイパターン
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図5.12 下りリンクの BER 特性とアイパターン

5. 3. 2 光リンクパジェットに関する考察

図5. 13に示すように本システムのレベルダイヤを考えると、それぞ、れのリンクにおいて光リンクパジェットは

下記の式を満たす必要がある。

Uplink: ヰX-u -Lopt + M EAM -Lopt -Lco ミ SRJ( [dB] (5. 13) 

Downlink :ヰX-d -L酬と SEAM [dB] (5. 14) 

上式において各パラメータは対数表示で、あり、 PTX-u ， PTX-d はそれぞ、れ上りキャリヤ光と下り光信号の送信光電

力、 SRX、 SEAM はそれぞれ光ヘテロダイン検波と EA 変調器の光検波の感度、 MEAM は EA 変調器の光変調

効率(図 5. 13[こ示すように、入力キャリヤ光と出力サイドバンド光信号の電力比と定義)であり、 Lco は光受信

器で、ローカル光と合波する際の、上り光信号の合波損失を表している。また、上りリンクと下りリンクの光伝送路

長はほぼ等しいため、それぞ、れの光リンクパジェットを等しく Lopt としている。

下りデータ伝送および上りデータ伝送それぞれにおいて達成で、きる光リンクパジェットは、上記 (5. 13) (5. 

14) 式を満たす Lopt のうち最大の値であるが、システムのリンクパジェットはこれらの小さい方の値で規定される

ため、下記の (5. 15) 式で表すことができる。
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PTX-u : Optical uplink carrier power 

P TX-tf : Optical downlink signal power 

Central Station 

SRX: Optical heterodyne detection sensitivity 

Lco : Coupling loss of optical uplink signal 

S EAM : EAM sensitivity 

MEAM: EAM modulation e出ciency

Definition 01 modulation efficiency 

口一市川
図5. 13 双方向伝送システムのレベルダイヤ

Lopt ニ min (Lup , Lぬwn)

Lup =~(ヰX-u +MEAM -Lco -SRX) , 

Ldown = PTX -d - S EAM , 

(5. 15) 

(5. 16) 

(5. 17) 

司、、

, 

以下に、 (5. 15) 式を基に、前節の実験結果から得られる計算結果を示す。ここで、 EA 変調器の動作に注

目する。図5.14には、 EA変調器の 1550nm 帯における消光特性と DC 感度特性を示しているが、この図に示

すように光変調、光検波の効率はそれぞれバイアス電圧に依存することが分かる。よって、バイアス電圧により、

下りリンクにおける EA 変調器の受信感度(SEAM)と、上りリンクにおける変調効率(地dが大きく変化する。

図5. 15には、上記の実験系で測定した、光変調効率(MEAM)と EA 変調器の受信感度(SEAM)、すなわち、

10-9 の BER が得られる下り光信号電力、とバイアス電圧の関係を示している。図5. 15から、光変調効率と受信

感度がそれぞれバイアス電圧に依存しており、また光リンクパジェットが最大となるバイアス電圧も異なることが

分かる。よって、光リンクバジェットを最適化するためには、このトレードオフを勘案してバイアス電圧を設定する

必要がある。図5.16に、図5.15の結果と上記実験系の値、 Prx-u = + 10dBm、 PrX.d = +7.1dBm、 SRX= -35dBm、

を基にして、 (5. 15) 式により算出した光リンクパジェットとバイアス電圧の関係を示す。尚、今回の実験では、

上り光信号とローカノレ光を合波する際に、 3dB カプラを用いたため、 Lco = 3dB で、あった。図 5. 16から、今回の

実験構成では、光リンクパジェットは上りリンク特性に律則されており、 EA 変調器のバイアス電圧を-1.5V に設

定した際に、最大値 9.2dB となることが分かる。
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図5. 16には、合波損失が1.0dB の際の光リンクパジェットも示している。今回の実験においては、上り光信

号とローカル光を 3dB (50:50) カプラで合波したが、実際のシステムでは、光リンクパジェットを拡大するため、こ

のような非対称光カプラを用いることで、上り光信号の合波損失を抑えることが想定される。例えば合波比が

20:80 の非対称光カプラを用いることで、ローカル光の合波損失は 7dB 程度発生してしまうが、上り光信号の

合波損失を1.0dB 以下に抑圧することができる。このような合波損失1.0dB の光カプラを用いた場合、図 5. 16 

から、 EAM バイアス電圧を1.5V と設定することで、最大 10.2dB の光リンクパジェットを確保でき、さらに1.6V

から-1.2V の EAM バイアス電圧に対して 10dB 以上の光リンクパジェットが得られることが分かる。

以上をまとめると、光ヘテロダイン検波の高感度受信特性と、光送信器における光電力劣化の抑圧により、

無線基地局が単一の EA 変調器だけを有し、さらに光送信器、光受信器がそれぞれベースバンド、 IF 帯域の

処理だけを行う本提案システムにおいて、上り光信号とローカル光を非対称カプラで合波する構成により、上り

光信号の合波損失を抑圧すれば、上りと下りの双方において 10dB 以上の十分な光リンクパジェットが得られる

ことが示された。

5.4 結言

本章では、前章で述べた上り伝送方式である、ルーフ。パック型光ヘテロダイン方式をベースとした通信型ア

クセスネットワークを実現する手法として、上り伝送に用いる光部品の一部を下り伝送にも共用可能な双方向

伝送方式を提案した。本提案方式によれば、上り伝送においてセンタ局で用いる3つの光源のうちの1つを

下り光信号を生成する際にも用い、さらに、無線基地局の EA 変調器を下り光信号の検波にも用いること

で、上り伝送単体とほぼ同じ構成の、非常にシンフ。ノレなシステムを実現で、きる。

上り光信号と下り光信号の間で発生するクロストークを抑圧するための波長配置と RF/IF 周波数の設

計法を明らかにし、また、l.OGb/s 伝送実験による検証結果を述べ、上りリンク、下りリンクともに相互干渉や

分散の影響を受けることなく、 10-9 以下の BER が得られることを確認した。また、この実験結果を基に、光リンク

パジェットについて考察し、実験結果から、 EAM に印加するバイアス電圧の最適化を行い、上りリンクで最大

9.2dB、下りリンクで、はそれ以上の光リンクパジェットが得られることを示した。さらに、上り光信号とローカル光を

非対称カプラで合波する構成により上り光信号の合波損失を抑圧すれば、更にリンクパジェットの改善が図れ、

10dB 以上の光リンクパ、ジェットが得られることも示した。以上により、本提案方式を双方向通信型アクセスネット

ワークに適用することで、簡素なシステム構成で、十分な光リンクパジェットを確保で、きることを明らかにした。
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第6章結論

本論文は、広帯域のスペクトル利用が可能な 60GHz ミリ波を用いて、ギガピット級の伝送速度を達成する無

線アクセスを実現するため、光ヘテロダイン技術を用いた各種の送受信方式構成法を新たに考案し、それぞ

れに対し理論解析を加え装置の特性を明らかにするとともに、それを用いた設計法を確立し、実験的検討を加

えその実現性を検証した成果をまとめたものである。以下に、第3章から第5章で得られた成果を総括して述べ、

結論とする。

1.放送型アクセスネットワークにおける伝送方式

放送型アクセスネットワークにおいて用いる下り方向の光ファイバ無線方式として、無線端末のミリ波帯局

部発振器と、無線基地局のミリ波帯フィノレタを不要化することにより経済的なシステム構成を実現で、きる、新し

い光/電気2段ヘテロダイン方式を提案し、以下の結論を得た。

従来方式も含め、各種の光送信方法における IF 信号の CNR 特性、波長分散耐力の理論解析を行った。

比較結果から、 4波光信号から3波ミリ波を生成する方式において、 4波の光信号に送信光電力を等分配

して伝送する方法が、通常の給電設備を有する基地局に適用した場合と、無給電基地局に適用した場合

の両方において優れた特性を持つことを示した。

以上の解析結果を基に、 4波光 3波ミリ波方式を実現する新しい構成として、単一の光源の出力から4波

光信号を生成する光送信系を提案した。

この光送信系を用いて1.0Gb/s BPSK 信号伝送実験を行い、 Back-to-Back、 10kmSMF 伝送後ともに、

受光素子の入力時に一11dBm の入力光電力において 10-9 以下の BER が得られることを示した。

また、このことから、送信時に光パワーを 1dBm 品、う比較的小さな値に設定することで、 10dB 以上の光リ

ンクパジェットを確保で、きることが示された。

2. 通信型アクセスネットワークにおける上り伝送方式

通信型アクセスネットワークにおける上り伝送方式において、光受信器の高感度受信法として知られる光ヘ

テロダイン検波を用いて光リンクパジェットを拡大するための技術として、ノレーフ。パック型光ヘテロダイン方式を

提案し、以下の結論を得た。

本提案方式のシステム構成と原理について説明し、ローカル光/キャリヤ光の光源、これらの光源の周波

数安定化回路、および偏波ダイパーシティ受信回路を送信側の光キャリヤ発生部に集約することで、各光

受信器は、 IF 帯の受光素子と復調回路だけで構成可能であることを明らかにした。

アクセスネットワークを模擬した 10km の SMF の1.0Gb/s 伝送実験を行ない、上り光信号の偏波状態に依

存することなく、 40dBm の上りサイドバンド光信号電力において 10一日以下の BER が得られることを明らか

にした。

この結果から、無線基地局において光アンプを用いない構成でも、 10dB 以上の光リンクパジェットを確保

できることを明らかにした。
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ノレーフ。パック伝送を実際のシステムで、運用する際に課題となる、光伝送路中の反射光の影響について理

論解析、実験の両面で検証し、受信光電力よりも高い-6dBm 程度の反射光が存在した場合でも、受信感

度ベナノレティを ldB 以下に抑圧できることを明らかにした。

システムの経済性の面でも、無線基地局で光アンプを用いる構成に比べて優位性を有することを示唆

した。

3. 通信型アクセスネットワークにおける双方向伝送方式

上述の、上り伝送方式で、あるループρパック型光ヘテロダイン方式をベースとした通信型アクセスネットワーク

を実現する手法として、上り伝送に用いる光部品の一部(センタ局で用いる3つの光源のうちの1っと、無線基

地局の EA 変調器)を下り伝送にも共用可能な双方向伝送方式を提案し、下記の結論を得た。

上り光信号と下り光信号の聞で発生するクロストークを抑圧するための波長配置と RF/IF 周波数の設計法

を明らかにした。

l.OGb/s 伝送実験を行い、上りリンク、下りリンクともに相互干渉や分散の影響を大きく受けることなく、

10-9 以下の BER が得られることを確認した。

この実験結果から、 EAM に印加するバイアス電圧を最適化を行い、上りリンクで最大 9.2dB、下りリンクで

はそれ以上の光リンクパジェットが得られることを明らかにした。

さらに、上り光信号とローカル光を非対称カフ。ラで合波する構成により上り光信号の合波損失を抑圧すれ

ば、更にリンクパジェットの改善が図れ、 10dB 以上の光リンクパジェットが得られることも明らかにした。

様々な通信サービスの出現により今後も伸ひ‘続ける膨大なトラフィックを支えるため、アクセス区間において

も、高速な FTTH 方式が普及し、その伝送速度は Gb/s 級に達している。一方で、、アクセス回線としての利用は

まだ一部にとどまっているが、ユーザの利便性とし、う点、では、電話線や光ファイバ等の有線媒体の配線工事が

不要な無線伝送を用いた通信が優れている。今後は、既に広くアクセス区間に浸透した光ファイバ網を広帯域

のエントランス回線として用いて、広いスペクトル資源を有するミリ波帯無線信号を伝送することで、 Gb/s 級の

伝送速度の無線アクセスを実現する、光一無線融合ネットワークの実現が望まれる。本研究成果は、このように、

将来の需要が見込まれる Gb/s 級の光ファイバ無線アクセスを支える基盤技術になるものと期待で、きる。
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